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第１章 計画策定の趣旨 

 

１ 子どもの貧困に関する国の動き 

 

（１）子どもの貧困対策法の制定 

厚生労働省の平成２５年の国民生活基礎調査において、我が国の子どもの貧困

率が１６．３％と過去最高を更新したことなどにより、平成２６年１月に「子ど

もの貧困対策の推進に関する法律（以下「法」という。）」が施行されました。 

その後、平成２８年調査では、１３．９％と改善は図られているものの、今な

お、子どもの７人に１人が貧困の状況にあり、さらなる対策を進めるため、令和

元年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」（以下、

「改正法」という。）が公布、施行されました。 

子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和元年９月施行） 

 

【目的】（抜粋） 

全ての子どもが心身ともに健やかに育成され、一人一人が夢や希望を持つことが

できるよう、子どもの貧困対策を総合的に推進する。 

【基本理念】（抜粋） 

子どもの貧困対策は、社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達の程

度に応じて、子どもが心身ともに健やかに育成されるために推進されなければなら

ない。 

 

 

（２）子供の貧困対策に関する大綱 

改正法において、さらなる子どもの貧困対策の推進を図るため、国の子どもの

貧困対策に関する方針等を盛り込んだ「子供の貧困対策に関する大綱（以下「大

綱」という。）」が令和元年１１月に閣議決定されました。 

大綱では、これまでの子どもの貧困率などの改善に向けた取組に加え、新たな

指標などが追加されました。 

 

子供の貧困対策に関する大綱（令和元年１１月閣議決定） 

 

【指標】（３９項目） 

○生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率・中退率 

○全世帯の子どもの高等学校中退率・中退者数 

○スクールソーシャルワーカーによる対応実績のある学校の割合（小・中学校） 

○新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況（小・中学校） 

○高等教育の修学支援新制度の利用者数（学校種別） 

○ひとり親世帯の親の正規の職員・従業員の割合 

○ひとり親家庭のうち養育費についての取り決めをしている割合 など 

 

 ※後述のこども大綱の策定により廃止。 
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（３）こども基本法の制定 

これまで、子どもの貧困対策を含め、こどもに関する様々な施策に取り組んで

きた中、少子化の進行や人口減少に歯止めがかからず、また、児童虐待や不登校

の件数が過去最多になるなど、こどもを取り巻く状況は深刻で、コロナ禍がそう

した状況に拍車をかけることとなりました。 

このため、常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策

を我が国社会の真ん中に捉えて、強力に進めていくことが急務であり、従来、諸

法律に基づいて、国の関係省庁、地方自治体において進められてきた、こどもに

関する様々な取組を講ずるに当たっての共通の基盤となるものとして、こども施

策の基本理念や基本となる事項を明らかにすることにより、こども施策を社会全

体で総合的かつ強力に実施していくための包括的な基本法として、令和５年４月

に「こども基本法」が施行されました。 

 

こども基本法（令和５年４月施行） 

 

【目的】（抜粋） 

次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立し

た個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環

境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送るこ

とができる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取り組むことがで

きるよう、こども施策を総合的に推進する。 

【基本理念】（抜粋） 

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されると

ともに、差別的扱いを受けることがないようにすること。 

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、

愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるこ

とその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にの

っとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

 

 

（４）こども施策に関する大綱 

こども基本法に基づき、国は、これまでに別々に作られてきた「少子化社会対

策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、そして「子どもの貧困対策に関す

る大綱」を一元化した、「こども施策に関する大綱」（以下「こども大綱」とい

う。）を令和５年１２月に閣議決定し、国全体として、これまで以上に総合的か

つ一体的にこども施策を進めていくこととなりました。 

こども大綱では、目指す社会の実現に向けたこども・若者や子育て当事者の視

点に立った数値目標及びこども・若者、子育て当事者が置かれた状況等を把握す

るための指標が設定されました。 
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こども施策に関する大綱（令和５年１２月閣議決定） 

 

【数値目標】（１２項目） 

○「生活に満足している」と思うこどもの割合         （７０％） 

○「どこかに助けてくれる人がいる」と思うこども・若者の割合（現状維持） など 

【指標】（６３項目） 

○生活保護世帯に属するこどもの高校等進学率・中退率 

○高校中退率（全世帯） 

○ひとり親世帯の親の正規の職員・従業員の割合 など 

 

  

 

２ 県計画について 

 

 本県では、法の目的や大綱の趣旨を踏まえ、法第９条に基づく都道府県計画として、

平成２８年３月に第１期、令和２年３月に第２期の「宮崎県子どもの貧困対策推進計

画」を策定しました。 

 県計画における施策は、子ども・子育て支援法に基づく「みやざき子ども・子育て

応援プラン」や、教育基本法に基づく「宮崎県教育振興基本計画」、「宮崎県家庭教

育支援条例」等と整合性を図りながら推進しています。 

 また、計画の対象地域は県内全域とし、県の施策のほか市町村の施策や関係団体の

取組や連携などを視野に入れて策定しています。 

 

３ 県計画の期間 

 

現行の第２期計画の期間は、令和２年度から５年度までの４年間となっています

が、本計画の計画期間を１年間延長の上、令和２年度から令和６年度までの５年間と

し、令和７年度に、こども基本法第 10 条の規定に基づき、こども大綱を勘案の上策定

する、本県におけるこども施策についての計画（県のこども計画）に統合します。 
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第２章 本県の子どもを取り巻く現状と課題 

 

１ 子どもの貧困の現状 

  

（１）子どもの貧困率 

① 相対的貧困と絶対的貧困 

 子どもの貧困の状態を示す際に、「相対的貧困」と「絶対的貧困」という考え 

方があります。相対的貧困は「社会全体のレベルを勘案して判断される貧困」で、 

絶対的貧困は「社会全体のレベルにかかわらず特定の水準で判断される貧困」の

ことをいいます。 

 子どもの貧困率は、相対的貧困の考え方によるもので、１８歳未満の子どもの

うち、貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）を下回る水準で生活している子

どもの割合です。国が実施する国民生活基礎調査により算出され、子どもの貧困

の状況を示すひとつの指標として使用されています。 

  

 【相対的貧困率について】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 出典：厚生労働省 国民生活基礎 

                                                                   調査に関する Q＆A 
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② 日本の貧困率の年次推移 

 子どもの貧困率は、国民生活基礎調査の初年度の昭和６０年が１０．９％で最

も低く、その後上昇傾向で推移しており、平成２４年には１６．３％と過去最高

の水準となり、最新の令和３年の数値は１１．５％となっています。 

また、子どもがいる現役世帯のうちひとり親世帯をはじめとする大人が一人の

世帯の貧困率については、減少傾向にはありますが、令和３年には４４．５％を

占めており、依然として高い水準となっています。 

 

  【日本の貧困率の年次推移】   

 

                     出典：厚生労働省 国民生活基礎調査（令和４年） 

 

 【注】                 

  ・ 貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。 

  ・ 大人とは１８歳以上の者、子どもとは１７歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が１８歳以   

上６５歳未満の世帯をいう。 

  ・ 等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。                  

・ １９９４（平成６）年の数値は、兵庫県を除いたものである。 

・ ２０１５（平成２７）年の数値は、熊本県を除いたものである。 

・ ２０１８（平成３０）年の「新基準」は、２０１５年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな

基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛

金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。 

・ ２０２１（令和３）年からは、新基準の数値である。 
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（２）就学援助率 

 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条では「経済的理由によって、

就学困難と認められる学齢児童又は学齢生徒（義務教育期間中の児童・生徒）の

保護者に対しては、市町村は、必要な援助を与えなければならない」とされてお

り、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

とそれに準ずる程度に困窮していると市町村教育委員会が認めた者（準要保護者）

に対し、学用品や給食費等に要する費用を補助する就学援助が行われています。 

 

① 全国 

 全国の児童生徒が年々減少する中、就学援助を受けている児童生徒の数は平成

２３年度まで増加し、約１５６万８千人に達しましたが、平成２４年度以降は減

少に転じ、令和３年度には約１２９万８千人となっています。全体の児童生徒に

占める就学援助認定者の割合（就学援助率）は、平成２４年度をピークに減少し、

令和３年度には１４．２２％となっています。 

 

  【就学援助認定者数・割合の推移（全国）】 

 

 

         出典：文部科学省資料「要保護及び準要保護児童生徒数の推移」を一部加工 
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② 宮崎県 

 本県の児童生徒も全国と同様、年々減少する中、就学援助を受けている児童生

徒の数は平成２９年度まで増加傾向で推移した後、横ばいの状況となっており、

平成２４年度の１３，５８４人から令和３年度には１４，３４７人と１０年間で

約１．１倍に増加しています。全体の児童生徒に占める就学援助認定者の割合（就

学援助率）は、平成２４年度の１４．４６％から令和３年度には１６．４６％に

増加しています。 

 

  【就学援助認定者数・割合の推移（宮崎県）】 

 

 

 

     

       出典：文部科学省資料「要保護及び準要保護児童生徒数全国都道府県別」を加工 
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（３）生活保護世帯における子どもの数 

① 全国 

 全国の生活保護受給者は、平成２４年度から２７年度にかけて増加傾向で推移

した後、減少傾向に転じており、令和元年に新型コロナウイルス感染症が発生し

た後も同様に減少傾向が続いています。 

 このうち、１８歳未満の子どもの数は、平成２４年度から年々減少しており、 

令和３年度には約１６万７千人と、平成２４年度の約２８万５千人から約１１万

８千人の減少となっています。 

 

【生活保護受給者数（年齢区分別）の年次推移（全国）】 

 
                               出典：厚生労働省 被保護者調査 

年度 

(合計) 
単位：人 
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② 宮崎県 

 本県の生活保護受給者は、全国の傾向と同様に、平成２４年度から２８年度に

かけて増加傾向で推移した後、平成２９年度以降はゆるやかな減少傾向に転じて

います。 

 このうち、１８歳未満の子どもの数は、全国と同様に平成２４年度からほぼ毎

年減少しており、令和３年度は１，３４２人で、平成２４年度の２,１２１人から

７７９人の減少となっています。 

 

【生活保護受給者数（年齢区分別）の年次推移（宮崎県） 

 

出典：厚生労働省 被保護者調査 

 

 

 

 

年度 

(合計) 単位：人 
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（４）生活保護世帯の子どもの進学率 

① 全国 

 全国の生活保護世帯の子どもの進学率（令和４年４月１日時点）は、高等学校

等進学率が９３．８％、大学等進学率が４２．４％となっており、一般世帯（令

和４年５月１日時点）と比較すると、高等学校等進学率は５．３ポイント、大学

等進学率は、３３．７ポイント低い水準となっています。 

  また、前計画策定時と比較すると、生活保護世帯の高等学校等進学率は０．１

ポイント、大学等進学率は６．４ポイント増加しています。 

 
【生活保護世帯の子どもの進学率（全国）】 

 生活保護世帯 一般世帯 備考 

 
 

全 
国 
 

 

 
 
子どもの 
進学率 
 

 

 
高等学校等進学率 
 

 
    93.8％ 
  (93.7％) 

 
    99.1％ 
    (99.0％) 

 
  

令和３年度時点 
(平成 29 年度時点) 
  ※前計画策定時 
 

 
大学等進学率 

 
    42.4％ 
   (36.0％) 

 
    76.1％ 
    (72.9％) 

         出典：生活保護世帯は、厚生労働省社会・援護局保護課調べ(令和 4 年 4 月 1 日)         
一般世帯は、文部科学省「学校基本調査」(令和 4 年度)を基に作成。 

 【注】                 
・ 高等学校等進学率は、年度末に中学校を卒業した者のうち、その翌年度に高等学校等に入学した

者の割合。大学等進学率は、年度末に高等学校等を卒業した者のうち、翌年度に大学、短期大学、

専修学校又は各種学校に入学した者の割合。 

・ 一般世帯の値は「令和４年度学校基本調査」結果（文部科学省）のデータを活用し、国の子ども

の貧困対策に関する大綱で示された生活保護世帯の子どもに関する指標の算出方法を参考として

再計算した値であり、文部科学省が公表している進学率等と異なる。 
 

② 宮崎県 

 本県の生活保護世帯の子どもの進学率（令和４年４月１日時点）は、高等学校

等進学率が９１．３％、大学等進学率が３７．６％となっており、一般世帯（令

和４年５月１日時点）と比較すると、高等学校等進学率は７．６ポイント、大学

等進学率は、３０．８ポイント低い水準となっています。 

  また、前計画策定時と比較すると、生活保護世帯の高等学校等進学率は０．８

ポイント減少し、大学等進学率は１４．５ポイント増加しています。 

 なお、最新の数値である令和５年４月１日時点の本県の生活保護世帯の子ども

の進学率は、高等学校等進学率が８７．４％、大学等進学率が４０．５％です。 

 
  【生活保護世帯の子どもの進学率（宮崎県）】 

 生活保護世帯 一般世帯 備考 

 
 

 県 
 

 

 
 
子どもの 
進学率 
 

 

 
高等学校等進学率 
 

 
    91.3％ 
    (92.1％) 

 
    98.9％ 
    (98.6％) 

 
 

令和３年度時点 
(平成 30 年度時点) 
  ※前計画策定時 
 

 
大学等進学率 
 

 
    37.6％ 
    (23.1％) 

 
    68.4％ 
    (66.6％) 

出典：生活保護世帯は、宮崎県福祉保健課調べ（令和 4 年 4 月 1 日)。          
一般世帯は、文部科学省「学校基本調査」(令和 4 年度)を基に作成。 
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（５）ひとり親世帯の状況 

① 全国 

 全国のひとり親世帯の数（推計値）は、平成１０年以降平成２３年までは増加

傾向にありましたが、平成２８年の調査より減少傾向にあり、令和３年には約１

３４万４千世帯と、１０年間で約８％減少しています。 

 このうち母子世帯の数は、平成２３年の約１２３万８千世帯から、令和３年に

は１１９万５千世帯と、約３％減少しています。 

 

 【ひとり親世帯数の年次推移（推計値：全国）】  

    

 

  また、令和３年のひとり親世帯の就労形態については、母子世帯では、正規の

職員・従業員が全体の４２．１％、非正規の職員（パート・アルバイト等。以下

同じ。）が３３．５％、父子世帯では正規の職員・従業員が全体の６１．２％、

非正規の職員が４．３％となっており、平成２８年と比較すると改善されつつあ

るものの、依然として非正規の職員の割合が高くなっています。 

 

 【ひとり親世帯の就労形態（平成 28 年及び令和３年：全国）】  

   
 

② 宮崎県 

 本県のひとり親世帯の数（推計値）は、平成９年以降平成１９年までは増加傾

向にありましたが、平成２４年から減少傾向に転じ、令和４年には１５，３１２

世帯と、最も世帯数の多かった平成１９年の１７，９１５世帯と比較すると、約

１５％減少しています。このうち母子世帯の数は、最も世帯数の多かった平成

２９年の１５，６８６世帯から、令和４年には１４，０９８世帯と、約１０％減

少しています。 

単位：万世帯　

調査年 母子世帯数 父子世帯数 ひとり親世帯数計

平成10年 95.5 16.3 111.8

平成15年 122.5 17.4 139.9

平成18年 115.1 24.1 139.2

平成23年 123.8 22.3 146.1

平成28年 123.2 18.7 141.9

令和３年 119.5 14.9 134.4

出典：厚生労働省　全国ひとり親世帯等調査

単位：％

正規の職
員・従業員

派遣社員

非正規の
職員

（パート・
アルバイト

等）

自営業
家族従業
者・その

他
不就業 不詳

平成28年 36.2 3.8 35.8 2.8 2.5 9.4 8.8

令和３年 42.1 3.1 33.5 4.9 2.5 9.2 4.5

平成28年 58.3 1.2 5.4 15.6 3.5 5.4 9.1

令和３年 61.2 1.3 4.3 13.0 1.5 4.8 7.1

母子世帯

父子世帯

区分

出典：厚生労働省　全国ひとり親世帯等調査を基に作成
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【ひとり親世帯数の年次推移（推計値：宮崎県）】 

 

 また、令和４年のひとり親世帯の就労形態については、母子世帯では、常用雇

用者が全体の４９．８％、臨時雇用者が３３．７％、無職が６．６％と、平成２

９年と比較すると改善傾向にあるものの、依然として臨時雇用の割合が高く、父

子世帯では、常用雇用者が全体の５９．１％、臨時雇用者が８．３％、無職が６．

１％と、平成２９年よりも厳しい状況となっています。 

 

 【ひとり親世帯の就労形態（平成 29 年及び令和４年：宮崎県）】 

 

 さらに、ひとり親世帯の平均月収について、その額に応じた６つの区分（１０

万円未満から３０万円以上の５万円単位）に分類し、最も割合が多い区分を見る

と、母子世帯では１０万円以上１５万円未満の区分で３２．９％、父子世帯では

２０万円以上２５万円未満の区分で２７．４％となっています。 

 母子世帯については、平均月収が１０万円未満の区分の１２．５％を加えると、

全体の４５．４％が平均月収１５万円未満となり、就労上の問題でも、母子世帯、

父子世帯ともに「給料が安い」が最も多く挙げられていることから、依然として

母子世帯が厳しい経済状況に置かれていることがうかがえます。 

 

【ひとり親世帯の平均月収（平成 29 年及び令和４年：宮崎県）】 

 

世帯数 出現率(％) 世帯数 出現率(％) 世帯数 出現率(％)

平成9年 430,989 12,270 2.85 2,385 0.55 14,655 3.40

平成14年 448,142 14,102 3.15 2,573 0.57 16,675 3.72

平成19年 459,690 15,294 3.33 2,621 0.57 17,915 3.90

平成24年 467,415 15,675 3.35 1,645 0.35 17,320 3.71

平成29年 467,223 15,686 3.36 1,471 0.31 17,157 3.67

令和4年 473,153 14,098 2.98 1,214 0.26 15,312 3.24

※出現率は、総世帯数に占める割合。総世帯数は「宮崎県の推計人口と世帯数」による。

調査年 総世帯数
母子世帯 父子世帯 ひとり親世帯計

出典：宮崎県　ひとり親世帯生活実態調査

単位：％

常用雇用者 臨時雇用者 自営業 内職・その他 無職

平成29年 46.1 38.1 4.8 1.9 7.5

令和4年 49.8 33.7 6.6 0.2 6.6

平成29年 61.7 8.5 23.1 0.4 5.2

令和4年 59.1 8.3 23.5 0.0 6.1

区分

母子世帯

父子世帯

※自営業には、家族従業を含む。 出典：宮崎県　ひとり親世帯生活実態調査

単位：％

10万円未満
10～15万円

未満
15～20万円

未満
20～25万円

未満
25～30万円

未満
30万円以上

平成29年 18.6 35.6 22.7 8.9 4.5 4.5

令和4年 12.5 32.9 26.5 12.6 5.6 6.6

平成29年 5.2 14.6 30.3 23.8 11.0 10.1

令和4年 8.3 11.2 25.7 27.4 10.8 12.7

区分

母子世帯

父子世帯

出典：宮崎県　ひとり親世帯生活実態調査
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【ひとり親世帯の主な就労上の問題（平成 29 年及び令和４年：宮崎県）】 

  

 

（６）本県の現状 

  県全体の児童生徒数が減少する中、就学援助を受ける子どもの割合は増加傾向

にあります。 

 また、生活保護世帯の子どもについては、一般世帯と比較して、高等学校等へ

の進学率が７．６ポイント、大学等への進学率が３０．８ポイント低い水準にあ

ります。 

 さらに、ひとり親世帯のうち母子世帯については、全体の４５．４％が平均月

収１５万円未満となっており、経済的に厳しい状況にあります。 

  このようなことから、本県においても依然として、貧困の連鎖が続いている状

況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％

母子世帯 平成29年 令和4年

給料が安い 42.8 43.4

子どものことで休むこと 32.9 33.4

育児等のため条件のいい仕事ができない 13.1 12.5

残業ができない 11.1 13.8

父子世帯 平成29年 令和4年

給料が安い 38.1 35.7

子どものことで休むこと 31.4 35.2

残業ができない 10.5 18.3

出張ができない 8.5 9.0

※複数回答可のため、回答の合計は100％を超える場合がある。

出典：宮崎県　ひとり親世帯生活実態調査
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２ 子どもの貧困に関する課題 

 

（１）アンケート調査結果 

 第２期宮崎県子どもの貧困対策推進計画の改定に当たり、本県の子どもの生活

状況や課題を把握するため、中学２年生とその保護者を対象としたアンケート調

査を行いました。 

  調査項目及び分析については、「令和３年子供の生活状況調査の分析報告書（内

閣府）」（以下「全国調査」という。）を基本としました。 

   

【アンケート調査の概要】 

 

   目 的 

 

生活状況や必要なニーズを把握する。 

 

 

   対 象 

 

 

無作為抽出した県内の中学２年生及びその保護者の約半数 5,500 組 

 

 

   方 法 

 

 

調査票２種（中学生票・２２項目、保護者票・２８項目）を郵送し、

紙で郵送又はオンライン回答の選択制により回収した。 

 

 

  調査期間 

 

 

令和４年１０月３１日から１１月３０日まで 

 

 

   回答数 

 

 

３５．３％（5,500 世帯のうち 1,944 組が回答） 
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① 保護者の生活状況 

ア 世帯収入の分類 

  令和３年の世帯全員のおおよその年間収入について、家族の人数を踏まえて

「等価世帯収入」（※）の水準により分類したところ、等価世帯収入の水準が

「中央値の２分の１未満」に該当するのは１２．０％、「中央値の２分の１以

上中央値未満」に該当するのは３４．８％、「中央値以上」に該当するのは、

５０．７％となっています。 

 

 （※）「等価世帯収入」：年間収入に関する回答の各選択肢の中央値をその世帯の

収入の値とし（例：「50～100 万円未満」の場合は 75 万円）、この値を同居

家族の人数の平方根をとったもので除した値をいいます。 

 

※（ ）内は回答数 

 

   本調査における世帯収入（等価世帯収入）の平均の中央値は２４５．９

７万円、中央値の２分の１は１２２．９８万円。 

（参考：全国調査における平均の中央値は３１７．５４万円、中央値の２分の１

未満は１５８．７７万円） 

 

イ 子どもの親の婚姻状況 

  子どもの親の婚姻状況は、「ふたり親世帯（結婚、再婚、事実婚を含む。）」 

 が８３．４％、「ひとり親世帯（離婚、未婚、死別を含む。）」が１５．０ 

 ％となっており、「ひとり親世帯」である割合は、全国調査の結果１２．５ 

 ％と比較して高くなっています。 

 

 

※（ ）内は回答数 
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ウ 暮らしの状況 

  現在の暮らしの状況について「苦しい」又は「大変苦しい」と回答した割

合は、全体では３０．１％であったのに対し、「中央値の２分の１未満」の

世帯では７２．１％で全体の約２．４倍、「ひとり親世帯」では５５．３％

で全体の約１．８倍となっています。 

 

 

   

エ 子どもに対する進学段階の希望・展望 

「大学またはそれ以上」と回答した割合は、全体では４２．６％であった

のに対し、「中央値の２分の１未満」の世帯では１７．２％、「ひとり親世

帯」では２２．０％と、全体と比べて低くなっています。 

  

 
※「その他」については、全国調査の後、共通調査票に追加された選択肢 
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オ 新型コロナウイルス感染症の影響 

  「世帯全体の収入の変化」について「減った」と回答した割合は、全体では

２５．８％であったのに対し、等価世帯収入の水準が「中央値の２分の１未満」

の世帯では４８．９％、「ひとり親世帯」では３１．３％と、全体と比べて高

くなっています。 

 

 

 カ 支援の利用状況（ⅰ） 

   支援制度の現在の利用状況について、「中央値の２分の１未満」の世帯で

は、「就学援助」が５４．１％、「児童扶養手当」は４６．４％と５割前後

の利用割合となっていますが、「生活保護」、「生活困窮者の自立支援相談

窓口」、「母子家庭等就業・自立支援センター」の利用割合については、い

ずれも１割未満と低くなっています。 

 

【中央値の２分の１未満の世帯】 
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 キ 支援の利用状況（ⅱ） 

   支援制度の現在の利用状況について、「ひとり親世帯」では、「就学援助」 

  が５１．９％、「児童扶養手当」は６６．３％と５割以上の利用割合となっ

ていますが、「生活保護」、「生活困窮者の自立支援相談窓口」、「母子家

庭等就業・自立支援センター」の利用割合については、いずれも１割未満と

低くなっています。 

 

【ひとり親世帯】 

 

 

② 子どもの状況 

ア 成績の状況 

   クラスの中での成績について「やや下のほう」と「下のほう」を合わせた

割合は、全体では２９．０％であったのに対し、「中央値の２分の１未満」

の世帯では４６．４％、「ひとり親世帯」では４０．９％と全体と比べて割

合が高くなっています。 
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 イ 新型コロナウイルス感染症の影響による学業への影響 

   新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、「学校の授業がわからない

と感じること」について「増えた」と回答した割合は、全体では２６．７％

であったのに対し、「中央値の２分の１未満」世帯では３８．６％、「ひと

り親世帯」では３５．４％と全体と比べて割合が高くなっています。 

 

 

 

 ウ 進学の希望 

「大学またはそれ以上」と回答した割合は、全体では２６．４％であった

のに対し、「中央値の２分の１未満」の世帯では１２．４％、「ひとり親世

帯」では１６．２％と全体と比べて割合が低くなっています。 

 

 

※「その他」については、全国調査の後、共通調査票に追加された選択肢 
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 エ 支援の利用状況（ⅰ） 

「子ども食堂など」について、「利用したことがある」と回答した割合は、

全体では４．３％、「中央値の２分の１未満」の世帯では５．６％、「ひと

り親世帯」では５．５％となっています。 

また、「利用したことはないが、あれば利用したい」と回答した割合は、

全体では１９．０％、「中央値の２分の１未満」の世帯では２１．５％、「ひ

とり親世帯」では１８．６％でした。 

 

 

 

   オ 支援の利用状況（ⅱ） 

     「無料又は低額の学習支援」について、「利用したことがある」と回答し

た割合は、全体では２．４％、「中央値の２分の１未満」の世帯では５．６

％、「ひとり親世帯」では４．８％となっています。 

     また、「利用したことはないが、あれば利用したい」と回答した割合は、

全体では３３．７％、「中央値の２分の１未満」の世帯では３９．９％、「ひ

とり親世帯」では３６．１％でした。 
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   カ 支援の利用状況（ⅲ） 

     「家や学校以外で何でも相談できる場所」について、「利用したことがあ

る」と回答した割合は、全体では１．９％、「中央値の２分の１未満」の世

帯では２．１％、「ひとり親世帯」では２．４％となっています。 

     また、「利用したことはないが、あれば利用したい」と回答した割合は、

全体では１４．６％、「中央値の２分の１未満」の世帯では１８．５％、「ひ

とり親世帯」では１２．４％でした。 

 

 

   キ 支援制度の利用による変化 

                          

 

エの「子ども食堂など」、オ

の「無料又は低額の学習支

援」、カの「家や学校以外で何

でも相談できる場所」などの

各種支援制度を利用したこと

がある場合の利用による変化

の状況について、「友だちが増

えた」、「気軽に話せる大人が

増えた」、「生活の中で楽しみ

なことが増えた」項目で、「全

体」より「中央値の２分の１未

満」の世帯及び「ひとり親世

帯」が高くなっています。 

また、「勉強がわかるように

なった」、「勉強する時間が増

えた」項目で「全体」より「中

央値の２分の１未満」の世帯

が高くなっています。 
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（２）本県の課題 

  本県の子どもの貧困の現状やアンケート調査などの結果を踏まえ、本県の子ど

もの貧困対策における特に重要な課題は、以下の４点が挙げられます。 

 

 課題① 保護者に対する生活・就労支援の充実 

  アンケート調査では、現在の暮らしの状況について「苦しい」又は「大変苦しい」

と回答した割合は、全体で３０．１％、「中央値の２分の１未満」の世帯では７２．

１％、「ひとり親世帯」では５５．３％となっています。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響による「世帯全体の収入の変化」につい

て「減った」と回答した割合は、全体で２５．８％、「中央値の２分の１未満」の

世帯では４８．９％、「ひとり親世帯」では３１．３％となっています。 

 暮らしを安定させるため、保護者への生活・就労支援の充実が求められる状況に

あります。 

 

 課題② 教育の支援の充実 

 生活保護世帯の子どもの進学率は改善傾向にあるものの、一般世帯（生活保護世

帯を含む全世帯をいう。）と比べると、高等学校等進学率では７．６ポイント、大

学等進学率では３０．８ポイント低い水準となっています（令和３年度時点）。 

  また、アンケート調査では、大学以上の進学を希望する世帯の割合が、親子とも

「中央値の２分の１未満」の世帯（親１７．２％、子１２．４％）及び「ひとり親

世帯」（親２２．０％、子１６．２％）においては、全体（親４２．６％、子２６．

４％）よりも低くなっています。 

経済的な理由により将来の夢をあきらめることのないよう、早い段階からの進学

意欲の喚起や教育格差を生じさせないための支援が求められる状況にあります。   

 

 課題③ 各種支援制度の周知の徹底 

  アンケート調査では、支援制度の現在の利用状況について、「中央値の２分の１

未満」の世帯及び「ひとり親世帯」とも、就学援助や児童扶養手当については５割

前後の利用割合である一方、「生活保護」、「生活困窮者の自立支援相談窓口」、

「母子家庭等就業・自立支援センター」についてはいずれも１割未満となっており、

支援制度の情報が必要とする方に伝わっていない状況にある可能性があります。 

 

 課題④  子どもの貧困対策に取り組む活動の拡大及び人材の育成・確保 

 アンケート調査では、「子ども食堂など」、「無料又は低額の学習支援」、「家

や学校以外で何でも相談できる場所」について「利用したことがある」と回答した

子どもの割合は、いずれも１割未満と低い状況にある一方、「利用したことはない

が、あれば利用したい」と回答した割合は、「子ども食堂など」で約２割、「学習

支援」で約３～４割、「相談場所」で約１～２割と一定数存在することから、子ど

もが移動できる範囲内において支援が行われていない可能性があります。 

  子どもの貧困対策に取り組む民間団体の活動は年々広がりを見せていますが、希望

する子どもが利用できるよう、一層の活動の拡大と活動に関わる人材の育成・確保が

求められる状況にあります。
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第３章 計画の基本理念・基本方針と指標・目標  

 

１ 基本理念 

 すべての子どもが生まれ育った環境に左右されず、現在及び将来に夢や希

望を持って安心して育つことのできる社会の実現を目指す。 

                                                                          

 本県の活力を維持し、安心と希望あふれる未来を築く礎となるのは「人」であり、

子どもたちは、将来を担うかけがえのない地域の宝です。           

 その子どもたちが自分の可能性を信じて挑戦し、未来を切り拓いていく社会にする

ためには、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、

また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境の整備や教育の機会

均等など、さらなる子どもの貧困対策の推進が重要です。                         

 これらを踏まえ、計画の基本理念は「すべての子どもが生まれ育った環境に左右さ

れず、現在及び将来に夢や希望を持って安心して育つことのできる社会の実現を目指

す」とします。                                             

                                                                          

２ 基本方針 

 温かな県民性に育まれた地域の繋がりを活かし、県民・関係団体・行政が 

連携・協力して子どもの貧困対策に取り組む。 

 

  貧困に至る要因は、その家庭や子どもによって様々であり、複数の課題が複雑に絡

み合っていることも多いため、貧困の状況にある子どもや、そのような状況に至るお

それのある子どもを地域全体で孤立させないように気づき、見守り、支援することが

大切です。 

 全国的には、都市化や核家族化により、希薄な地域の人間関係が課題であるとされ

ていますが、本県は温かな県民性や、人や地域の繋がりが強いことなど、経済的な数

値では比較できない優位性があり、これらの強みは、本県の子どもの貧困対策を推進

する上でも活用すべき資源です。 

  また、子どもの貧困対策を効果的に実施するためには、県民、関係団体、行政がお

互いにそれぞれの役割を理解して一体的に取り組む必要があることから、これまで県

民、関係団体、行政により連携・協力して取り組んできましたが、今後ともさらなる

連携が重要であると考えます。 

  これらを踏まえ、本県の子どもの貧困対策の目指すべき方向性は、引き続き「温か

な県民性に育まれた地域の繋がりを活かし、県民・関係団体・行政が連携・協力して

子どもの貧困対策に取り組む」とします。 

 

 なお、国の大綱や本県の課題などを踏まえ、子どもの貧困対策の柱を以下の４つと

します。 

 

  （本県の子どもの貧困対策の柱） 

   １ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

   ２ 教育の支援 

   ３ 生活の安定に資するための支援 

   ４ 経済的支援 
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３ 子どもの貧困に関する指標・目標 

 

（１）子どもの貧困に関する指標 

 大綱では子どもの貧困対策を総合的に推進するに当たり、関係施策の実施状況

や対策の効果等を検証・評価するために、子どもの貧困に関する指標を設定して

います。 

 従って、計画においても、本県の子どもの貧困の状況を把握し、計画の実効性

を担保するために、子どもの貧困に関する指標を設定することとします。 

 指標の具体的な項目は、大綱で示された３９項目のうち、都道府県毎の数値が

把握できる項目及び独自に設定した次の２４項目とします。 

  

【子どもの貧困に関する指標】 

№ 項  目 全 国 宮崎県 備  考 
１ 生活保護世帯に属する子どもの 

高等学校等進学率 
93.8％ 87.4％ 国:令和 4 年 4 月 1

日現在 
 
県:令和 5 年 4 月 1

日現在 

２ 生活保護世帯に属する子どもの 
高等学校等中退率 

3.3％ 6.2％ 

３ 生活保護世帯に属する子どもの 
大学等進学率 

42.4％ 40.5％ 

４ 児童養護施設の子どもの進学率 
（中学校卒業後） 

97.8％ 100.0％  
令和 4 年 5 月 1 日

現在 ５ 児童養護施設の子どもの進学率 
（高等学校卒業後） 

38.5％ 51.7％ 

６ ひとり親家庭の子どもの就園率 
（保育所・幼稚園等） 

79.8％ 87.9％ 国:令和 3 年度現在 
県:令和 4 年度現在 

７ 全世帯の子どもの高等学校等進学
率 

99.1％ 98.9％ 国・県:令和 4 年 3 
月卒業者 

８ 全世帯の子どもの高等学校中退率 
 

1.2％ 1.4％  
令和 3 年度 
（国公私立学校） ９ 全世帯の子どもの高等学校中退者

数 
38,928 人 423 人 

10 スクールソーシャルワーカーによ
る対応実績のある学校の割合（小学
校） 

75.9％ 65.8％  
令和 4 年度 
（公立学校） 

 

 

11 スクールソーシャルワーカーによ
る対応実績のある学校の割合（中学
校） 

78.5％ 77.2％ 

12 スクールカウンセラーの配置率 
（小学校） 

89.9％ 要請に応じてすべ

ての小学校に対応 
(対応実績 58.8％) 

 

令和 3 年度 

（公立学校） 
13 スクールカウンセラーの配置率 

（中学校） 
93.6％ 配置校 83 校のほ

か、要請に応じて

すべての中学校に

対 応 （ 対 応 実 績

73.4％） 
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№ 項  目 全 国 宮崎県 備 考 

14 就学援助制度に関する周知状況 
（入学時及び毎年度の進級時に学校で就学援助

制度の書類を配付している市町村の割合） 

82.3％ 96.2％  
令和 4 年度 

 

15 新入学児童生徒学用品費等の入学
前支給の実施状況（小学校） 

84.9％ 76.9％ 

 
 
令和 4 年度 

 16 新入学児童生徒学用品費等の入学
前支給の実施状況（中学校） 

86.2％ 76.9％ 

17 高等教育の修学支援新制度の利用
者数（大学） 

80,156 人 723 人 

 
 
令和 3 年度新給付

奨学生新規採用者

数（親権者の所在

地） 
 

 

 

18 高等教育の修学支援新制度の利用
者数（短期大学） 

 
9,830 人 

 

 
147 人 

 19 高等教育の修学支援新制度の利用
者数（高等専門学校） 

20 高等教育の修学支援新制度の利用
者数（専門学校） 

38,077 人 440 人 

 

21 ひとり親家庭の親の就業率 
（母子世帯） 

82.0％ 86.0％ 

 
 
 
令和 2 年調査 
 

 

 

 

 

22 ひとり親家庭の親の就業率 
（父子世帯） 

88.5％ 89.6％ 

 

23 ひとり親家庭の親の正規の職員・ 
従業員の割合 （母子世帯） 

39.8％ 46.8％ 

 

24 ひとり親家庭の親の正規の職員・ 
従業員の割合 （父子世帯） 

64.7％ 64.5％ 

 ※指標の出典について 

    指標１～３：国は厚生労働省社会・援護局保護課調べ、県は県福祉保健課調べ。    

   指標４、５：国は厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ、県は県こども家庭課調べ。 

   指標６：国は全国ひとり親世帯等調査、県はひとり親世帯生活実態調査。 

  指標７：文部科学省「学校基本調査」を基に算出。 

  指標８、９：児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査。 

  指標１０～１３：国は文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ、県は県教育委員会人          

権同和教育課調べ。 

  指標１４～１６：国は文部科学省初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム調べ、県          

は文部科学省「就学援助実施状況調査」。 

  指標１７～２０：独立行政法人日本学生支援機構調べ 

  指標２１～２４：国勢調査。 
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（２）計画において目指す目標 

  本県の子どもの貧困対策において、特に重要な項目について数値目標を設定し、

達成に向けた取組を行います。 

 

①  生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率・中退率（目標１・２） 

 

  本県の生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率は、改善傾向にあるものの一

般世帯と比較して７．６ポイント低い状況であること、また、最終学歴が中学校

卒業の場合、高等学校卒業又は大学以上卒業の場合と比較して将来の貧困リスク

が高くなることから、数値目標を設定します。 

 

 

② 公立小・中学校でスクールソーシャルワーカーが子どもの貧困対策に関する研

修を実施した割合（目標３） 

 

 子どもが抱える様々な問題の解決を図るため、県内の小中学校において、スク

ールソーシャルワーカー制度の周知や研修が重要であることから、数値目標を設

定します。 

 

 

③ 市町村の子どもの貧困対策推進計画策定率（目標４） 

 

 子どもの貧困対策を推進するためには、それぞれの地域において支援を必要と

する子どものニーズを最も的確に把握しうる市町村の役割が重要であり、また、

改正法においても市町村による計画策定が努力義務とされたことから、数値目標

を設定します。 

 

 

【子どもの貧困に関する数値目標】 

 指  標 目標値 
(令和 6 年度) 

現状値 
(令和 4 年度) 

１ 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 
 

  ９４．０％   ８７．４％ 
 

２ 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 
 

   ４．０％     ６．２％ 
 

３ 公立小・中学校でスクールソーシャルワーカーが
子どもの貧困対策に関する研修を実施した割合 

    １００％    ４１，４％ 
 

４ 市町村の子どもの貧困対策推進計画策定率     １００％ 
(２６市町村) 

  ９６．２％  
(２５市町村) 

※ 「４ 市町村の子どもの貧困対策推進率」について、未制定の自治体においては、令和 

４年度に子ども・子育て支援事業計画の中間見直しの際、子どもの貧困対策についても策

定する予定であったが、計画期間が満了する令和６年度に改定作業を行い、令和７年度か

ら一体的に施行する予定であり、これにより全ての市町村において策定されることとな

る。   
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第４章 指標の改善に向けた取組 

 施策の体系図 

 ＜基本理念＞  ＜基本方針＞            ＜対策の４つの柱＞          
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＜施策＞ ＜具体的な取組＞

① 自立支援(１）保護者に対する生活支援
② 保育等の確保
③ 心身の健康確保

① 就労支援(２）保護者に対する就労支援
② 学び直しの支援

① 学校教育による学力保障(１ 「学校」をプラットフォームとし） た
② 学校を窓口とした福祉関係機関等総合的な子どもの貧困対策の展開

との連携
③ 地域による学習支援
④ 高等学校等における就学継続のた

めの支援
① 質の高い幼児教育及び保育の提供(２）幼児教育・保育の質の向上
② 幼児教育・保育の量の確保と質の

向上の推進

① 小学校就学前段階の就学支援の充実(３）就学支援の充実
② 義務教育段階の就学支援の充実
③ 「高校生等奨学給付金（奨学のた

めの給付金）制度」などによる
経済的負担の軽減

④ 特別支援教育に関する支援の充実
① 高等教育の修学支援新制度などに(４）大学等進学に対する教育機会の提供

よる経済的支援
② 県立大学生・専門学校生等に対す

る経済的支援
① 子どもの学習・生活支援(５）生活困窮世帯等への学習支援
① 子どもの食事・栄養状態の確保(６）その他の教育支援
② 多様な体験活動の機会の提供
③ 支援制度の周知

① 関係団体が連携したネットワーク(１）関係機関が連携した包括的な支援
の構築体制の整備

② 支援を行う人材の育成・確保
① 児童養護施設等の退所児童等の支援(２）子どもに対する生活支援
② 子ども宅食などのフードバンクに

関する支援
③ 子ども食堂などの居場所づくりに

関する支援
④ 子どもの健康づくりに関する支援

① 児童養護施設等の退所児童等に対(３）子どもに対する就労支援
する就労支援

② 就労困難な子どもや高校中退者等
への就労支援

③ 定時制高校に通学する子どもの就
労支援

① 児童福祉施設の体制強化、里親の(４）支援体制の充実強化
新規開拓の推進

② 児童相談所の相談機能強化
③ 相談職員の資質向上
① 母子保健や児童福祉における切れ(５）その他の生活支援

目のない支援等
② 住宅支援

① 児童扶養手当等の各種手当の支給(１）生活を下支えする手当等
② 母子父子寡婦福祉資金等の貸付
③ ひとり親家庭の医療費の助成
④ 生活保護制度における経済的支援
⑤ 養育費の確保
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第４章 指標の改善に向けた取組 

１ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

 

取組の方向性 

┌────────────────────────────────────┐ 

│ 貧困の状況にある世帯の生活を安定させるとともに、親が働く姿を子どもが見│ 

│て育つことで、子どもに労働に対する意識を醸成し、貧困の連鎖を防止するため│ 

│ に、生活保護受給者に対する就労支援や生活困窮者の自立に向けた包括的な支援、│

│ひとり親家庭の親の就業相談などの支援、離職者等に対する職業訓練に取り組み│ 

│ます。                                                                  │ 

│ また、ひとり親家庭の親の学び直しの支援やハローワークと連携した就労機会│ 

│の確保に取り組みます。                                                  │ 

└────────────────────────────────────┘ 

 

本県の取組 

 

(１)  保護者に対する生活支援 

 

① 自立支援 

○ 生活保護受給者に対し、福祉事務所のケースワーカーが自立に向けた課題を

整理し、他の法律又は制度による保障、援助の活用など適切な助言や指導を行

い、自立に向けた支援を行います。（福祉保健部） 

 

○ 生活困窮者自立支援法に基づき、複合的な課題を抱える生活困窮者世帯に対

し、保護者の自立に向けた相談や家計管理の支援など、それぞれの課題に応じ

たきめ細やかな支援を関係機関と連携して包括的に行います。（福祉保健部） 

   

○ 生活費や子どもの進学・教育、就労等様々な悩みを有するひとり親家庭が、

気軽に相談を行うことができるよう、母子・父子自立支援員を福祉事務所等に

配置するとともに、母子・父子福祉団体等との連携により、各種相談や情報提

供に積極的に取り組みます。（福祉保健部） 

   

② 保育等の確保 

○ 国の「新子育て安心プラン」を活用した幼児教育・保育施設の整備について、

国庫補助制度等の情報提供に努めるなど、市町村における幼児教育・保育サー

ビスの確保を促進します。（福祉保健部） 

   

○ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、

放課後や週末等に児童が安心して生活できる居場所として「放課後児童クラ

ブ」を整備するとともに、次代を担う児童の健全な育成を支援します。（福祉

保健部） 

   

○ 一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となったひとり親家庭へ家庭生

活支援員を派遣して児童の世話等を行うとともに、育児や子どもの世話などに

悩みをもつひとり親家庭を対象にした生活支援講習会等を実施することによ
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り、ひとり親家庭の生活を支援します。（福祉保健部） 

   

○ 放課後等の子どもの安全安心な活動場所として市町村が開設する「放課後子

供教室」を支援するとともに、学校や公民館等を活用し、地域住民の協力を得

ながら、様々な交流活動や体験活動を支援します。（教育委員会） 

   

○ 国の「新・放課後こども総合プラン」に基づき、市町村における放課後児童

クラブ及び放課後子供教室について、両者を一体的に又は連携して実施できる

ような放課後対策の総合的なあり方について検討します。（福祉保健部、教育

委員会） 

 

③ 心身の健康確保 

○ 生活保護受給者の健康の保持及び増進のため、福祉事務所等において受給者

の健康確保に関する助言を行い、必要に応じて健康診断結果に基づく保健指導

を行うなど、健康面・生活面に着目した支援を行います。（福祉保健部） 

   

○ 市町村による生後４か月までの乳児がいる家庭の全戸訪問や、養育支援が特

に必要な家庭に対する専門的指導等の取組を推進し、子育てに関する不安や生

活上の問題などの悩みを抱える家庭の相談支援体制の充実を図ります。（福祉

保健部） 

   

○ 市町村や母子・父子福祉団体等と連携し、ひとり親家庭の親がお互いに悩み

を打ち明けたり、相談し支えあう場の提供を行います。（福祉保健部） 

   

○ 妊娠や子育てに悩みを抱える妊婦や家庭に対する相談体制の拡充に努めると

ともに、出産後の養育が困難な妊婦等に対しては、里親、養子縁組及び母子生

活支援施設の制度の周知等の支援を行います。（福祉保健部） 

 

   

(２)  保護者に対する就労支援 

 

① 就労支援 

○ 就労が可能な生活保護受給者に対し、福祉事務所のケースワーカーや就労支

援員がハローワークへの同行訪問を行ったり、履歴書の書き方等をサポートす

るなどの支援を行います。（福祉保健部） 

   

○ 積極的な就労活動を行う生活保護受給者に対し、就労活動促進費を支給する

とともに、安定した職業に就いて保護を脱却した場合は就労自立給付金を支給

することにより、生活保護受給者の就労を支援します。（福祉保健部） 

   

○ 生活が厳しい状況にあるひとり親家庭が、より良い就業により安定した生活

が送れるよう、就業相談や情報提供、高等職業訓練促進給付金等の活用による

職業能力開発のための教育訓練等の受講促進に取り組み、就業に結びつく可能

性の高い資格や技能の習得の支援に努めます。 

また、就職に際し必要な資金の貸付け等を実施します。（福祉保健部）   
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○ ひとり親家庭の親を対象に、母子家庭等就業・自立支援センター等において

個々に応じた自立支援プログラムを策定し、ハローワークと連携しながらきめ

細やかで継続的な自立支援を実施します。（福祉保健部） 

 

○ 離職者や転職者等が就職に必要な技能や知識を習得できるよう民間の教育訓

練機関に委託して職業訓練を実施します。（商工観光労働部） 

   

○ ひとり親家庭のうち、雇用保険を受給できず、職業訓練期間中の生活支援が

必要な方に対し、訓練手当を支給します。（商工観光労働部） 

   

② 学び直しの支援 

○ 高等学校を卒業していないひとり親家庭の親が、高等学校卒業程度認定試験

に合格できるよう、民間事業者などが実施する講座の受講費用を補助すること

により、ひとり親家庭の親の学び直しの支援を行います。 

また、ひとり親家庭の親が高等学校に修学する際に必要な資金の貸付けを実

施します。（福祉保健部） 
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２ 教育の支援 

 

取組の方向性 

┌────────────────────────────────────┐ 

│ 貧困の世代間の連鎖を解消するため、「学校」を子どもの貧困対策のプラット│ 

│フォームと位置付け、学校教育による学力保障、学校を窓口とした福祉関係機関│ 

│との連携、地域全体で家庭教育を支える支援体制の整備、地域による学習支援な│ 

│どを通じて、総合的に対策を推進します。                                  │ 

│ また、教育の機会均等を保障するため、教育に係る経済的負担の軽減を図りま｜ 

｜す。                                  ｜ 

└────────────────────────────────────┘ 

 

本県の取組 

 

(１)  「学校」をプラットフォームとした総合的な子どもの貧困対策の展開 

 

① 学校教育による学力保障 

○ 全ての児童生徒に対して、たくましく生き抜く力の素地を培うため、教育格

差解消など学校が抱える課題に対応するために国が職員の定数を超えて特に

配置している加配の教職員を活用し、学習課題や習熟の程度に応じた学習指導

の工夫・改善を図ります。（教育委員会） 

   

② 学校を窓口とした福祉関係機関等との連携 

○ 学校や子どもが抱える貧困を含めた様々な課題の解決に向けて、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家の力を活用した各学校

における相談体制の充実を図ります。（教育委員会） 

    

○ 学校から市町村要保護児童対策地域協議会に報告のあった養育に支援が必要

な児童等について、児童相談所や市町村福祉部門、関係機関等が適切に役割分

担し、連携して児童及び家庭の支援に取り組みます。（福祉保健部） 

   

○ 地域において活動する社会教育関係団体や企業・ＮＰＯ法人・市民団体等と

の連携により、「みやざき家庭教育サポートプログラム」を活用した講座を実

施するなど、家庭教育に関する学習機会の充実を図ります。（教育委員会） 

※「みやざき家庭教育サポートプログラム」とは、子育ての悩みや家庭を取り巻く

社会問題等を参加者同士がワークショップや話合いを通して、今まで気付かなか

ったことに気付いたり、大切なことを再認識したりすることができる参加体験型

学習プログラムのこと。 

 

③ 地域による学習支援 

○ 地域全体で子どもの一日を通した教育活動を支えるため、地域住民等のボラ

ンティアによる学習支援活動を推進するとともに、放課後や土日等の休日にお

いて、小学校の余裕教室等を活用した居場所づくりなどの体制づくりに努めま

す。（教育委員会） 
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○ 学校評議員からの提言や意見を学校運営に反映する学校評議員制度や、実態

に応じて、保護者や地域住民が学校運営に参画するコミュニティ・スクールの

充実を図るなど、地域とともにある、社会に開かれた学校づくりを推進します。

（教育委員会） 

     

④ 高等学校等における就学継続のための支援 

○ 高等学校等における中途退学の防止のため、中学校等と高等学校等の連携を

推進し、入学した生徒の学習環境等を的確に把握し、高校生として必要な資質

・能力を着実に身に付けさせる支援を行うとともに、それを生かして一人ひと

りに応じた進路指導を推進します。（総合政策部、教育委員会） 

   

○ 各学校における相談体制を充実させるとともに、生徒一人ひとりの生活環境

を把握し、環境によって学習や学力の差が生じることのないよう、個別の学習

支援や基礎学力の定着に取り組みます。（教育委員会） 

     

○ 高等学校等中退者が高等学校等に再入学して学び直す場合、卒業するまで（最

長２年間）授業料に係る支援を受けることができるよう、高等学校等就学支援

金相当額を支給します。（総合政策部、教育委員会） 

   

○ 小・中・高等学校及び特別支援学校において、「宮崎キャリア教育実践資料

集」の活用など、キャリア教育の視点で校種間をつなぐ取組を推進し、学びの

系統性を高めます。各学校で取り組むキャリア教育では、社会的・職業的自立

に必要な基盤となる能力の育成に取り組みます。（教育委員会） 

     

 

(２)  幼児教育・保育の質の向上 

 

① 質の高い幼児教育及び保育の提供 

○ 保育士の資質向上などの質の改善に積極的に取り組む幼児教育・保育施設に

対し、各種加算制度を運用することにより、幼児教育・保育の質の向上に努め

ます。（福祉保健部） 

   

○ 子育て世帯の経済的負担の軽減や、幼児期の教育の重要性の観点から質の高

い幼児教育・保育の機会を確保するため、幼児教育・保育の無償化を円滑に実

施します。（福祉保健部） 

 

② 幼児教育・保育の量の確保と質の向上の推進 

○ 幼児教育・保育に携わる教職員に対する研修内容の充実を図り、資質と専門

性の向上に努めるとともに、幼児教育・保育施設と小学校との連携・接続を推

進します。（福祉保健部） 

   

○ 認定こども園の普及に伴う保育教諭の確保のため、特例制度を活用し、幼稚

園教諭免許状及び保育士資格の併有を促進するとともに、保育士養成施設の修

学資金等の貸付や、現在就労していない保育士の職場復帰に対する支援等を通

じて必要な人材の確保に努めます。（福祉保健部） 
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(３)  就学支援の充実 

 

① 小学校就学前段階の就学支援の充実 

○ 生活保護世帯等の子どもが認定こども園、幼稚園、保育所等を利用する際に、

施設に対して保護者が支払うべき給食費、文房具その他の教育・保育に必要な

物品の購入に要する費用等の一部を補助することにより、すべての子どもの健

やかな成長を支援します。（福祉保健部） 

 

② 義務教育段階の就学支援の充実 

○ 市町村が実施する就学援助事業のより一層の充実を図るため、全国や県内の

就学援助の取組、国の要保護児童生徒援助補助金の活用状況などの情報提供に

努めます。（教育委員会） 

   

③ 「高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）制度」などによる経済的負担の

軽減 

○ 向学心に富み、優れた素質を有しながら、経済的理由により高等学校、高等

専門学校等の修学が困難な者に対して奨学金を貸与するとともに、経済的支援

の必要な高校生等に対して授業料以外の教材費等に充てるための給付金を支

給することにより、教育にかかる経済的負担の軽減を図り、教育の機会均等に

努めます。（総合政策部、教育委員会） 

   

○ 全ての児童・生徒が、安心して教育を受けられるよう、各種手当や就学支援

金を支給することにより高等学校等における保護者等の経済的負担の軽減を

図ります。（総合政策部、教育委員会） 

   

④ 特別支援教育に関する支援の充実 

○ 特別支援教育について、特別支援教育就学奨励費等を通じて、障がいのある

児童生徒等への支援の充実を図ります。（教育委員会) 

   

○ 乳幼児からの早期支援体制づくり、関係機関が相互の連携を強化するための

「相談支援ファイル」や個別の教育支援計画等の活用により、家庭環境等に左

右されず一貫した指導・支援を実現する相談・支援体制の整備・充実を図りま

す。（教育委員会) 

   

   

(４)  大学等進学に対する教育機会の提供 

 

① 高等教育の修学支援新制度などによる経済的支援 

○ 意欲と能力のある学生等が経済的状況にかかわらず大学等への進学の機会を

得られるよう奨学金制度や各種資金の貸付、授業料減免による経済的支援を行

います。（総合政策部、福祉保健部、農政水産部、教育委員会） 

     

② 県立大学生・専門学校生等に対する経済的支援 

○ 意欲と能力のある学生が経済的理由により修学を断念することなく安心して

学べるよう、引き続き県立大学生や専門学校生等へ授業料減免などの支援を行
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います。（総合政策部、福祉保健部、農政水産部） 

   

   

(５)  生活困窮世帯等への学習支援 

 

① 子どもの学習・生活支援 

○ 生活保護世帯の子どもに対し、福祉事務所等のケースワーカーの訪問調査等

により子どもの就学状況を適切に把握し、スクールソーシャルワーカーや学校

等の関係団体と連携して適切な指導援助を行います。（福祉保健部、教育委員

会） 

 

○ 生活困窮世帯やひとり親世帯の子どもに対し、居場所づくりを含む生活支援

や学習支援について、市町村の社会福祉協議会や民間団体等と連携した取組を

行います。（福祉保健部） 

 

○ 放課後等の子どもの安全安心な活動場所として市町村が開設する「放課後子

供教室」を支援するとともに、学校や公民館等を活用し、地域住民の協力を得

ながら、様々な交流活動や体験活動を支援します。（教育委員会）【再掲】 

   

○ 国の「新・放課後こども総合プラン」に基づき、市町村における放課後児童

クラブ及び放課後子供教室について、両者を一体的に又は連携して実施できる

ような放課後対策の総合的なあり方について検討します。（福祉保健部、教育

委員会）【再掲】 

   

   

(６)  その他の教育支援 

 

① 子どもの食事・栄養状態の確保 

○ 学校給食の更なる充実に努めるとともに、児童生徒の健やかな成長や健康増

進の基盤となる望ましい食習慣の定着を図るため、学校や地域における食に関

する指導を推進します。（教育委員会） 

   

② 多様な体験活動の機会の提供 

○ 青少年自然の家を活用し、地域や学校、青少年育成団体等と連携・協力しな

がら、多様な青少年活動の機会の拡充に努めます。（福祉保健部） 

   

③ 支援制度の周知 

○ 「桜さく成長応援ガイド」などにより、経済的に進学の夢をあきらめること

のないよう、支援制度の周知を図ります。（福祉保健部） 
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３ 生活の安定に資するための支援 

 

取組の方向性 

┌────────────────────────────────────┐ 

│ 子どもの貧困の要因は様々で、そこから生じている課題も多岐にわたり、それ│ 

│らが複雑に絡み合っている場合も多いことから、福祉事務所をはじめとする福祉│ 

│関係機関のほか、教育、民間団体等も含めた地域における多様な関係機関が連携│ 

│・協力して、生活面の課題の解決に向けた支援を行います。                  │ 

│ また、貧困の状況にある子どもが地域において孤立することを防ぐために、対│ 

│人関係の築き方や社会参加の機会に配慮して、子どもの生活面の支援を行います│ 

└────────────────────────────────────┘ 

 

本県の取組 

 

(１)  関係機関が連携した包括的な支援体制の整備 

 

① 関係団体が連携したネットワークの構築 

○ 地域の実情に応じた子どもの貧困対策に関する情報共有や相談・支援体制の

充実を図るため、福祉、教育、民間団体等のネットワークの構築を図ります。

（福祉保健部） 

 

② 支援を行う人材の育成・確保 

○ それぞれの地域における課題に対応するため、子どもの貧困対策支援に携わ

る人材の育成や民間団体等への支援を行います。（福祉保健部） 

   

○ 社会生活を円滑に営む上で困難を有する子どもやひきこもりで悩んでいる本

人及びその家族等を支援するため、「子ども・若者総合相談センター」や「ひ

きこもり地域支援センター」等において相談支援を行い、必要に応じて、適切

な支援機関と連携を図ります。（福祉保健部） 

   

   

(２)  子どもに対する生活支援 

 

① 児童養護施設等の退所児童等の支援 

○ 社会的養護により育った子どもが、自立した社会人として生活ができるよう、

施設等の退所までに自立生活能力を高めることができるよう指導するととも

に、退所後の自立支援体制の充実に努めます。（福祉保健部） 

     

② 子ども宅食などのフードバンクに関する支援 

○ 県内で活動する民間団体等や地域において支援が必要な世帯に対するアウト

リーチ型の取組を支援します。（福祉保健部） 

   

○ フードバンク等に食品を寄贈する取組であるフードドライブの普及に努めま

す。（環境森林部） 
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③ 子ども食堂などの居場所づくりに関する支援 

○ 「子ども食堂」など、子どもや高齢者など、住民が世代を超えて交流できる

場を確保し、地域全体で子どもを見守り支える取組を支援します。（福祉保健

部） 

   

○ 国の「新子育て安心プラン」を活用した幼児教育・保育施設の整備について、

国庫補助制度等の情報提供に努めるなど、市町村における幼児教育・保育サー

ビスの確保を促進します。（福祉保健部）【再掲】 

   

○ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、

放課後や週末等に児童が安心して生活できる居場所として「放課後児童クラ

ブ」を整備するとともに、次代を担う児童の健全な育成を支援します。（福祉

保健部）【再掲】 

   

○ 放課後等の子どもの安全安心な活動場所として市町村が開設する「放課後子

供教室」を支援するとともに、学校や公民館等を活用し、地域住民の協力を得

ながら、様々な交流活動や体験活動を支援します。（教育委員会）【再掲】 

   

○ 国の「新・放課後こども総合プラン」に基づき、市町村における放課後児童

クラブ及び放課後子供教室について、両者を一体的に又は連携して実施できる

ような放課後対策の総合的なあり方について検討します。（福祉保健部、教育

委員会）【再掲】 

   

④ 子どもの健康づくりに関する支援 

○ 子どもが生涯にわたる健康を維持するために、保育所や学校等の給食施設に

対する給食・栄養管理指導業務を継続的に実施するとともに、将来にわたって

の健やかな心身づくりに向けた適切な生活習慣を身につけられるよう、保育所

や学校等、関係団体、地域が一体となって健康づくりに関する取組を推進しま

す。（福祉保健部） 

 

○ すべての子どもたちの生涯にわたる歯と口の健康づくりを推進するために、

保育所・幼稚園・認定こども園、小・中学校等の児童生徒に対するフッ化物を

応用したむし歯予防対策を推進します。（福祉保健部） 

 

○ 次代を担う子どもたちを感染症の合併症や後遺症から守り、将来にわたって 

の健やかな成長に寄与するため、医療機関や県内自治体と協働し、予防接種を

受けやすい環境づくりや情報提供等を実施します。（福祉保健部）   

 

   

(３)  子どもに対する就労支援 

 

① 児童養護施設等の退所児童等に対する就労支援 

○ 社会的養護により育った子どもが、自立した社会人として生活ができるよう、

施設等の退所までに自立生活能力を高めることができるよう指導するととも

に、退所後の自立支援体制の充実に努めます。（福祉保健部）【再掲】 
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  ○ 就労を希望する生活保護世帯の子どもに対し、福祉事務所のケースワーカー

が学校や関係機関と連携し、就労に向けて適切な助言・指導を行います。（福祉

保健部） 

 

② 就労困難な子どもや高校中退者等への就労支援 

○ 若者等の就職を支援するため、「ヤングＪＯＢサポートみやざき」において、

キャリアカウンセリングやキャリアアップ支援、就職活動支援セミナー等を実

施します。（商工観光労働部） 

   

○ 長期間職業に就けず悩んでいる若者等の就職を支援するため、「みやざき若

者サポートステーション」において、臨床心理士等による心理カウンセリング

やジョブトレーニング等のキャリア開発プログラム等を実施します。（商工観

光労働部） 

   

○ 高校中退者や離転職者等に対し、県立産業技術専門校高鍋校において、木造

建築等に関する基礎的技能を習得するための職業訓練を実施します。（商工観

光労働部） 

   

③ 定時制高校に通学する子どもの就労支援 

○ 自立した社会生活が送れるよう、生徒や教職員が、企業について理解する取

組や生徒と企業のマッチングを推進するなど、就職指導の充実に取り組みま

す。（教育委員会） 

     

     

(４)  支援体制の充実強化 

 

① 児童福祉施設の体制強化、里親の新規開拓の推進 

○ 虐待を受けた子どもの精神的回復や安定した人格形成を促していくため、各

施設への専門的な職員の配置を推進し、専門的ケア体制の充実を図るととも

に、研修や支援体制の強化に取り組むことにより社会的養護の担い手となる人

材の育成を推進します。（福祉保健部） 

   

○ 社会的養護が必要な児童について、より家庭的な環境の下で愛着形成を図る

ことができる里親等への委託を推進するため、講演会や市町村単位での里親制

度説明会の開催等により里親の新規開拓を推進します。（福祉保健部） 

   

② 児童相談所の相談機能強化 

○ 児童相談所の体制の強化を図るため、専門職員の適切な配置に努めるととも

に、対応が難しく高い専門性が求められる事例への対応や、保護者への指導及

び支援等が適切に行われるよう、職員の研修の充実を図ります。（福祉保健部） 

   

③ 相談職員の資質向上 

○ ひとり親家庭の相談支援を行う母子・父子自立支援員や生活保護世帯の支援

を行うケースワーカー、就労支援員の資質の向上を図るため、それらの職員の

研修に積極的に取り組みます。（福祉保健部） 
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○ 地域の見守りや相談支援を行う民生委員・児童委員の確保及び資質の向上を

図るため、幅広い分野から人材が得られるよう努めるとともに、民生委員・児

童委員を対象とした各種研修に積極的に取り組みます。（福祉保健部） 

 

   

(５)  その他の生活支援 

 

① 母子保健や児童福祉における切れ目のない支援等 

○ 思春期から更年期に至るまでの生涯を通じた女性の健康上の問題や精神的な

悩みを解決するため、専門相談や健康教育の充実を図ります。 

また、市町村における妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援体

制整備を推進します。（福祉保健部） 

     

② 住宅支援 

○ 公営住宅において、抽選倍率の優遇による優先入居や期限付入居等を活用し

て、住宅に困窮する子育て世帯の居住の安定を図ります。（県土整備部） 

 

○ 母子父子寡婦福祉資金貸付金等のメニューである住宅資金（住宅の建設等に

必要な資金）や転宅資金（住居の移転に必要な資金）の貸付けを通じて、ひと

り親家庭の住宅支援を行います。 

また、母子父子自立支援プログラムに沿って就労活動に取り組むひとり親を

対象に、住宅家賃の貸付けを実施します。（福祉保健部） 
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４ 経済的支援 

 

取組の方向性 

┌────────────────────────────────────┐ 

│ 貧困の状況にある家庭の生活を下支えするために、法律に基づき、生活保護費│ 

│の支給や児童扶養手当などの各種手当の支給のほか、必要な資金の貸付等の経済│ 

│的支援を行います。                                                      │ 

└────────────────────────────────────┘ 

 

本県の取組 

 

(１) 生活を下支えする手当等 

 

① 児童扶養手当等の各種手当の支給 

○ ひとり親世帯の生活の安定と自立を促進するために、父母の離婚、父母の死

亡などによって、父又は母と生計を同じくしていない児童（ひとり親世帯の子

ども）について、所得に応じた児童扶養手当を支給します。（福祉保健部） 

 

 ○ 両親のいずれかを陸上の交通事故で亡くした児童・生徒に対し、新入学祝金

や卒業祝金の支給、激励品の配付による支援を行います。（総合政策部） 

 

○ 重度の障がいを有するため、日常生活において常時の介護を必要とする状態

にある在宅の２０歳未満の方の福祉の向上を図ることを目的として障害児福

祉手当を支給します。（福祉保健部） 

 

 ○ 中程度以上の障がいにある等、法令で定められた支給要件を満たす２０歳未

満の障がい児を監護する父若しくは母又は養育者に、障がいの程度に応じた特

別児童扶養手当を支給します。（福祉保健部） 

     

○ ０歳から中学校卒業まで(１５歳の誕生日後の最初の３月３１日まで）の児

童を養育している方に児童の年齢等に応じて市町村が支給する児童手当に要

する費用の一部を県が負担します。（福祉保健部） 

     

○ 生活保護世帯等の子どもが認定こども園、幼稚園、保育所等を利用する際に、

施設に対して保護者が支払うべき給食費、文房具その他の教育・保育に必要な

物品の購入に要する費用等の一部を補助することにより、すべての子どもの健

やかな成長を支援します。（福祉保健部）【再掲】 

     

② 母子父子寡婦福祉資金等の貸付 

○ ひとり親家庭の経済的な自立や負担の軽減を図るため、各種貸付金制度等の

広報を行い、利用を促進します。（福祉保健部） 

   

○ 必要な資金を他から借り受けることが困難な低所得者世帯の生活を経済的に

支えるため、世帯の状況と必要に応じて、就職に必要な知識・技術等の習得や

高校、大学等に就学するための費用等の貸付けを行います。（福祉保健部） 
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  ③ ひとり親家庭の医療費の助成 

○ ひとり親家庭の経済的負担を軽減し、生活の安定と福祉の向上を図るため、

ひとり親家庭の医療費の一部を助成します。（福祉保健部） 

 

④ 生活保護制度における経済的支援 

○ 生活保護における教育扶助の学校長への直接払いの仕組みを活用し、生活保

護の目的とする費用に直接充てられるよう適切に実施します。（福祉保健部）     

   

○ 生活保護世帯の子どもが、高等学校等に進学する際は、入学料、入学考査料

等を支給するとともに、高校生の就労収入のうち、本人の高校卒業後の大学等

の進学費用にかかる経費に充てられる場合は、収入として認定しない取扱いを

適切に運用します。（福祉保健部） 

   

○ 生活保護世帯の子どもの大学等への進学に当たり、必要となる費用に充てる

ための進学準備給付金を支給します。（福祉保健部） 

 

⑤ 養育費の確保 

○ ひとり親家庭を対象に、母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、養育

費の支払が適切に行われるよう弁護士への相談の支援を行います。（福祉保健

部） 
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第５章 実態を踏まえた計画の推進について 

 

１ 計画の推進体制と関係者の役割 

 

（１）計画の推進体制 

子どもの貧困対策を効果的に実施するためには、県や市町村、県民、関係団体

等のさらなる一体的な取組が重要です。 

計画の推進にあたっては、これまで進めてきた県内のネットワークの連携強化

をはじめ、それぞれの地域の実情に応じた取組を進めます。 

 

（２）関係者の役割 

① 県の役割 

県は、子どもの貧困対策が総合的・効果的に実施されるよう、県全体の総合調

整を図りながら、関係者と協働して取組を実施します。 

また、子どもの貧困対策は福祉や教育、労働など幅広い分野において、効果的

に実施する必要があることから、全庁的な連携に努め、各種施策を推進します。 

   

② 市町村の役割 

子どもの貧困対策を推進するためには、支援を必要とする子どものニーズを最

も的確に把握できる市町村の役割が重要です。 

改正法では市町村による計画策定が努力義務とされたことから、市町村では、

それぞれの地域における実態の把握や課題を検討し、各種施策に取り組むことが

求められます。 

 

③ 県民、民間団体の役割 

県民や民間団体では、県や市町村等が実施する各種施策と連携するとともに、

地域の子どもや家庭の状況の変化に気づいた場合は、市町村や児童相談所、福祉 

事務所、学校、民生委員等へ「つなぎ」が求められます。 

また、社会福祉法人などの団体は、市町村や県、その他の民間団体等と連携し

て対策に取り組むことが求められます。 

 

２ 各種支援制度の周知の徹底 

アンケート調査や市町村計画の調査、関係機関との意見交換などにおいて「支援

の情報が必要とする方に届いていない状況がある」との意見があることから、制度

の内容や窓口、手続きの方法を確実に伝えることが重要です。 

今後とも、必要とする方が適切に支援を受けることができるよう、「桜さく成長

応援ガイド」や県ホームページ等により各種支援制度の情報提供に努め、制度の周

知の徹底を図ります。 

   

３ 計画の進捗管理 

計画の進捗状況について検討を行うため、毎年「宮崎県子どもの貧困対策協議会」

において点検・評価を行っています。 
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１ 子どもの貧困対策の推進に関する法律 

 

平成二十五年法律第六十四号 

 子どもの貧困対策の推進に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第七条） 

第二章 基本的施策（第八条―第十四条） 

 

附則 

  第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右さ

れることのないよう、全ての子どもが心身ともに健やかに育成され、及びその教育

の機会均等が保障され、子ども一人一人が夢や希望を持つことができるようにする

ため、子どもの貧困の解消に向けて、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、

子どもの貧困対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、及び子ども

の貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困対策を総合的に推

進することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 子どもの貧困対策は、社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達

の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、子ど

もが心身ともに健やかに育成されることを旨として、推進されなければならない。 

２ 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の安定に資するための

支援、職業生活の安定と向上に資するための就労の支援、経済的支援等の施策を、

子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境にとって左右されることのない社会

を実現することを旨として、子ども等の生活及び取り巻く環境の状況に応じて包括

的かつ早期に講ずることにより、推進されなければならない。 

３ 子どもの貧困対策は、子どもの貧困の背景に様々な社会的な要因があることを踏

まえ、推進されなければならない。 

４ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、

関連分野における総合的な取組として行われなければならない。 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、

子どもの貧困対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力

しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第五条 国民は、国又は地方公共団体が実施する子どもの貧困対策に協力するよう努

めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第六条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置そ

の他の措置を講じなければならない。 

（子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況の公表） 

第七条 政府は、毎年、国会に、子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況
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に関する報告を提出するとともに、これを公表しなければならない。 

２ こども基本法（令和四年法律第七十七号）第八条第一項の規定による国会への報告及

び公表がされたときは、前項の規定による国会への報告及び公表がされたものとみな

す。 

  第二章 基本的施策 

（子どもの貧困対策に関する大綱） 

第八条 政府は、子どもの貧困対策を総合的に推進するため、子どもの貧困対策に関

する大綱（以下「大綱」という。）を定めなければならない。 

２ 大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 子どもの貧困対策に関する基本的な方針 

二 子どもの貧困率、一人親世帯の貧困率、生活保護世帯に属する子どもの高等学

校等進学率、生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率等子どもの貧困に関す

る指標及び当該指標の改善に向けた施策 

三 教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者に対する職業生活の安定

と向上に資するための就労の支援、経済的支援その他の子どもの貧困対策に関す

る事項 

四 子どもの貧困に関する調査及び研究に関する事項 

五 子どもの貧困対策に関する施策の実施状況についての検証及び評価その他の子

どもの貧困対策に関する施策の推進体制に関する事項 

３ こども基本法第九条第一項の規定により定められた同項のこども大綱のうち前項各

号に掲げる事項に係る部分は、第一項の規定により定められた大綱とみなす。 

４ 第二項第二号の「子どもの貧困率」、「一人親世帯の貧困率」、「生活保護世帯

に属する子どもの高等学校等進学率」及び「生活保護世帯に属する子どもの大学等

進学率」の定義は、政令で定める。 

（都道府県計画等） 

第九条 都道府県は、大綱を勘案して、当該都道府県における子どもの貧困対策につ

いての計画（次項及び第三項において「都道府県計画」という。）を定めるよう努

めるものとする。 

２ 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道府県計画）

を勘案して、当該市町村における子どもの貧困対策についての計画（次項において

「市町村計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県計画又は市町村計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（教育の支援） 

第十条 国及び地方公共団体は、教育の機会均等が図られるよう、就学の援助、学資

の援助、学習の支援その他の貧困の状況にある子どもの教育に関する支援のために

必要な施策を講ずるものとする。 

（生活の安定に資するための支援） 

第十一条 国及び地方公共団体は、貧困の状況にある子ども及びその保護者に対する

生活に関する相談、貧困の状況にある子どもに対する社会との交流の機会の提供そ

の他の貧困の状況にある子どもの生活の安定に資するための支援に関し必要な施策

を講ずるものとする。 

（保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援） 

第十二条 国及び地方公共団体は、貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業訓

練の実施及び就職のあっせんその他の貧困の状況にある子どもの保護者の所得の増
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大その他の職業生活の安定と向上に資するための就労の支援に関し必要な施策を講

ずるものとする。 

（経済的支援） 

第十三条 国及び地方公共団体は、各種の手当等の支給、貸付金の貸付けその他の貧

困の状況にある子どもに対する経済的支援のために必要な施策を講ずるものとす

る。 

（調査研究） 

第十四条 国及び地方公共団体は、子どもの貧困対策を適正に策定し、及び実施する

ため、子どもの貧困に関する指標に関する研究その他の子どもの貧困に関する調査

及び研究その他の必要な施策を講ずるものとする。 

    附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

    附 則 （令和元年六月一九日法律第四一号） 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の子どもの

貧困対策の推進に関する法律（以下この項において「新法」という。）の施行の状

況を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

    附 則 （令和四年六月二二日法律第七七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和五年四月一日から施行する。 
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２ こども基本法   
 

令和四年法律第七十七号 

こども基本法 

目次 

 第一章 総則（第一条―第八条） 

 第二章 基本的施策（第九条―第十六条） 

 第三章 こども政策推進会議（第十七条―第二十条） 
 

附則 

  第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次

代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個

人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等

にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることが

できる社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取り組むことができる

よう、こども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及びこども

施策の基本となる事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等に

より、こども施策を総合的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する

施策及びこれと一体的に講ずべき施策をいう。 

 一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの

心身の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支

援 

 二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、

出産、育児等の各段階に応じて行われる支援 

 三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

（基本理念） 

第三条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

 一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されると

ともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

 二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、

愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるこ

とその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成十八

年法律第百二十号）の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

 三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係す

る全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会

が確保されること。 

 四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重さ

れ、その最善の利益が優先して考慮されること。 

 五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第

一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分
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な支援を行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様

の養育環境を確保することにより、こどもが心身ともに健やかに育成されるよう

にすること。 

 六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備する

こと。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、こど

も施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方

公共団体との連携を図りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策

定し、及び実施する責務を有する。 

（事業主の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者の職業生活及び家庭生

活の充実が図られるよう、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。 

（国民の努力） 

第七条 国民は、基本理念にのっとり、こども施策について関心と理解を深めるとと

もに、国又は地方公共団体が実施するこども施策に協力するよう努めるものとする。 

（年次報告） 

第八条 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が講じ

たこども施策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなけれ

ばならない。 

２ 前項の報告は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

 一 少子化社会対策基本法（平成十五年法律第百三十三号）第九条第一項に規定す

る少子化の状況及び少子化に対処するために講じた施策の概況 

 二 子ども・若者育成支援推進法（平成二十一年法律第七十一号）第六条第一項に

規定する我が国における子ども・若者の状況及び政府が講じた子ども・若者育成

支援施策の実施の状況 

 三 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十四号）第七条

第一項に規定する子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況 

  第二章 基本的施策 

（こども施策に関する大綱） 

第九条 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以

下「こども大綱」という。）を定めなければならない。 

２ こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 こども施策に関する基本的な方針 

 二 こども施策に関する重要事項 

 三 前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項 

３ こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

 一 少子化社会対策基本法第七条第一項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対

処するための施策 

 二 子ども・若者育成支援推進法第八条第二項各号に掲げる事項 

 三 子どもの貧困対策の推進に関する法律第八条第二項各号に掲げる事項 

４ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体

的な目標及びその達成の期間を定めるものとする。 



 - 51 -

５ 内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、こど

も大綱を公表しなければならない。 

７ 前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。 

（都道府県こども計画等） 

第十条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策につ

いての計画（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう

努めるものとする。 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大

綱及び都道府県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策について

の計画（以下この条において「市町村こども計画」という。）を定めるよう努める

ものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都

道府県子ども・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規

定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県が作成する計画であってこど

も施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町

村子ども・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第二項に規定す

る市町村計画その他法令の規定により市町村が作成する計画であってこども施策に

関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 

（こども施策に対するこども等の意見の反映） 

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当

たっては、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関

係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

（こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な提供のための体制の整備等） 

第十二条 国は、こども施策に係る支援が、支援を必要とする事由、支援を行う関係

機関、支援の対象となる者の年齢又は居住する地域等にかかわらず、切れ目なく行

われるようにするため、当該支援を総合的かつ一体的に行う体制の整備その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

（関係者相互の有機的な連携の確保等） 

第十三条 国は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、医療、保健、福祉、教

育、療育等に関する業務を行う関係機関相互の有機的な連携の確保に努めなければ

ならない。 

２ 都道府県及び市町村は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、前項に規定

する業務を行う関係機関及び地域においてこどもに関する支援を行う民間団体相互

の有機的な連携の確保に努めなければならない。 

３ 都道府県又は市町村は、前項の有機的な連携の確保に資するため、こども施策に

係る事務の実施に係る協議及び連絡調整を行うための協議会を組織することができ

る。 

４ 前項の協議会は、第二項の関係機関及び民間団体その他の都道府県又は市町村が

必要と認める者をもって構成する。 

第十四条 国は、前条第一項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の適正な

取扱いを確保しつつ、同項の関係機関が行うこどもに関する支援に資する情報の共
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有を促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 都道府県及び市町村は、前条第二項の有機的な連携の確保に資するため、個人情

報の適正な取扱いを確保しつつ、同項の関係機関及び民間団体が行うこどもに関す

る支援に資する情報の共有を促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

（この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容についての周知） 

第十五条 国は、この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容について、広

報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解を得るよう努めるものとする。 

（こども施策の充実及び財政上の措置等） 

第十六条 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その

他のこども施策の一層の充実を図るとともに、その実施に必要な財政上の措置その

他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

  第三章 こども政策推進会議 

（設置及び所掌事務等） 

第十七条 こども家庭庁に、特別の機関として、こども政策推進会議（以下「会議」

という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 こども大綱の案を作成すること。 

 二 前号に掲げるもののほか、こども施策に関する重要事項について審議し、及び

こども施策の実施を推進すること。 

 三 こども施策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

 四 前三号に掲げるもののほか、他の法令の規定により会議に属させられた事務 

３ 会議は、前項の規定によりこども大綱の案を作成するに当たり、こども及びこど

もを養育する者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

（組織等） 

第十八条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第九条第一項に規定する特命担当

大臣であって、同項の規定により命を受けて同法第十一条の三に規定する事務を

掌理するもの 

 二 会長及び前号に掲げる者以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する

者 

（資料提出の要求等） 

第十九条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係

行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に

規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政

令で定める。 

  附 則 抄 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、令和五年四月一日から施行する。 

（検討） 

第二条 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況及びこど

も施策の実施の状況を勘案し、こども施策が基本理念にのっとって実施されている

かどうか等の観点からその実態を把握し及び公正かつ適切に評価する仕組みの整備

その他の基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のために必要な方策につい

て検討を加え、その結果に基づき、法制上の措置その他の必要な措置を講ずるもの

とする。 
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３ こども施策に関する大綱 

 

第１ はじめに 

 

１ こども基本法の施行、こども大綱の策定 

 

令和５年４月１日、こども基本法が施行された。こども基本法は、日本国憲法、児

童の権利に関する条約（以下「こどもの権利条約1」という。）の精神にのっとり、次

代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人

としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にか

かわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる

社会の実現を目指して、社会全体としてこども施策2に取り組むことができるよう、こ

ども施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、こども施策の基本とな

る事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等により、こども施策

を総合的に推進することを目的としている（第１条）。 

こども基本法において「こども」とは「心身の発達の過程にある者をいう。」とさ

れている。これは、18歳や20歳といった年齢で必要なサポートが途切れないよう、こ

どもや若者がそれぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしていけるように支えていく

ことを示したものであり、こどもが、若者となり、おとなとして円滑な社会生活を送

ることができるようになるまでの成長の過程にある者を指している3。 

そして、こども基本法第３条において、こども施策の基本理念として、次の６点が

掲げられている。 

① 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されると

ともに、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

② 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、

愛され保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるこ

とその他の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にの

っとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

③ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係す

る全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機

会が確保されること。 

④ 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重さ

れ、その最善の利益が優先して考慮されること。 

⑤ こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第

一義的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分

な支援を行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様

の養育環境を確保することにより、こどもが心身ともに健やかに育成されるよう

にすること。  

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備する

こと。 

国は、これらの基本理念にのっとり、こども施策を総合的に策定・実施する責務が

あり（第４条）、政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する

大綱（以下「こども大綱」という。）を定めなければならないとされている（第９条

第１項）。 
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こども大綱について、こども基本法では、以下のとおり、規定されている。 

・ こども大綱は、こども施策に関する基本的な方針、こども施策に関する重要事

項、こども施策を推進するために必要な事項について定めるものとする。（第９

条第２項） 

・ こども大綱は、少子化社会対策基本法第７条第１項に規定する総合的かつ長期

的な少子化に対処するための施策、子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各

号に掲げる事項及び子どもの貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に

掲げる事項を含むものでなければならない。（第９条第３項） 

・ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具

体的な目標及びその達成期間を定めるものとする。（第９条第４項） 

・ 都道府県はこども大綱を勘案して都道府県こども計画を定めるよう、また、市

町村はこども大綱及び都道府県こども計画を勘案して市町村こども計画を定め

るよう、努めるものとする。（第10条） 

・ 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その他の

こども施策の一層の充実を図るとともに、その実施に必要な財政上の措置その他

の措置を講ずるよう努めなければならない。（第16条） 

・ こども政策推進会議が、こども大綱の案を作成する。同会議は、こども大綱の

案を作成するに当たり、こども及びこどもを養育する者、学識経験者、地域にお

いてこどもに関する支援を行う民間団体その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずるものとする。（第17条第２項第１号及び同条第３項） 

 

政府は、令和５年４月、内閣総理大臣を会長とするこども政策推進会議を開催し、

こども大綱の案の作成に当たり、内閣総理大臣からこども家庭審議会に対し今後５年

程度を見据えたこども施策の基本的な方針や重要事項等について諮問し、こども家庭

審議会においてこどもや若者、子育て当事者の視点に立って議論を進めることを決定

した。これを踏まえ、内閣総理大臣から諮問を受けたこども家庭審議会が、こどもや

若者、子育て当事者等の意見を聴く取組を実施した上で、同年12月に答申を取りまと

めた。 

政府として、この答申を真摯に受け止め、総合的な見地から検討・調整を図り、こ

ども政策推進会議において案を作成した上で、ここに、こども大綱を策定する4。  

 

２ これまでのこども関連３大綱を踏まえた課題認識 

 

こども大綱は、これまで別々に作成・推進されてきた、少子化社会対策基本法、子

ども・若者育成支援推進法及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく３つの

こどもに関する大綱を一つに束ね、こども施策に関する基本的な方針や重要事項等を

一元的に定めるものである。 

令和２年５月に閣議決定された少子化社会対策大綱については、こども基本法施行

前に内閣府の検討会で取りまとめられた中間評価5において、少子化の背景には、経済

的な不安定さ、出会いの機会の減少、男女の仕事と子育ての両立の難しさ、家事・子

育ての負担が依然として女性に偏っている状況、健康上の理由など、個々人の結婚や

出産、子育ての希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡み合っていることが指摘され

ている。その上で、少子化を「既婚者の問題」、「女性やこどもの問題」とするので

はなく、我が国の経済社会の根幹を揺るがしかねない喫緊の課題であることを社会全

体で認識する必要があるとされている。一方で、少子化対策は、決して国や社会の都



 - 56 -

合で若い世代に特定の価値観を押し付けたり、プレッシャーを与えたりするものであ

ってはならず、「こどもまんなか」の考えの下で、これから生まれてくるこどもや今

を生きているこどもとともに結婚や子育ての当事者となる若い世代を真ん中に据えて

いくことが求められるとされている。 

令和３年４月に子ども・若者育成支援推進本部で決定された子供・若者育成支援推

進大綱では、まず、社会全体の状況としては、こどもの自殺などの生命・安全の危機、

孤独・孤立の顕在化、低いウェルビーイング6、格差拡大への懸念、ＳＤＧｓの推進、

多様性と包摂性ある社会の形成、リアルな体験とＤＸの両面展開、成年年齢の引下げ

等への円滑な対応などが指摘されている。また、こども・若者が過ごす場ごとの状況

として、世帯構造、児童虐待、ひきこもり、家族観の変化といった家庭をめぐる課題

や、生徒指導上の課題の深刻化や教職員の多忙化・不足といった学校をめぐる課題、

つながりの希薄化といった地域社会をめぐる課題、インターネット利用の拡大といっ

た情報通信環境をめぐる課題、ニートなどの就業をめぐる課題が指摘されている。 

令和元年11月に閣議決定された子供の貧困対策の推進に関する大綱については、こ

ども基本法施行前に内閣府の有識者会議で取りまとめられた報告書7において、現場に

は今なお支援を必要とするこどもや家族が多く存在し、その状況は依然として厳しい

こと、特に、教育と福祉の連携促進やこども施策と若者施策の融合等、貧困の状態に

あるこどもや家庭に支援を届ける上での民間団体を含む幅広い主体間の連携体制につ

いて改善を求める声が多く更なる施策の充実が必要であるとされている。また、教育

分野を中心に多くの指標が改善傾向にあるが更なる改善が求められるとされている。  

 

３ こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

～全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社

会～ 

 

「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法

及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立

した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環

境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的8に将

来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社会である。 

 

具体的には、全てのこどもや若者が、保護者や社会に支えられ、生活に必要な知恵

を身に付けながら 

・ 心身ともに健やかに成長できる 

・ 個性や多様性が尊重され、尊厳が重んぜられ、ありのままの自分を受け容れて

大切に感じる（自己肯定感を持つ）ことができ、自分らしく、一人一人が思う幸

福な生活ができる 

・ 様々な遊びや学び、体験等を通じ、生き抜く力を得ることができる 

・ 夢や希望を叶えるために、希望と意欲に応じて、のびのびとチャレンジでき、

将来を切り開くことができる 

・ 固定観念や価値観を押し付けられず、自由で多様な選択ができ、自分の可能性

を広げることができる 

・ 自らの意見を持つための様々な支援を受けることができ、その意見を表明し、

社会に参画できる 

・ 不安や悩みを抱えたり、困ったりしても、周囲のおとなや社会にサポートされ、
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問題を解消したり、乗り越えたりすることができる 

・ 虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、暴力、経済的搾取、性犯罪・性暴力、災

害・事故などから守られ、困難な状況に陥った場合には助けられ、差別されたり、

孤立したり、貧困に陥ったりすることなく、安全に安心して暮らすことができる 

・ 働くこと、また、誰かと家族になること、親になることに、夢や希望を持つこ

とができる 

社会である。 

 

そして、20代、30代を中心とする若い世代が、 

・ 自分らしく社会生活を送ることができ、経済的基盤が確保され、将来に見通し

を持つことができる 

・ 希望するキャリアを諦めることなく、仕事と生活を調和させながら、希望と意

欲に応じて社会で活躍することができる 

・ それぞれの希望に応じ、家族を持ち、こどもを産み育てることや、不安なく、

こどもとの生活を始めることができる 

・ 社会全体から支えられ、自己肯定感を持ちながら幸せな状態で、こどもと向き

合うことができ、子育てに伴う喜びを実感することができる。そうした環境の下

で、こどもが幸せな状態で育つことができる 

社会である。 

 

こうした「こどもまんなか社会」の実現は、こども・若者が、尊厳を重んぜられ、

自分らしく自らの希望に応じてその意欲と能力を活かすことができるようになること

や、こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶うことにつながり、こども

や若者、子育て当事者の幸福追求において非常に重要である。また、その結果として、

少子化・人口減少の流れを大きく変えるとともに、未来を担う人材を社会全体で育み、

社会経済の持続可能性を高めることにつながる。すなわち、こどもや若者、子育て当

事者はもちろん、全ての人にとって、社会的価値が創造され、その幸福が高まること

につながる。 

 

こども大綱の使命は、常にこどもや若者の最善の利益を第一に考え、こども・若者

・子育て支援に関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据え、こどもや若者を権利

の主体として認識し、こどもや若者の視点で、こどもや若者を取り巻くあらゆる環境

を視野に入れ、こどもや若者の権利を保障し、誰一人取り残さず、健やかな成長を社

会全体で後押しすることにより、「こどもまんなか社会」を実現していくことである。

こども大綱は一度取りまとめられたら終わりというものではない。「こどもまんなか

社会」の実現に向け、こどもや若者、子育て当事者等の意見を取り入れながら、次元

の異なる少子化対策の実現に向けたこども未来戦略9の推進とあわせて、こども大綱の

下で進める施策の点検と見直しを図っていく。 

 

第２ こども施策に関する基本的な方針 

 

全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる「こ

どもまんなか社会」の実現に向けて、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条

約の精神にのっとり、以下の６本の柱を政府におけるこども施策の基本的な方針とす

る。 
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①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利

を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、

ともに進めていく 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分

に支援する 

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せ

な状態で成長できるようにする 

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提と

して若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路

（あいろ）の打破に取り組む 

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連

携を重視する 

 

（１）こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権

利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

 

こども・若者は、未来を担う存在であるとともに、今を生きている存在であり、保

護者や社会の支えを受けながら、自立した個人として自己を確立していく、意見表明

・参画と自己選択・自己決定・自己実現の主体である。つまり、こども・若者は、心

身の発達の過程にあっても、乳幼児期から生まれながらに権利の主体である。 

こども・若者を、多様な人格を持った個として尊重し、その権利を保障し、こども

・若者の今とこれからにとっての最善の利益を図る。 

こども・若者が、自らの権利、心や身体、社会に関する必要な情報や正しい知識を

学ぶことができ、それらに基づいて将来を自らが選択でき、生活の場や政策決定の過

程において安心して意見を言え、述べた意見が反映され、それにより周囲や社会が変

わっていく体験を積み上げながら、希望と意欲に応じて将来を切り開いていけるよう、

取り組んでいく。声を上げにくい状況にあるこども・若者に特に留意しつつ、「こど

もとともに」という姿勢で、こどもや若者の自己選択・自己決定・自己実現を社会全

体で後押しする。 

こども・若者が、多様な価値観に出会い、相互に人格と個性を尊重し合いながら、

その多様性が尊重され、尊厳が重んぜられ、固定的な性別役割分担意識や特定の価値

観、プレッシャーを押し付けられることなく、主体的に、自分らしく、幸福に暮らす

ことができるよう支えていく。性別にかかわらずそれぞれのこども・若者の可能性を

広げていくことが重要であり、乳幼児期から心身の発達の過程においてジェンダーの

視点を取り入れる10。 

思想・信条、人種、民族、国籍、障害の有無、性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティ、生い立ち、成育環境、家庭環境等によって差別的取扱いを受けることがない

ようにする。 

貧困、虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、暴力、経済的搾取、性犯罪や性暴力な

どの権利の侵害からこどもを守り、救済する。 

こども基本法やこどもの権利条約の趣旨や内容を、こども・若者や、子育て当事者、

教育・保育に携わる者を始めとするおとなに対して、広く周知し、社会全体で共有を

図る。 
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こどもや若者に関わる全ての施策において、こども・若者の視点や権利を主流化し、

権利を基盤とした施策を推進する。 

 

（２）こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、

ともに進めていく 

 

こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表明することや、

社会に参画することが、社会への影響力を発揮することにつながり、おとなは、こど

も・若者の最善の利益を実現する観点からこども・若者の意見を年齢や発達の程度に

応じて尊重する。 

こども・若者が意見表明をし、社会に参画する上でも意見形成は欠かせないもので

あることから、意見形成への支援を進め、意見を表明しやすい環境づくりを行う。 

貧困、虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、不登校、障害・医療的ケア、非行など

を始めとする困難な状況に置かれたこども・若者や、ヤングケアラー、社会的養護の

下で暮らすこども、社会的養護経験者（いわゆるケアリーバー）、宗教二世、外国人

のこどもなど、様々な状況にあって声を聴かれにくいこどもや若者、乳幼児を含む低

年齢のこども、意見を表明することへの意欲や関心が必ずしも高くないこども・若者

も自らの意見を持ち、それを表明することができるという認識の下、言語化された意

見だけでなく様々な形で発する思いや願いについて汲み取るための十分な配慮を行う。 

こどもや若者、子育て当事者が、安全に安心して意見を述べることができる場や機

会をつくり、その意見をこども施策に反映させ、どのように反映されたのか、反映さ

れない場合には理由などをフィードバックし、社会全体に広く発信する。これにより、

こども施策の質を向上させるとともに、更なる意見の表明・参画につながる好循環を

つくる。こども・若者と対等な目線で、対話しながら、こども・若者とともに社会課

題を解決していくことは、こども・若者の自己実現を後押しするとともに、主体的に

社会の形成に参画する態度を育み、ひいては民主主義の担い手の育成に資する。 

 

（３）こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十

分に支援する 

 

こどもは、乳幼児期から学童期、思春期、青年期における様々な学びや体験を通じ

て成長し、若者として社会生活を送るようになる。おとなとして自分らしく社会生活

を送ることができるようになるまでのこどもの成長の過程は、その置かれた環境にも

大きく依存し、こどもによって様々であり、かつ、乳幼児期からの連続性を持つもの

である。円滑な社会生活を送ることができるようになる時期も個人差がある。 

それぞれのこども・若者の状況に応じて必要な支援が、義務教育の開始・終了年齢

や、成年年齢である18歳、20歳といった特定の年齢で途切れることなく行われ、乳幼

児期から学童期・思春期・青年期を経て成人期への移行期にある若者が自分らしく社

会生活を送ることができるようになるまでを、社会全体で切れ目なく支える。こども

が若者となり自分らしく社会生活を送ることができるようになるまでの一連の過程に

おいて、様々な分野の関係機関・団体が有機的に連携し、教育・保育、保健、医療、

療育、福祉を切れ目なく提供する。 

また、保護者・養育者の「子育て」とは、乳幼児期だけのものではなく、こどもの

誕生前から男女ともに始まっており、乳幼児期の後も、学童期、思春期、青年期を経

て、おとなになるまで続くものとの認識の下、ライフステージを通じて、社会全体で
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子育て当事者を支えていく。子育て当事者が、こどもを産み、育てることを経済的理

由で諦めることなく、身近な場所でサポートを受けながらこどもを育てることができ、

どのような状況でもこどもが健やかに育つという安心感を持つことができ、こどもを

育てながら人生の幅を狭めずに夢を追いかけられるよう、多子やひとり親世帯に配慮

しつつ、取組を進めていく。子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕

事との両立に悩んだりすることなく、また、過度な使命感や負担を抱くことなく、健

康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合えるように取り組む。子育て当

事者を社会全体で切れ目なく支えていくことは、こどもと子育て当事者の幸せにとっ

て欠かせない。同時に若い世代にとって、子育てへの安心感や見通しを持つことにつ

ながる。 

こども・若者や子育て当事者をめぐる課題が深刻化・複合化しており、単一分野の

専門性のみでは解決できないとの認識の下、家庭、学校・園、児童福祉施設、企業、

地域などの社会のあらゆる分野の全ての人々が学校・園等の場をプラットフォームと

して相互に協力しつつ、関係機関や団体が密接にネットワークを形成し協働しながら、

一体となって、こども・若者や子育て当事者を支える。 

 

（４）良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸 

せな状態で成長できるようにする 

 

貧困と格差はこどもやその家族の幸せな状態を損ね、人生における選択可能性を制

約し、ひいては社会の安定と持続性の低下にもつながる。このため、貧困と格差の解

消を図ることは、良好な成育環境を確保し、全てのこども・若者が幸せな状態で成長

できるようにするための前提であり、全てのこども施策の基盤となる。 

乳幼児期からの安定した愛着（アタッチメント）11の形成を保障するとともに、愛

着を土台として、こども・若者の良好な成育環境を保障し、貧困と格差の解消を図り、

全てのこども・若者が、相互に人格と個性を尊重されながら、安全で安心して過ごす

ことができる多くの居場所を持ち、様々な学びや多様な体験活動・外遊びの機会を得

ることを通じて、自己肯定感や自己有用感を高め、幸せな状態で成長し、尊厳が重ん

ぜられ、自分らしく社会生活を営むことができるように取り組む。 

こども・若者が全国どこにいても必要な支援が受けられる環境を整備するとともに、

全てのこども・若者や家庭を対象とした乳幼児期からの切れ目ない予防的な関わりを

強化する。困難な状況にあるこども・若者や家庭を誰一人取り残さず、その特性や支

援ニーズに応じてきめ細かい支援や合理的配慮を行う。ひとり親家庭など貧困の状況

にある家庭が抱える様々な課題や個別のニーズに対応した支援を進めることにより、

貧困の解消・貧困の連鎖の防止に取り組む。インクルージョンの観点から、一般施策

において、困難な状況にあるこども・若者を受け止められる施策を講じる。こども・

若者や家庭が抱える困難や課題は、様々な要因が複合的に重なり合って、いじめ、不

登校、ひきこもり、孤独・孤立、非行といった様々な形態で表出するものであり、表

出している課題に係るこども・若者への支援に加え、保護者への支援を始めとする成

育環境や社会的養護への対応も含め、重層的にアプローチする。保護者がいない又は

保護者による虐待などの理由により、こどもを家庭において養育することが困難又は

適当ではない場合においては、永続的解決（パーマネンシー保障）を目指して、養育

環境の改善や家庭復帰を最大限に支援し、親族等による養育への移行支援、特別養子

縁組の判断・支援に取り組みながら、「家庭における養育環境と同様の養育環境」で

ある里親等、「できる限り良好な家庭的環境」の児童養護施設等において安定的、継
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続的な養育を提供する。 

こども・若者や家庭に支援を届けるに当たっては、支援が必要でも自覚できないな

どＳＯＳを発すること自体が困難、相談支援の情報を知らない、知っていたとしても

申請が複雑で難しいといった課題があるほか、ＳＯＳを発しても周囲が受け取れてい

ないことがある。こども・若者や家庭が、必要な情報を得られ、必要な支援を受けら

れるよう、地域における関係機関やＮＰＯ等の民間団体等が連携し、当事者に寄り添

いつつ、プッシュ型・アウトリーチ型の支援を届ける。 

幼児教育や保育に携わる者、教職員、青少年教育施設の職員、児童相談所や児童福

祉施設等の職員及び里親、障害児支援に携わる者、民生委員・児童委員、保護司、地

域でこども・若者や子育てへの支援を担っているＮＰＯ等の民間団体の職員やボラン

ティアなど、こども・若者の育ちや困難に対する支援、子育ての支援に携わる関係者

が、こどもの権利を理解し、こどもの声を傾聴するゆとりを持てるよう、また、自身

が喜びや幸せ、充実を感じられるよう、職場環境や活動環境等の改善に取り組むとと

もに、多様な人材の確保・養成、専門性や質の向上、メンタルケアなどを充実させる。 

 

（５）若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提

として若い世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路

の打破に取り組む 

 

若い世代が「人生のラッシュアワー」と言われる様々なライフイベントが重なる時

期において、社会の中で自らを活かす場を持つことができ、現在の所得や将来の見通

しを持てるようにする。 

若い世代の雇用と所得環境の安定を図り、経済的基盤を確保する。若い世代が将来

を見通して安心して仕事におけるキャリアとライフイベントの双方にチャレンジでき、

さらには趣味等を含むプライベートとの両立もできる環境を整備する。若い世代の将

来にわたる生活の基盤を確保し、若い世代が将来に希望を持って生きられる社会をつ

くることは、少子化の克服や貧困の解消・貧困の連鎖の防止のための鍵である。 

もとより、結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものである。

また、家族の在り方や家族を取り巻く環境が多様化している。個人の決定に対し、特

定の価値観を押し付けたり、プレッシャーを与えたりすることは決してあってはなら

ない。多様な価値観・考え方を尊重することを大前提とし、どのような選択をしても

不利にならないようにすることが重要である。その上で、若い世代の意見に真摯に耳

を傾け、その視点に立って、若い世代が、自らの主体的な選択により、結婚し、こど

もを産み、育てたいと望んだ場合に、それぞれの希望に応じて社会全体で若い世代を

支えていくことが少子化対策の基本である。 

こどもや若者が、発達の程度に応じて、性と生殖に関する健康と権利12、性情報へ

の対処や互いを尊重し合う人間関係などを知る機会や場を充実していく。 

妊娠後やこどもが生まれた後の支援に加えて、これから結婚や妊娠を希望する方への

希望に応じた支援を進める。 

共働き世帯が増加し、また、結婚・出産後も仕事を続けたい人が多くなっている中、

その両立を支援していくことが重要であるため、共働き・共育てを推進し、家庭内に

おいて育児負担が女性に集中している実態を変え、男性の家事や子育てへの参画を促

進する。固定的性別役割分担意識等を前提とした働き方や暮らし方を見直し、子育て

当事者の女性と男性がともに、こどもと過ごす時間をつくることができ、仕事などで

自己実現を図りつつ相互に協力しながら子育てをすることができ、自らのキャリアを
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犠牲にすることなく、むしろ子育て経験を仕事等に活かすなど自己実現を図りつつ、

それを職場が応援し、地域社会全体で支援するよう取り組む。また、子育て当事者が、

共働き・共育てを実現するために必要な情報や支援が得られるようにする。 

企業や地域社会、子育てを終えられた方々や子育てされていない方々も含めて、皆

が参加して、こども・若者や子育てをめぐる問題は日本の未来に関わるという意識を

持ち、こどもや家族が大事にされるよう、社会全体の構造や意識を変えていく。 

 

（６）施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との

連携を重視する 

 

こども家庭庁は、こども大綱等を基に、こども政策推進会議やこども家庭審議会の

知見を活用し、制度や組織による縦割りの壁を克服し関係省庁間で横の連携を密に行

いつつ、政府全体のこども施策を強力に推進し、必要に応じて関係省庁に対し勧告権

を行使することも含め、リーダーシップを発揮する。 

こども施策の具体的な実施を中心的に担っているのは地方公共団体であり、国は、

地方公共団体と密接に連携しながら、地域の実情を踏まえつつ、国と地方公共団体の

視点を共有しながら、こども施策を推進する。多くの地方公共団体において、地域の

実情に応じた自治体こども計画が策定・推進されるよう、国において支援・促進する。 

若者が主体となって活動する団体、地域でこども・若者や子育てへの支援に取り組

む団体や企業、地域で活動する民生・児童委員、青少年相談員や青少年指導員、保護

司など、こどもや若者に関わる様々な関係者の協力なくして、こども・若者を支えて

いくことはできないため、これらの共助を支える。 

国際機関や国際社会における様々な取組と連携する。こどもの権利条約を誠実に遵

守するとともに、同条約に基づいて設置された児童の権利委員会による見解やＯＥＣ

Ｄ、Ｇ７やＧ20における国際的な議論などを踏まえて国内施策を進めるとともに、我

が国の取組を国際社会に積極的に発信するなど国際的な取組に貢献する。 

 

第３ こども施策に関する重要事項 

 

「こどもまんなか社会」を実現するためのこども施策に関する重要事項について、

こども・若者の視点に立って分かりやすく示すため、ここでは、こども・若者のライ

フステージ別に提示することとする。まず、特定のライフステージのみでなくライフ

ステージを通して縦断的に実施すべき重要事項を示し、その次に、ライフステージ別

に見た重要事項を示す。続いて、子育て当事者への支援に関する重要事項を示す。 

施策を進めるに当たっては、それぞれのライフステージに特有の課題があり、それ

らが、こどもや若者、子育て当事者にとって、どのような意味を持ち、どのような点

に留意すべきかを踏まえるとともに、特定のライフステージのみでなくライフステー

ジ全体を通して対処すべき課題があるとの認識の下で取り組んでいくことが重要であ

る。 

また、おとなとして自分らしく社会生活を送ることができるようになるまでのこど

もの成長の過程は、その置かれた環境にも大きく依存し、こどもによって様々であり、

かつ、乳幼児期からの連続性を持つものであること、自分らしく社会生活を送ること

ができるようになる時期も個人差があることに留意する必要がある。 

さらに、こども・若者や子育て当事者の課題や支援ニーズは、明確な定義を定めて

線引きできるようなものは少なくグラデーション13であることが多い。そうしたニー
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ズや課題は、こども・若者の生きづらさや子育てのしにくさとして、どのようなこど

も・若者や子育て当事者でも多かれ少なかれ感じているものであり、個別の課題や支

援ニーズへの対応は、全てのこども・若者や子育て当事者の幸せに資するものである

ことに留意しつつ取り組むことが重要である。 

これらを踏まえ、こども基本法が掲げる基本理念及び上記「第２基本的な方針」の

下で、次の重要事項に取り組む。なお、これらの重要事項に係る具体的な取組につい

ては、こども政策推進会議が「こどもまんなか実行計画」として取りまとめる。 

 

１ ライフステージを通した重要事項 

 

特定のライフステージのみでなくライフステージを通して縦断的に実施すべきも

のとして、また、全てのライフステージに共通する事項として、以下の施策に取り組

む。 

 

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

 

全てのこども・若者に対して、こども基本法の趣旨や内容について理解を深めるた

めの情報提供や啓発を行うとともに、こどもの権利条約の認知度を把握しつつその趣

旨や内容についての普及啓発に民間団体等と連携して取り組むことにより、自らが権

利の主体であることを広く周知する。こどもの教育、養育の場においてこどもが自ら

の権利について学び、自らを守る方法や、困難を抱える時に助けを求め、回復する方

法を学べるよう、こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推進する。 

いじめ、体罰・不適切な指導、児童虐待、性暴力等、こどもの権利侵害を許さない

という意識を社会に浸透させるとともに、困難を抱えながらもＳＯＳを発信できてい

ないこども・若者にアウトリーチするため、こども・若者やこども・若者に関わり得

る全てのおとなを対象に、人権に対する理解を深め人権尊重の意識を高める人権啓発

活動を推進する。 

保護者や教職員、幼児教育・保育や青少年教育に携わる者などこどもや若者の健や

かな育ちや子育て当事者の支援に携わるおとなへの情報提供や研修等を推進し、また、

広く社会に対しても、こども基本法やこどもの権利条約の趣旨や内容について広く情

報発信を行うことにより、こども・若者が権利の主体であることを広く社会全体に周

知する。 

こどもの権利が侵害された場合の救済機関として、地方公共団体が設置するオンブ

ズパーソン等の相談救済機関の実態把握や事例の周知を行い、取組を後押しする。 

 

（２）多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

 

（遊びや体験活動の推進、生活習慣の形成・定着） 

遊びや体験活動は、こども・若者の健やかな成長の原点である。例えば、こどもが

遊びに没頭し、身体の諸感覚を使い、自らの遊びを充実、発展させていくことは、言

語や数量等の感覚などの認知的スキルや、創造力や好奇心、自尊心、想像力や思いや

り、やり抜く力、折り合いをつける力などの社会情動的スキルの双方を育むことに加

え、多様な動きを身に付け、健康を維持することにつながり、ひいては、生涯にわた

る幸せにつながる。こういった遊びや体験活動の重要性、学びへのつながりや、その

機会を保障することの重要性を改めて認識した上で、国や地方公共団体、地域、学校
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・園、家庭、若者、民間団体、民間企業等が連携・協働して、こども・若者の全ての

ライフステージにおいて、年齢や発達の程度に応じて、自然体験、職業体験、文化芸

術体験など多様な体験・外遊びを含む様々な遊びができるよう、青少年教育施設の充

実を含め、地域資源も生かした遊びや体験の機会や場を意図的・計画的に創出する。

地域や成育環境によって体験活動の機会に格差が生じないよう配慮する。 

こどもの読書活動は、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、想像力を豊かなも

のにし、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で不可欠なものであり、家庭、

地域、学校・園等における取組を推進する。 

こどもが基本的な生活習慣を身に付けることができるよう、家庭、学校・園、地域、

企業、民間団体等の協力を得ながら、全国的な普及啓発を推進する。 

 

（こどもまんなかまちづくり） 

こどもや子育て当事者の目線に立ち、こどものための近隣地域の生活空間を形成す

る「こどもまんなかまちづくり」を加速化し、地域住民の理解を得た上で、こどもの

遊び場とそのアクセスの確保や親同士・地域住民との交流機会を生み出す空間の創出

などの取組を推進する。 

子育てにやさしい住まいの拡充を目指し、住宅支援を強化する。 

 

（こども・若者が活躍できる機会づくり） 

こども・若者が、一人一人異なる長所を伸ばし、特技を磨き、才能を開花させ、世

界や日本、地域社会の未来を切り開いていけるよう、異文化や多様な価値観、我が国

の伝統・文化への理解、チャレンジ精神、外国語によるコミュニケーション能力を育

成する教育や教養教育、留学生の派遣・受入れ、国内外の青少年の招聘（へい）・派

遣等を通じた国際交流を推進する。 

持続可能な社会の創り手として活躍できるよう、持続可能な開発のための教育（Ｅ

ＳＤ）を推進する。 

理数系教育やアントレプレナーシップ教育（起業家教育）、ＳＴＥＡＭ教育14等を

推進し、イノベーションの担い手となるこども・若者や若手起業家等を育成する。 

特定分野に特異な才能のあるこども・若者について、その抱える困難に寄り添いつつ、

特異な才能を一層伸ばすことができるよう、大学、研究機関、地域の民間団体等の連

携・協働の下、応援する。 

在留外国人のこども・若者や海外から帰国したこどもについて、就学支援や適応支

援、日本語指導等、個々の状況に応じた支援を推進する。 

 

（こども・若者の可能性を広げていくためのジェンダーギャップの解消） 

こども・若者が、性別にかかわらず、様々な可能性を広げていくことができるよう、

学校教育と社会教育において男女平等の理念を推進する教育・学習の一層の充実を図

る。性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解を深めるため、

心身の発達に応じた教育及び学習の振興並びに広報活動等を通じた知識の着実な普及、

相談体制の整備等の必要な施策を講ずるように努める。 

こどもに身近な存在である教職員等が固定的な性別役割分担意識や無意識の思い

込み（アンコンシャス・バイアス）を持つことがないよう、男女共同参画を推進する

ための研修や周知啓発等の取組を推進する。 

女子中高生の理工系分野への興味・関心を高め適切に進路を選択することが可能と

なるような取組を支援するとともに、大学が企業等と連携して行う理工農系分野に進
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学する女子学生への修学支援の取組を促進する。 

様々な世代における固定的な性別役割分担意識の解消に資する取組に関する啓発

や情報発信を進める。 

 

（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

 

（プレコンセプションケアを含む成育医療等に関する研究や相談支援等） 

不妊、予期せぬ妊娠や基礎疾患を持つ方の妊娠、性感染症等への適切な相談支援や、

妊娠・出産、産後の健康管理に係る支援を行うため、男女ともに性や妊娠に関する正

しい知識を身に付け、栄養管理を含めた健康管理を行うよう促すプレコンセプション

ケア15の取組を推進するとともに、家庭生活に困難を抱える特定妊婦等を含む当事者

が必要としている支援に確実につながることができるよう、切れ目のない支援体制を

構築する。 

妊娠・出産、不妊、産後ケア等のライフイベントや女性特有の健康課題について、

フェムテック16の利活用に係る支援を行う。 

国立成育医療研究センターに、「女性の健康」に関するナショナルセンター機能を

持たせ、女性の健康や疾患に特化した研究やプレコンセプションケアを含む成育医療

等に関する研究、相談支援、人材育成等を進める。 

成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針（成育医療等

基本方針）に基づく国民運動である「健やか親子２１」の取組により、こどもの成長

や発達に関して、子育て当事者である親や身近な養育者が正しい知識を持つことに加

えて、学校や企業等も含めた社会全体で親やこどもの多様性を尊重し、見守り、子育

てに協力していくことができるよう、国民全体の理解を深めるための普及啓発を促進

する。その際、こどもの誕生前から幼児期までの重要性に鑑み、幼児期までのこども

の育ちに係る基本的なビジョン17に基づく取組と適切に連携する。 

乳幼児期・学童期の健診・予防接種等の健康等情報の電子化及び標準化を推進する。

また、母子保健情報のデジタル化と利活用を進める。 

 

（慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援） 

慢性疾病や難病を抱えるこども・若者について、児童福祉法及び難病の患者に対す

る医療等に関する法律に基づき医療費の助成を行うとともに、成人後も切れ目のない

医療費助成が受けられるよう、指定難病の要件を満たす小児慢性特定疾病は速やかに

指定難病に追加していく。また、その自立を支援するための相談支援や就労支援等を

推進する。 

こどもホスピスの全国普及に向けた取組を進める。 

 

（４）こどもの貧困対策 

 

今この瞬間にも、貧困によって、日々の食事に困るこどもや、学習の機会や部活動

・地域クラブ活動に参加する機会を十分に得られないこども、進学を諦めざるを得な

いなど権利が侵害された状況で生きているこどもがいる。こどもの貧困を解消し、貧

困によるこうした困難を、こどもたちが強いられることがないような社会をつくる。

こどもの貧困は、経済的な面だけではなく、心身の健康や衣食住、進学機会や学習意

欲、前向きに生きる気持ちを含め、こどもの権利利益を侵害するとともに、社会的孤

立にもつながる深刻な課題であり、その解消に全力をあげて取り組む。貧困及び貧困
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の連鎖によってこどもたちの将来が閉ざされることは決してあってはならない。こど

もの貧困の背景には様々な社会的な要因があることを国民全体で広く共有し、こども

の現在と将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう貧困を解消し、

貧困の連鎖を断ち切る必要がある。地域や社会全体で課題を解決するという認識の下、

教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者の就労の支援、経済的支援を進

める。どのような状況にあるこどもであっても、こうした支援を届けることにより、

貧困を解消し、貧困の連鎖を断ち切ることは、まずもって一人一人の豊かな人生を実

現することにつながることに加え、我が国の将来を支える人材が育つことにより、今

後の我が国の成長・発展にもつながるものとも言える。  

保護者の所得など家庭の状況がこどもの学力や体験の機会に影響を与えるなど、教

育における格差の問題が指摘されている。全てのこども・若者が、家庭の経済状況に

かかわらず、質の高い教育を受け、能力や可能性を最大限に伸ばして、それぞれの夢

に挑戦できるようにする。学校を地域に開かれた、そして、地域につながっていくプ

ラットフォームと位置付け、地域における関係機関・団体やスクールソーシャルワー

カーが、要保護児童対策地域協議会、子ども・若者支援地域協議会等の枠組みを活用

して連携し、苦しい状況にあるこどもや若者を早期に把握し、支援につなげる体制を

強化する。また、家庭の経済状況が理由で学校生活が制約されたり進路が狭まったり

することなく、全てのこどもが、夢や希望を持ち、挑戦できるよう、将来の貧困の予

防や、教育の機会均等を保障する観点から、幼児教育・保育の無償化、義務教育段階

の就学援助、高校生等への修学支援、大学生等への修学支援により、幼児期から高等

教育段階まで切れ目のない教育費負担の軽減を図るとともに、高校中退を防止するた

めの支援や高校中退後の継続的なサポートを強化する。さらに、こどもが安心して多

様な体験や遊びができる機会や、学習する機会を確保し、必要な場合に支援につなげ

るための取組を支援する。成人期への移行期に親からのネグレクト等により必要な援

助が受けられず困難な状況にある学生等の若者にも目配りする。 

貧困の状況にあるこども・若者や子育て当事者が社会的孤立に陥ることのないよう、

親の妊娠・出産期からの相談支援の充実や居場所づくりなど、生活の安定に資するた

めの支援を進める。生活保護法や生活困窮者自立支援法、母子及び父子並びに寡婦福

祉法、児童扶養手当法等の関連法制を一体的に捉えて施策を推進する。 

保護者の就労支援において、子育て当事者の安定的な経済基盤を確保する観点から、

単に職を得るにとどまらず、所得の増大、職業生活の安定と向上のための支援を進め

る。仕事と両立して安心してこどもを育てられる環境づくりを進める。ひとり親家庭

はもちろんのこと、ふたり親家庭についても生活が困難な状態にある家庭については、

保護者の状況に合ったきめ細かな就労支援を進めていく。 

子育て当事者の日々の生活を安定させる観点から、様々な支援を組み合わせて経済

的支援の効果を高めるとともに、必要な世帯へ支援の利用を促していく。 

こどもの貧困は家庭の自己責任ではなく社会全体で受け止めて取り組むべき課題

であるとの認識の下、国、地方公共団体、民間の企業・団体等の連携・協働により、

こどもの貧困に対する社会の理解を促進する。 

 

（５）障害児支援・医療的ケア児等への支援 

 

こども基本法に加え、障害者の権利に関する条約の理念を踏まえ、障害のあるこど

も・若者、発達に特性のあるこども・若者の地域社会への参加・包容（インクルージ

ョン）を推進し、それぞれのこども・若者の置かれた環境やライフステージに応じて、
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一般の子育て支援との連続の中で、その発達や将来の自立、社会参加を支援する。 

特別児童扶養手当等の経済的支援を行うとともに、こどもと家族に寄り添いながら

個々の特性や状況に応じた質の高い支援の提供を進める。 

障害の有無にかかわらず、安心して共に暮らすことができる地域づくりを進めるた

め、地域における障害児支援の中核的役割を担う児童発達支援センターの機能強化や

保育所等への巡回支援の充実を図るなど、地域における障害児の支援体制の強化や保

育所等におけるインクルージョンを推進する。 

医療的ケア児、聴覚障害児など、専門的支援が必要なこどもや若者とその家族への

対応のための地域における連携体制を強化する。 

こどもや若者本人のみならず、保護者やきょうだいの支援を進める。障害や発達の

特性を早期に発見・把握し、適切な支援・サービスにつなげていくとともに、乳幼児

期・学童期・思春期の支援から一般就労や障害者施策への円滑な接続・移行に向けた

準備を、保健、医療、福祉、保育、教育、労働など関係者の連携の下で早い段階から

行っていく。 

特別支援教育については、障害のあるこどもと障害のないこどもが可能な限りとも

に安全・安心に過ごすための条件・環境整備と、一人一人の教育的ニーズに応じた学

びの場の整備・充実を両輪として、インクルーシブ教育システム18の実現に向けた取

組を一層進める。障害のあるこども・若者の生涯にわたる学習機会の充実を図る。 

 

（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 

 

（児童虐待防止対策等の更なる強化） 

児童虐待は、こどもの心身に深い傷を残し、成長した後においても様々な生きづら

さにつながり得るものであり、どのような背景や思想信条があっても許されるもので

はない。一方で、虐待に至った親にも自らの被虐待経験や、貧困、疾病、障害等の様

々な困難が背景にある場合が多いという現実もあり、子から親になった養育者自身が

置かれている困難に対する支援を社会全体で提供することにより、どのような困難が

あってもこどもへの虐待につながらないようにしていく必要がある。虐待相談対応件

数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況

等を踏まえ、子育てに困難を抱える世帯に対する包括的な支援体制の強化を行う。 

虐待は決して許されるものではないが、あらゆる子育て当事者が無縁ではないとい

う認識の下、不適切な養育につながる可能性のある家族の支援ニーズをキャッチし、

こどもや家庭の声を、当事者の文脈を尊重して受け止め、子育ての困難や不安を分か

ち合うことで、子育てに困難を感じる家庭、こどものＳＯＳをできる限り早期に把握

し、具体的な支援を行う必要がある。このため、こども家庭センターの設置や訪問家

事支援等の家庭支援、こどもや親子の居場所支援の推進等を行うとともに、市町村の

支援の中心となるこども家庭センターが、地域の保育所、学校などや支援の担い手で

ある民間団体を含め、要保護児童対策地域協議会などの地域のネットワークと一体と

なって継続的に支え、虐待予防の取組を強化する。 

また、虐待による死亡事例（心中以外）の約半数を０歳児が占め、さらにその多く

を月齢０カ月児が占めている現実を踏まえ、孤立した環境の中で予期せぬ妊娠に悩む

若年女性等に対する相談・日常生活の支援や関係機関との調整等の支援の強化に取り

組むとともに、こうした支援の存在が、予期せぬ妊娠に悩む若年女性などの支援を必

要としている本人に届くよう、相談窓口の周知などに取り組む。 

さらに、こどもにとって不安が大きく、ケアの困難度も高いという一時保護の性質
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を十分に踏まえ、こどもの状況等に応じた個別ケアが可能となるよう一時保護所の環

境改善を進めるとともに、委託一時保護も含めてこどもの権利擁護を推進する。また、

虐待等により家庭から孤立した状態のこども・若者がそのニーズに合わせて必要な支

援を受けられるよう取り組む。 

児童相談所が一時保護や措置を行う場合等においては、こどもの最善の利益を保障

しつつこどもの意見又は意向を十分に勘案した判断を行うために、児童福祉法に基づ

く児童相談所等による意見聴取を適切に実施するとともに、こどもの意見表明やこど

もの権利擁護を実現できる環境整備を積極的に推進する。また、一時保護開始時の司

法審査の円滑な導入を図る。 

また、措置解除等に際して、親子の生活の再開や傷ついた親子関係の修復などのた

めに、親子関係の再構築支援を推進する。 

性被害の被害者等となったこどもからの聴取における関係機関の連携を推進し、二

次被害を防止する観点から、こどもの精神的・身体的な負担軽減等に取り組む。また、

こどもからの聴取を適切に行えるよう、聴取を行う側の知見や技術の向上を図るとと

もに、こどもが安心して話すことができる環境整備を進める。 

こども家庭福祉分野は、こうした虐待を受けたこどものトラウマ等を含めたケアや

要支援・要保護家庭への相談支援を含むものであり、これに携わる者にはこどもと家

庭の双方に対する高い専門性が求められる。このため、新たな認定資格である「こど

も家庭ソーシャルワーカー」等の専門資格の取得促進に取り組むとともに、市町村及

び児童相談所の体制強化を図るための人材の採用・育成・定着支援、専門人材の活用

促進等を進める。また、支援現場の業務効率化のためのＩＣＴ化を推進する。 

 

（社会的養護を必要とするこども・若者に対する支援） 

社会的養護を必要とする全てのこどもが適切に保護され、養育者との愛着関係を形

成し、心身ともに健やかに養育されるよう、家庭での養育が困難又は適当でない場合

は、パーマネンシー保障を目指して、養育環境の改善、親子関係再構築や家庭復帰の

支援、親族等による養育（親族等による里親養育・普通養子縁組含む）への移行支援、

特別養子縁組の判断・支援に取り組みながら、家庭養育優先原則に基づき、こどもが

「家庭における養育環境と同様の養育環境」において継続的に養育されるよう、里親

支援センターなどの関係機関の支援等を通じた社会的養護の受け皿としての里親やフ

ァミリーホームの確保・充実を進めるとともに、家庭や里親等での養育が適当でない

場合は、「できる限り良好な家庭的環境」において養育されるよう、児童養護施設等

の小規模化・地域分散化等の環境改善や、その人材確保に努める。あわせて、児童養

護施設等の多機能化・高機能化を図る。また、社会的養護の下にあるこどもの権利保

障や支援の質の向上を図る。これらの際、社会的養護を必要とするこどもの声に耳を

傾け、その意見を尊重した改善に取り組むとともに、家庭養育優先原則とパーマネン

シー保障の理念に基づく支援の在り方に留意して、児童相談所におけるケースマネー

ジメントを推進する。 

施設や里親等の下で育った社会的養護経験者は、施設退所後等において、進学・就

労や自立した生活を営む上で、家族からのサポートが期待できないといった背景から、

様々な困難に直面している場合が多いことを踏まえ、多職種・関係機関の連携による

自立支援を進めるとともに、一人一人段階を経て自立をしていけるような地域社会と

のつながりをもてるよう支援する。社会的養護の経験はないが同様に様々な困難に直

面している若者についても支援の対象として位置付けて支援に取り組む。 
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（ヤングケアラーへの支援） 

本来おとなが担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている

こども、いわゆるヤングケアラーの問題は、ケアが日常化することで学業や友人関係

等に支障が出てしまうなど、個人の権利に重大な侵害が生じているにもかかわらず、

こども本人や家族に自覚がない場合もあり、顕在化しづらいことから、福祉、介護、

医療、教育等の関係者が情報共有・連携して、早期発見・把握し、こどもの意向に寄

り添いながら、必要な支援につなげていく。家族の世話などに係る負担を軽減又は解

消するため、家庭に対する適切なアセスメントにより世帯全体を支援する視点を持っ

た対策を推進する。 

 

（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組 

 

（こども・若者の自殺対策） 

小中高生の自殺者数が増加傾向にあり、危機的な状況となっている。誰も自殺に追

い込まれることのないよう、生きることの包括的な支援として、こども・若者への自

殺対策を強力に推進する。こども・若者の自殺対策については、自殺に関する情報の

集約・分析等による自殺の要因分析や、ＳＯＳの出し方や心の危機に陥った友人等か

らのＳＯＳの受け止め方に関する教育を含む自殺予防教育、全国展開を目指した１人

１台端末の活用による自殺リスクの早期発見、電話・ＳＮＳ等を活用した相談体制の

整備、都道府県等における多職種の専門家で構成される対応チームの設置促進等によ

る自殺予防への的確な対応、遺されたこどもへの支援、こども・若者の自殺が増加す

る傾向にある長期休暇明け前後の集中的な啓発活動など、体制強化を図りながら、自

殺総合対策大綱19及びこどもの自殺対策緊急強化プラン20に基づく総合的な取組を進

めていく。 

 

（こどもが安全に安心してインターネットを利用できる環境整備） 

社会の情報化が進展する中、こどもが情報活用能力を身に付け、情報を適切に取捨

選択して利用するとともに、インターネットによる情報発信を適切に行うことができ

るようにすることが重要な課題となっている。また、こどものインターネット利用の

低年齢化が進む中、こどもの健やかな成長を著しく阻害する有害情報21も氾濫し、犯

罪被害につながるといった重大な問題も起きている。これらのことを踏まえ、こども

が主体的にインターネットを利用できる能力習得の支援や、情報リテラシーの習得支

援、こどもや保護者等に対する啓発、フィルタリングの利用促進22、ペアレンタルコ

ントロール23による対応の推進など、こどもが安全に安心してインターネットを利用

できる環境整備に取り組む。 

 

（こども・若者の性犯罪・性暴力対策） 

こども・若者に対する性犯罪・性暴力は、被害当事者の心身に長期にわたり有害な

影響を及ぼす極めて悪質な行為である。年齢や性別にかかわらず、また、どのような

状況に置かれたこども・若者であっても、性被害に遭うことはあってはならないとの

認識の下、こども・若者への加害の防止、相談・被害申告をしやすくする取組、被害

当事者への支援、継続的な啓発活動の実施等、総合的な取組を進めていく。 

生命を大切にし、こどもを性暴力・性犯罪の加害者、被害者、傍観者にさせないた

めの学校・園における生命（いのち）の安全教育の全国展開を図る。 

こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組み（日本版ＤＢＳ）の導入に向けて
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取り組む。 

こども・若者の性被害は潜在化・深刻化しやすいことなどを踏まえ、相談窓口の一

層の周知やこども・若者が相談しやすいＳＮＳ等の活用を推進するとともに、地域に

おける支援体制の充実のための取組を推進する。 

 

（犯罪被害、事故、災害からこどもを守る環境整備） 

こどもが一生に残る傷を負う事件やこどもが生命を失う事故が後を絶たず、こども

の生命・尊厳・安全を脅かす深刻な状況があること等を踏まえ、こどもの生命を守り、

犯罪被害や事故、災害からの安全を確保することが全てのこどもが健やかに育つため

の大前提であるとの認識の下、有害環境対策、防犯・交通安全対策、製品事故防止、

防災対策等を進める。 

こども・若者が、犯罪、事故、災害等から自らと他者の安全を守ることができるよ

う、体験的な学びを含め、発達の程度に応じて、体系的な安全教育を推進する。こど

もの安全に関する保護者に対する周知啓発を進める。 

チャイルド・デス・レビュー24（ＣＤＲ：Child Death Review）の体制整備に必要な

検討を進める。 

 

（非行防止と自立支援） 

こども・若者の非行防止や、非行・犯罪に及んだこども・若者とその家族への相談

支援、自立支援を推進する。 

学校や警察等の地域の関係機関・団体の連携を図る。 

少年院や刑事施設における矯正教育や改善指導、児童自立支援施設における生活指

導や自立支援、社会復帰に資する就労支援の充実を図る。 

保護観察の対象となったこども・若者に対する処遇の強化を図るとともに、保護司

などとの連携の強化や体制の充実を図る。 

社会全体として非行や犯罪に及んだこどもや若者に対する理解を深め、育ちを見守

る社会気運の向上を図る。 

 

２ ライフステージ別の重要事項 

 

（１）こどもの誕生前から幼児期まで 

 

こどもの誕生前から幼児期までは、こどもの将来にわたるウェルビーイングの基礎

を培い、人生の確かなスタートを切るための最も重要な時期であるとともに、この時

期への社会的投資が次代の社会の在り方を大きく左右するため、社会全体にとっても

極めて重要な時期である。 

また、乳幼児は多くの時間を家庭や地域の中で過ごし、幼稚園・保育所・認定こど

も園への就園状況も異なるなど、育ちの環境は多様である。その多様性を尊重しつつ、

保護者・養育者の「子育て」を支えることだけでなく、「こどもの育ち」に係る質に

も社会がしっかりと目を向け、保護者・養育者の就労・養育状況を含むこどもの置か

れた環境等に十分に配慮しつつ、ひとしく、切れ目なく、ウェルビーイングの向上を

図ることが重要である。乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とした情緒の

安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の

獲得を通じて、一人一人のこどもが、かけがえのない個性ある存在として認められ、

自己肯定感をもって成長することができるようにしなければならない。 
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これらを踏まえ、後述の「３子育て当事者への支援に関する重要事項」と併せ、以

下の施策に取り組む。 

 

（妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保） 

不妊症や不育症、出生前検査など妊娠・出産に関する正しい知識の普及や相談体制

の強化を図る。 

出産費用（正常分娩）の保険適用の導入や安全・安心な無痛分娩の推進など出産に

関する支援等の更なる強化について検討を進める。 

周産期医療の集約化・重点化を推進し、地域の周産期医療体制を確保する。周産期

医療の関係者と成育過程にある者に対する医療、保健、福祉等の関係者等との連携体

制の構築を図る。あわせて、里帰り出産を行う妊産婦への支援や、医療と母子保健と

の連携を推進する。 

産後ケア事業の提供体制の確保や養育者のメンタルヘルスに係る取組を進めるな

ど、産前産後の支援の充実と体制強化を行う。 

児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行うこども家庭センターにおいて、産

前産後から子育て期を通じた切れ目のない継続的な支援を提供できる体制を構築する。

妊娠期から、身近な場所で相談に応じ、多様なニーズに応じた支援につなぐ伴走型相

談支援と経済的支援を一体として実施する「出産・子育て応援交付金」の継続的な実

施に向けての制度化の検討を進め、着実に実施する。 

予期せぬ妊娠等に悩む若年妊婦等が必要な支援を受けられるよう、乳児院や母子生

活支援施設、ＮＰＯなどの民間団体とも連携しながら、取組を進める。 

乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾病の予防の観点から、新生児マススク

リーニング等を推進する。また、これらの観点に加え、悩みを抱える保護者等を早期

に発見し、相談支援につなげ、児童虐待の予防や早期発見にも資するよう、乳幼児健

診等を推進する。 

先天性代謝異常等を早期に発見する新生児へのマススクリーニング検査の拡充に

向けた検証を進めるとともに、新生児聴覚検査など聴覚障害の早期発見・早期療育に

資する取組を進める。 

 

（こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実） 

家庭、幼稚園、保育所、認定こども園、こどもの育ちに関する関係機関、地域を含

めたこどもの育ちを支える場を始めとして、社会全体の全ての人と共有したい理念や

基本的な考え方を示す羅針盤である、幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジ

ョンに基づき、社会の認識の共有を図りつつ、政府全体の取組を強力に推進する。こ

れにより、こどもの心身の状況や、保護者・養育者の就労・養育状況を含むこどもの

置かれた環境等に十分に配慮しつつ、こどもの誕生前から幼児期までの育ちをひとし

く、切れ目なく保障する。 

待機児童対策に取り組むとともに、親の就業の状況にかかわらず、特に３歳未満児

の子育て当事者が地域の中で孤立しないよう、認定こども園、保育所、幼稚園、地域

子育て支援拠点など地域の身近な場を通じた支援を充実する。幼稚園、保育所、認定

こども園のいずれにも通っていないこどもの状況を把握し、必要な教育・保育、子育

て支援サービス等の環境整備を進め、利用につなげていく。あわせて、病児保育の充

実を図る。 

幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであること

から、幼稚園、保育所、認定こども園の施設類型を問わず、安全・安心な環境の中で、
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幼児教育・保育の質の向上を図ることを通じて、障害のあるこどもや医療的ケア児、

外国籍のこどもをはじめ様々な文化を背景にもつこどもなど特別な配慮を必要とする

こどもを含め、一人一人のこどもの健やかな成長を支えていく。 

地域や家庭の環境にかかわらず、全てのこどもが、格差なく質の高い学びへ接続で

きるよう、学びの連続性を踏まえ、幼保小の関係者が連携し、こどもの発達にとって

重要な遊びを通した質の高い幼児教育・保育を保障しながら、幼児教育・保育と小学

校教育の円滑な接続の改善を図る。 

こどもの育ちそのものと密接不可分な保護者・養育者支援が重要であり、保育士、

保育教諭、幼稚園教諭等の人材育成・確保・処遇改善や現場の負担軽減、職員配置基

準の改善を進める。 

 

（２）学童期・思春期 

 

学童期は、こどもにとって、身体も心も大きく成長する時期であり、自己肯定感や

道徳性、社会性などを育む時期である。自らのことを客観的に捉えられるようになり、

善悪の判断や規範意識を形成するとともに、集団生活で様々な課題に直面する中で、

自らの役割や責任を自覚し、友人関係や遊びを通じて協調性や自主性を身に付ける。

学童期のこどもが、安全・安心が確保された場で、小さな失敗も経験しながら、直面

した課題に全力で取り組んで達成する成功体験を重ね、自己肯定感を高めることがで

きる環境を整えていくことが重要である。 

思春期は、性的な成熟が始まり、それに伴って心身が変化し、自らの内面の世界が

あることに気づき始め、他者との関わりや社会との関わりの中で、自分の存在の意味、

価値、役割を考え、アイデンティティを形成していく時期である。一方で、自己の存

在に対しての様々な葛藤を抱えたり、学業や家族・友人との関係や恋愛などに悩んだ

りする繊細な時期でもある。思春期のこどもが、自己肯定感を高めることができ、成

育環境などを理由に自らの進路の選択が制約されることがないよう支えていくことが

望まれる。 

これらを踏まえ、以下の施策に取り組む。 

 

（こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等） 

こどもにとって、学校は単に学ぶだけの場ではなく、安全に安心して過ごしながら、

他者と関わりながら育つ、こどもにとって大切な居場所の一つであり、こどもの最善

の利益の実現を図る観点から、また、格差を縮小し、社会的包摂を実現する観点から、

公教育を再生させ、学校生活を更に充実したものとする。  

住んでいる地域に関わらず、全てのこどもが、自分の良さや可能性を認識するとと

もに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々

な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り開き、持続可能な社会の創り手となるこ

とができるよう、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実する。これまでの学

校教育が果たしてきた、①学習機会と学力の保障、②社会の形成者としての全人的な

発達・成長の保障、③安全・安心な居場所・セーフティネットとしての身体的、精神

的な健康の保障の３つを学校教育の本質的な役割として継承しつつ、こども・若者、

保護者、教育現場、地方公共団体（教育委員会及び首長部局）などのステークホルダ

ーからの意見聴取や対話を行い、施策に反映していきながら、取組を着実に進めてい

く。 

学校における働き方改革や処遇改善、指導・運営体制の充実の一体的推進、１人１
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台端末やデジタル教科書の活用などを進め、一人一人のこどもの可能性を伸ばしなが

ら、教職員が本来求められる役割に対してその力を存分に発揮できるようにしていく。 

インクルーシブ教育システムを推進し、特別支援教育の充実を図る。 

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に進め、こどもを地域全体で

育む地域とともにある学校づくりと、地域やこどもをめぐる課題解決のためのプラッ

トフォームにもなり得る学校を核とした地域づくりを推進する。 

将来にわたりこども・若者がスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができるよ

う、地域の実情に応じて、部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた地域

のスポーツ・文化芸術環境の整備を進める。 

在外教育施設における教育の振興に関する法律の基本理念等を踏まえ、在外教育施

設の魅力を高め、多様なこどものニーズや施設ごとの特性を踏まえた「選ばれる在外

教育施設」づくりを推進する。 

社会形成に参画する態度や規範意識、思いやりの心を育てるため、道徳教育や情報

モラル教育を推進する。 

体育の授業の充実を図るとともに、学校や地域におけるこどもの体力の向上のため

の取組を推進する。 

こども・若者の健康の保持増進を担う養護教諭の支援体制の推進や、健康診断等の

保健管理や薬物乱用防止教育など、学校保健を推進する。 

学校給食の普及・充実や、栄養教諭を中核とした、家庭、学校、地域等が連携した食

育の取組を推進する。学校給食無償化の課題の整理等を行う。 

 

（居場所づくり） 

全てのこども・若者が、年齢を問わず、相互に人格と個性を尊重しながら、安全に

安心して過ごせる多くの居場所を持つことができるよう、社会全体で支えていくこと

が必要である。もとよりこども・若者の「居場所」とは、こども・若者が遊んだり、

何もしなかったり、好きなことをして過ごす場所や時間、人との関係性全てが「居場

所」になり得るものであるが、その場を居場所と感じるかどうかはこども・若者本人

が決めるものであるという前提に立って居場所づくりを推進する。その際、こどもの

居場所を新たにつくっていくことに加え、すでに多くのこども・若者の居場所となっ

ている児童館、子ども会、こども食堂や学習支援の場など地域にある多様な居場所、

公民館や図書館などの社会教育施設などについても、こども・若者にとってよりよい

居場所となるよう取り組む。こうした点を含め、誰一人取り残さず、こども・若者の

視点に立った多様な居場所づくりが行われるよう、こどもの居場所づくりに関する指

針25に基づき、こども・若者の声を聴きながら居場所づくりを推進する。 

全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができ

るよう、放課後のこどもの遊びと生活の場である放課後児童クラブの受け皿整備を着

実に進め、放課後児童クラブの安定的な運営を確保し、待機児童の早期解消を図ると

ともに、学校施設の利用促進の観点も含め首長部局・教育委員会等の連携を促進する

等の放課後児童対策に取り組む。 

 

（小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実） 

こどもが地域において休日・夜間を含めいつでも安心して医療サービスを受けられ

るよう、小児医療体制の充実を図る。 

小児医療の関係者と成育過程にある者に対する医療、保健、福祉、教育等の関係者

等との連携体制の構築を図り、医療的ケア児やその家族も含めた支援体制を確保する
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等、地域のこどもの健やかな成育の推進を図る。 

こども・若者が、自らの発達の程度に応じて、心身の健康、性に関する正しい知識

を得て、ＳＯＳを出したり、セルフケアをしたり、自らに合ったサポートを受けたり

できるよう、教育委員会と保健部局が連携し、学校や保健所等において、性に関する

科学的知識に加え、性情報への対処や互いを尊重し合う人間関係など様々な観点から、

医療関係者等の協力を得ながら、性と健康に関する教育や普及啓発・相談支援を進め

る。 

予期せぬ妊娠、性感染症等への適切な相談支援等を進める。 

 

（成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育） 

こども・若者が社会の中で自立し、他者と連携・協働しながら、社会を生き抜き、

地域の課題解決を社会の構成員として主体的に担う力を発達の程度等に応じて身に付

けることができるよう、主権者教育を推進する。 

こども・若者が消費者の権利と責任について理解するとともに、主体的に判断し責

任を持って行動できるよう、教育機関や関係団体との連携・協働による消費者教育の

推進を図る。金融経済教育の機会の提供に向けた取組を推進するための体制を整備し、

金融経済教育の更なる充実を通じて、こども・若者の金融リテラシーの向上に取り組

む。 

様々な仕事・ロールモデルに触れる機会、社会人との交流の場、乳幼児と触れ合う

機会などを創出し、こども・若者が自らのライフデザインを描けるよう、意識啓発や

情報提供に取り組む。 

こども・若者が、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職

業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けることに資する取組を推進

する。職場体験・インターンシップ等の体験的な学習活動を効果的に活用する。こど

も・若者の自己実現につながる働き方の選択等に資するよう、高校等における労働関

係法令の教育の支援に取り組む。社会保障の意義や仕組みを理解し、必要な制度を活

用できるようにするとともに、変化する社会における社会保障について当事者意識を

持てるようにするため、社会保障教育の取組を一層推進する。 

 

（いじめ防止） 

いじめは、こどもの心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為であり、社会総がか

りでいじめ問題に取り組む。首長部局と教育委員会が連携し、国公私立の全ての学校

において、いじめ防止対策推進法に基づいた対応の徹底を図るとともに、道徳科や学

級・ホームルーム活動等におけるこども主体でのいじめ防止に資する取組の実施、い

じめの積極的な認知と早期の組織的対応、相談先の確保、関係機関等との連携の推進

など、いじめ防止対策を強化する。加えて、いわゆる「ネットいじめ」に関する対策

の推進を図る。また、全てのこどもが自分の大切さとともに他の人の大切さを認める

ことができるよう働きかけるなど、いじめの未然防止教育を推進する。 

いじめの被害児が加害児でもあったり、加害の背景に虐待体験があったり、その保

護者にも虐待体験があったり経済的困難の問題があったりするなど、その実態や背景

の把握、解決に向けた対応は容易ではないことも多く、スクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカーを交えた多面的な見立てと横断的かつ縦断的な手立てや支援

を講じる。 

地方公共団体における総合教育会議等を活用した日常的な首長部局と教育委員会

との連携促進や、首長部局でいじめ相談から解消まで取り組むなど地域におけるいじ
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め防止対策の体制構築、重大ないじめ対応に係る第三者性の向上、警察等の外部専門

機関との連携促進等に取り組む。 

いじめの重大事態について、国に情報を収集し、文部科学省とこども家庭庁とで情

報を共有しつつ、学校設置者に必要な支援を行うとともに、重大事態調査の結果につ

いて分析等を行い、重大事態調査の適切な運用やいじめ防止対策の強化を図る。 

 

（不登校のこどもへの支援） 

不登校については、本人・家庭・学校に関わる様々な要因が複雑に関わっている場

合が多く、不登校はどのこどもにも起こり得るものであり、不登校というだけで問題

行動であると受け取られることのないように配慮することを基本的な考え方とする教

育機会確保法の趣旨を踏まえ、全てのこどもが教育を受ける機会を確保できるよう、

学校内外の教育支援センターの設置促進・機能強化を図り、学びの多様化学校（いわ

ゆる不登校特例校）を全都道府県・政令指定都市に設置するとともに、将来的には全

国に300校の設置を目指す。 

スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーなどの専門家にいつでも相談

できる環境の整備、ＩＣＴ等を活用した学習支援、ＮＰＯやフリースクール等との連

携など、不登校のこどもへの支援体制を整備し、アウトリーチを強化する。 

不登校のこどもの意見も聞きながら、不登校傾向を含めた不登校のこどもの数の増加

に係る要因分析を行う。 

 

（校則の見直し） 

校則は、各学校がそれぞれの教育目標を達成するために、学校や地域の状況に応じ

て、必要かつ合理的な範囲内で定めるものであり、校則の見直しを行う場合にはその

過程でこどもや保護者等の関係者からの意見を聴取した上で定めていくことが望まし

いことから、学校や教育委員会等に対してその旨を周知するとともに、各地の好事例

の収集、周知等を行う。 

 

（体罰や不適切な指導の防止） 

体罰はいかなる場合も許されものではなく、学校教育法で禁止されている。また、

生徒指導提要26等においても、教職員による体罰や不適切な指導等については、部活

動を含めた学校教育全体で、いかなるこどもに対しても決して許されないと示されて

いることを踏まえ、教育委員会等に対する上記趣旨の周知等、体罰や不適切な指導の

根絶に向けた取組強化を推進する。 

 

（高校中退の予防、高校中退後の支援） 

高校中退を予防するため、学習等に課題を抱える高校生の学力向上や進路支援、キ

ャリア教育の充実、課題に応じて適切な支援につなげるスクールソーシャルワーカー

の配置推進など、高校における指導・相談体制の充実を図る。 

高校を中退したこどもが高校卒業程度の学力を身に付けることができるよう、学習

相談や学習支援を推進する。地域若者サポートステーションやハローワーク等が実施

する支援の内容について、学校が高校を中退したこどもに情報提供を行うなど、就労

支援や復学・就学のための取組の充実を図る。高校を中退したこどもの高校への再入

学・学びを支援する。 

 

（３）青年期 
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青年期は、心理的、社会的に発達し、成人期へと移行していくための準備期間とし

て、大学等への進学や就職に伴い新たな環境に適応し、専門性や職業性を身に付け、

将来の夢や希望を抱いて自己の可能性を伸展させる時期である。また、人生における

様々なライフイベントが重なる時期である。自らの価値観や生き方を確立しようとす

るが、同時に、社会的な役割や責任に対する不安なども感じることがある。 

青年期の若者が、自らの適性等を理解した上で、職業や進学などのライフイベント

に係る選択を行うことができ、その決定が尊重されるような取組や若者に対する相談

支援が求められる。 

これらを踏まえ、以下の施策に取り組む。 

 

（高等教育の修学支援、高等教育の充実） 

若者が、家庭の経済状況にかかわらず、大学等の高等教育機関に進学するチャンス

を確保できるよう、高等教育段階の修学支援を着実に実施する。 

大学等に進学した若者が、組織的・体系的な質の高い教育を受けることができ、主

体的な学修を進められるよう、大学等において教育内容・方法の改善を進める。 

在学段階から職業意識の形成支援を行うとともに、学生のキャリア形成支援やライ

フプランニング教育を推進する。 

大学等における学生の自殺対策などの取組や、障害のある学生への支援を推進する。 

青年期の社会人を始めとする幅広い学習者の要請に対応するための大学等におけ

る生涯学習の取組を促す。 

 

（就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組） 

就職活動段階においては、マッチングの向上等を図ることで、不本意な早期離職を

抑制しながら、キャリアの早い段階から新規学卒就職者等が集中的に職業経験を積ん

で、その後のキャリア形成のための基盤となる職業能力を培うことができるよう支援

を行う。 

離職する若者が早期に再就職し、その持てる能力を発揮できるよう、キャリア自律

に向けた支援を行う。また、ハローワークや地域若者サポートステーション等による

若者への就職支援に取り組む。 

全国どの地域に暮らす若者にとっても、経済的な不安がなく、良質な雇用環境の下

で、将来への展望を持って生活できるよう、地方創生に向けた取組を促進する。特に、

地方から若者、中でも女性が都市部に流出していることを踏まえつつ、地方において

若者や女性が活躍できる環境を整備することが必要であり、地方における分厚い中間

層の形成に向けて、国内投資の拡大を含め、持続的に若い世代の所得が向上し、将来

に希望を感じられるような魅力的な仕事を創っていくための取組を支援していく。 

大きな社会経済政策として、最重要課題である「賃上げ」に取り組む。新しい資本

主義の下、持続的な成長を可能とする経済構造を構築する観点から、「質の高い」投

資の促進を図りつつ、「成長と分配の好循環」（成長の果実が賃金に分配され、セー

フティネット等による暮らしの安心の下でそれが消費へとつながる）と「賃金と物価

の好循環」（企業が賃金上昇やコストを適切に価格に反映することで収益を確保し、

それが更に賃金に分配される）という「２つの好循環」の実現を目指す。 

「一人ひとりが自らのキャリアを選択する」時代となり、働き方が大きく変化する

中で、労働者の主体的な選択による職業選択や労働移動が、企業と経済の更なる成長

につながり、構造的賃上げに資するものとなるよう、リ・スキリングによる能力向上
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支援、個々の企業の実態に応じた職務給の導入、成長分野への労働移動の円滑化とい

う三位一体の労働市場改革を加速する。 

賃上げの動きを全ての働く人々が実感でき、将来への期待も含めて、持続的なもの

となるよう、Ｌ字カーブ27の解消などを含め、男女ともに働きやすい環境の整備、「同

一労働同一賃金」の徹底と必要な制度見直しの検討、希望する非正規雇用労働者の正

規化を進める。 

いわゆる「年収の壁（106万円/130万円）」については、壁を意識せずに働くことが

可能となるよう、取り組む。 

 

（結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援） 

結婚の希望が叶えられない大きな理由としては、経済的事情や仕事の問題などのほ

か「適当な相手にめぐり会わないから」であり、多くの地方公共団体等において行わ

れている出会いの機会・場の創出支援について、効果の高い取組を推進し、より広域

での展開、官民連携、伴走型の支援を充実させる。 

結婚に伴う新生活のスタートアップへの支援を推進する。 

 

（悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実） 

子ども・若者総合相談センターなど、ニートやひきこもりの状態にあったり、進路

や人間関係等に悩みや不安を抱えていたりする若者やその家族に対する相談体制の充

実を図る。 

進学や就職、人間関係について悩みや不安を抱えたり、誰にも相談できず孤独やス

トレスを感じたりするなど、こころのＳＯＳサインに気づいた時の対処の仕方をはじ

め、こころの健康や病気、相談支援やサービスに関する情報等について学生を含む若

者に周知する。 

悩みや不安を抱える友達を相談支援やサポートにつなげることができるよう情報

等を周知する。 

 

３ 子育て当事者への支援に関する重要事項 

 

核家族化の進展や地域のつながりの希薄化など家庭をめぐる環境が変化している

中で、祖父母や近隣の人から、子育てに関する助言や支援、協力を得ることが難しい

状況にある。また、少子化が進行する中で、こども・若者にとって、乳幼児と触れ合

う機会が減少しているとの指摘もある。 

子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりする

ことなく、また、過度な使命感や負担を抱くことなく、健康で、自己肯定感とゆとり

を持って、こどもに向き合えるようにすることが、こども・若者の健やかな成長のた

めに重要である。 

これらを踏まえ、以下の施策に取り組む。 

 

（１）子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

 

幼児教育・保育の無償化や高校等の授業料支援、高等教育段階の修学支援など、幼

児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減を着実に実施する。 

教育費の負担が理想のこども数を持てない大きな理由の一つとなっているとの声

があることから、特にその負担軽減が喫緊の課題とされる高等教育について、授業料
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等減免や奨学金制度の充実、授業料後払い制度（いわゆる日本版ＨＥＣＳ）の本格導

入など、更なる支援拡充を検討し、必要な措置を講じる。 

児童手当について、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援とし

ての位置づけを明確化し、拡充する。 

地方公共団体の取組を妨げない措置により、医療費等の負担軽減を図る。 

 

（２）地域子育て支援、家庭教育支援 

 

地域の中で子育て家庭が支えられるよう、在宅で子育てをしている家庭を含めて全

てのこどもと家庭を対象として、虐待予防の観点からも、地域のニーズに応じた様々

な子育て支援を推進する。子育て当事者の気持ちを受け止め、寄り添いながら、オン

ラインも活用した相談やプッシュ型の情報提供を行う。こどもとの親としての関わり

の工夫や体罰等がこどもに与える悪影響等を親に伝えるなど、体罰によらない子育て

に関する啓発を進める。 

一時預かり、ファミリー・サポート・センター、ベビーシッターに関する取組を推

進する。 

保護者が家庭においてこどもの基本的な生活習慣や自立心等を育む教育を行うた

め、保護者が学ぶことや、身近に相談相手がいない状況にある保護者を切れ目なく支

援することができるよう、訪問型を含めた家庭教育支援チームの普及を図るなど、保

護者に寄り添う家庭教育支援を推進する。 

 

（３）共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大 

 

家庭内において育児負担が女性に集中している現状を変え、夫婦が相互に協力しな

がら子育てし、それを職場が応援し、地域社会全体で支援する社会をつくるため、共

働き・共育てを推進する。 

職場の文化・雰囲気を抜本的に変え、男性、女性ともに、希望どおり、気兼ねなく

育児休業制度を使えるよう、組織のトップや管理職の意識を変え、仕事と子育てを両

立できる環境づくりを進めていく。同時に、育児休業制度自体についても多様な働き

方に対応した自由度の高い制度へと強化する。 

長時間労働の是正や働き方改革を進めるとともに、男性の家事・子育てへの参画の

促進、企業の福利厚生の充実を図ることにより、女性に一方的に負担が偏る状況を解

消し、女性と男性がともにキャリアアップと子育てを両立できるよう環境整備を進め

る。 

男性の育児休業が当たり前になる社会の実現に向けて、官民一体となって取り組む

こととし、制度面と給付面の両面からの対応を抜本的に強化する。男性の家事・子育

てへの参画の意識改革に加え、組織において就労環境や組織風土の根本的な見直しに

より様々なケースに対応した実効性の高い取組の充実を図り、それぞれの家庭の事情

やニーズに応じて活用できるようにすることで、男性の家事・子育てに参画したいと

いう希望を叶えるとともに、その主体的な参画を社会全体で後押ししていく。 

 

（４）ひとり親家庭への支援 

 

我が国のひとり親家庭の相対的貧困率28がＯＥＣＤ加盟国の中でも非常に高い水準

で推移してきた現状を直視し、ひとり親家庭の子育てを支え、高い就労率を経済的な
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自立の実現に結びつける。その際、仕事と子育てを一手に担わざるを得ないひとり親

家庭は、いわゆる「時間の貧困」にも陥りやすく、親子で心穏やかに過ごす時間を持

てないことも看過してはならない。 

ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別ニーズに対応するため、児童扶養手当等に

よる経済的支援のほか、各家庭の親子それぞれの状況に応じて、生活支援、子育て支

援、就労支援等が適切に行われるよう取り組む。また、こどもに届く生活・学習支援

を進める。 

別居により実質的にひとり親の状態となっている方を含む多くのひとり親が仕事

と子育てを一手に担わざるを得ない状況にあることを踏まえて、相談に来ることを待

つことなくプッシュ型による相談支援を行うことや、様々な課題にワンストップで必

要な支援につなげることができる相談支援体制を強化する。当事者の声を取り入れ、

ひとり親家庭に対する偏見や差別のない、当事者に寄り添った相談支援を行う。 

こどもにとって不利益が生じることのないよう、こどもの最善の利益を考慮しなが

ら、安全・安心な親子の交流を推進するとともに、養育費の履行確保のため、養育費

に関する相談支援や取決めの促進について強化を図る。 

 

第４ こども施策を推進するために必要な事項 

 

１ こども・若者の社会参画・意見反映 

 

こども基本法においては、こども施策の基本理念として、「全てのこどもについて、

その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表

明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること」、「全てのこど

もについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利

益が優先して考慮されること」が掲げられている。すなわち、こども・若者の社会参

画と意見反映を車の両輪として進めていくことが求められている。また、こども施策

を策定、実施、評価するに当たって、施策の対象となるこども等の意見を幅広く聴取

して反映させるために必要な措置を講ずることが国や地方公共団体に義務付けられて

いる。 

また、こどもの権利条約は、児童の意見を表明する権利（以下「意見表明権」とい

う。）を定めており、自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響を及ぼ

す全ての事項について自由に自己の意見を表明し、その意見は年齢及び成熟度に従っ

て相応に考慮されるとしている。その実践を通じた権利保障を推進することが求めら

れる29。 

こどもや若者の意見を聴いて施策に反映することやこどもや若者の社会参画を進

めることには、大きく、２つの意義がある。 

①こどもや若者の状況やニーズをより的確に踏まえることができ、施策がより実効

性のあるものになる。 

②こどもや若者にとって、自らの意見が十分に聴かれ、自らによって社会に何らか

の影響を与える、変化をもたらす経験は、自己肯定感や自己有用感、社会の一員

としての主体性を高めることにつながる。ひいては、民主主義の担い手の育成に

資する。 

こどもや若者とともに社会をつくるという認識の下、安心して意見を述べることが

できる場や機会を作るとともに、意見を持つための様々な支援を行い、社会づくりに

参画できる機会を保障することが重要である。その際、こどもや若者の社会参画・意
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見反映は形だけに終わる懸念があることを認識して、様々な工夫を積み重ねながら、

実効性のあるものとしていく必要がある。 

こどもや若者と対話し、その意見を受け止め、施策に反映させ、どのように施策に

反映されたかをフィードバックし、社会全体に広く発信することにより、施策の質を

向上させるとともに、こどもや若者の更なる意見表明につながるような好循環を創出

しなければならない。また、こどもや若者の主体的な社会参画を社会全体で後押しす

ることが必要である。その際、おとなの経験や考えを一方的に押し付けることなく、

こども・若者と対等な目線でその意見を真摯に聴いて尊重するおとなの姿勢が重要で

ある。 

こどもや若者の社会参画と意見反映に関する国や地方公共団体の取組を社会全体

に広く発信することにより、家庭や学校などこどもや若者に関わる様々な場所におい

てもこどもや若者の意見を聴く取組が進み、こどもや若者の社会参画や意見反映の意

義や重要性等について社会全体に浸透することが期待される。 

幼い頃から積み重ねられた主体的な自己決定あるいは意見表明の経験は、青年期か

ら成人期に至る若者の意見表明や主体的な社会参画につながっていくという視点を持

つことが重要である。乳幼児期からおとなになるまでの全ての発達の段階の中で、こ

どもや若者の社会参画と意見表明の大切さを伝え、その意欲を育むことが肝要である。

その際、全てのこどもや若者について、意見形成や意見表明の機会が確保されるよう、

留意する。 

これらを踏まえ、こども基本法が掲げる基本理念及び上記「第２基本的な方針」の

下で、以下の施策に取り組む。 

 

（１）国の政策決定過程へのこども・若者の参画促進 

 

こども・若者の意見を政策に反映させるための取組（『こども若者★いけんぷらす』）

を推進し、各府省庁が設定したテーマに加え、こども・若者が選んだテーマについて

も、こども・若者の意見の政策への反映を進める。その際、テーマに関する事前の情

報提供や意見の反映状況に関するフィードバックを重視するとともに、寄せられた意

見について匿名化等の個人情報の適切な保護を行った上で集約・分析する体制を構築

する。 

若者が主体となって活動する団体からの意見聴取に関する取組を行う。 

各府省庁の各種審議会、懇談会等の委員に、こどもや若者を一定割合以上登用する

よう取り組む。各種審議会、懇談会等におけるこども・若者委員割合を「見える化」

する。 

各府省庁の職員がこどもや若者の社会参画・意見反映について適切に理解し効果的

に取り組むことができるよう、ガイドラインを作成し、周知を図る。 

 

（２）地方公共団体等における取組促進 

 

こどもや若者にとってより身近な施策を行う地方公共団体において、様々な機会を

捉え、こども・若者の社会参画の促進、意見を聴く取組が着実に行われるよう、上記

ガイドラインの周知やファシリテーターの派遣等の支援、好事例の横展開等の情報提

供を行う。 

こどもに関わるルール等の制定や見直しの過程にこども自身が関与することは、こ

どもの意見表明権を保障し、当事者の視点からルールを見直し改善する契機にもなる
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とともに、身近な課題を自分たちで解決する経験となるなど、教育的な意義があるこ

とから、学校や教育委員会等の先導的な取組事例について周知する。 

 

（３）社会参画や意見表明の機会の充実 

 

こどもや若者にとって社会参画や意見表明の機会や場が必ずしも十分ではない現

状を踏まえ、あらゆるこども・若者が、家庭や学校、地域などにおいて、意見を形成

し、日常的に意見を言い合える機会や、権利の主体として尊重され、意見が聴かれ、

その意見が尊重される機会を、乳幼児期から学童期・思春期・青年期に至るまで持つ

ことができるよう、こどもや若者が自由に意見を表明しやすい環境整備と気運の醸成

に取り組む。また、保護者や教職員、幼児教育や保育に携わる者などこどもや若者の

健やかな育ちに関わるおとなのほか、広く社会に対しても、こども・若者の意見を表

明する権利について周知啓発する。 

こどもや若者が意見を表明し、社会に参画できるようになるため、こどもや若者が

理解しやすくアクセスしやすい多様な方法でこども施策に関する十分な情報提供を行

う。 

こどもや若者が、自らの意見や気持ちを表明してもよいことを理解できるよう、そ

の年齢や発達の程度に応じて、自らの権利について知る機会の創出に向けて取り組む。 

 

（４）多様な声を施策に反映させる工夫 

 

貧困、虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、不登校、障害・医療的ケア、非行など

を始め、困難な状況に置かれたこども・若者、ヤングケアラー、社会的養護の下で暮

らすこども、社会的養護経験者など、様々な状況にあって声を聴かれにくいこどもや

若者、乳幼児を含む低年齢のこども、意見を表明することへの意欲や関心を必ずしも

高くもてないこどもや若者がいることを認識し、全てのこども・若者が自らの意見を

もち、それを表明することができるという認識の下、安心して意見を表明し、その意

見が施策に反映されるよう、意見聴取に係る多様な手法を検討するとともに、十分な

配慮や工夫をする。 

 

（５）社会参画・意見反映を支える人材の育成 

 

こどもや若者が意見を言いやすい環境をつくるため、安全・安心な場をつくり意見

を言いやすくなるように引き出すファシリテーターを積極的に活用できるよう、人材

確保や養成等のための取組を行う。 

 

（６）若者が主体となって活動する団体等の活動を促進する環境整備 

 

様々な社会課題の解決に自ら声を上げて取り組む若者団体や地域においてこども

や若者が主体となって活動しているこども会議、若者会議、ユースカウンシルなどは、

こどもや若者の社会参画の機会の一つであり、これらの活動がより充実するよう、連

携を強化するとともに、好事例の展開等を進める。若者団体等の主体的な活動を促進

するための取組の在り方について検討する。 

地域におけるこどもの意見反映・社会参画の拠点として、児童館、子ども会、こど

も食堂や学習支援の場など地域にある多様な居場所、公民館や図書館などの社会教育
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施設、こどもの意見表明支援やこどもの社会参画機会の提供を行う民間団体との連携

を強化する。 

 

（７）こども・若者の社会参画や意見反映に関する調査研究 

 

こどもや若者の社会参画や意見反映に関する調査研究を推進する。 

こども・若者の社会参画、意見反映のプロセスやその結果に係る評価について、仕

組みの構築に向けて取り組む。 

 

２ こども施策の共通の基盤となる取組 

 

（１）「こどもまんなか」の実現に向けたＥＢＰＭ 

 

（こども施策におけるＥＢＰＭの浸透に向けた仕組み・体制の整備） 

様々なデータや統計を活用するとともに、こども・若者からの意見聴取などの定性

的なデータも活用し、個人情報を取り扱う場合にあってはこどもや若者本人等の権利

利益の保護にも十分に配慮しながら、課題の抽出などの事前の施策立案段階から、施

策の効果の事後の点検・評価・公表まで、それぞれの段階で、エビデンスに基づき多

面的に施策を立案し、評価し、改善していく（ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy 

Making）。その際、施策立案・実施の専門家である行政職員とデータ利活用等の専門

家が協働・対話して進めていくこと、試行錯誤をしながら進めていくこと、定量的な

データに固執し過ぎず定性的なデータも活用することを認識しつつ進める。また、こ

ども施策においては、何をアウトカムとするかが十分に定まっていないものが少なく

なく、研究途上とも言えることから、こども・若者や子育て当事者の視点に立ち、施

策の実態を踏まえて、何をアウトカムとすることが適切か、そうしたアウトカムをど

のように得ていくのかについて検討していく。 

大学・研究機関等の外部の専門家の登用・活用を進めるなど、こども施策の企画立

案・実施を担う行政職員をＥＢＰＭの観点から支援する体制を整備する。 

こども施策の企画立案・実施を担う部署の職員に対し、ＥＢＰＭに関する周知啓発

や研修、情報提供、支援を進める。 

行政が中長期的な視野に立って優先順位等を付けた上で施策課題について研究テ

ーマを提起し大学・研究機関等の創意工夫を活かす調査研究等を推進する。 

新たに「女性の健康」に関するナショナルセンター機能を持たせる国立成育医療研究

センターにおける成育医療等に関するシンクタンク機能の充実を図る。 

地方公共団体が行うこども施策におけるＥＢＰＭに関する取組について、好事例の

展開等を行う。 

 

（こども施策に関するデータの整備、エビデンスの構築） 

良質なデータがあってこそ導出されたエビデンスを施策課題等に照らして解釈す

ることが可能となるとの認識の下、政府全体として収集すべきデータを精査し、各府

省庁が連携して、こども・若者や子育て当事者の視点に立った調査研究の充実や必要

なデータの整備等を進める。その際、国際機関等のデータとの比較の観点を考慮する

とともに、こどもに関する長期的な追跡データや月次データ等の充実、男女別データ

の把握30に努める。 

こどもに着目したウェルビーイング指標の在り方について検討を進める。 
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こども施策の推進のために創出が必要なエビデンスを洗い出し、こども・若者や子

育て当事者等の視点に立って、優先順位をつけ、エビデンスの構築に取り組む。その

際、外部の専門家を活用し、透明性・客観性を高める。 

こども・若者や子育て当事者に関する国が行った調査研究等で得られたデータの二

次利用を推進する。 

 

（２）こども・若者、子育て当事者に関わる人材の確保・育成・支援 

 

幼児教育や保育に携わる者、教職員、スクールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカー、社会教育に携わる者、青少年教育施設の職員、児童相談所や児童福祉施設

等の職員及び里親、障害児支援に携わる者、民生委員・児童委員、保護司、地域でこ

ども・若者や子育てへの支援を担っているＮＰＯ等の民間団体の職員など、こども・

若者の健やかな育ちや困難に対する支援、子育て支援に携わる担い手の確保、育成、

専門性の向上を図る。 

担い手自身が喜びを感じながら仕事におけるキャリアが形成できる環境づくりを

進める。こどもや家庭との関わりの中でストレスにさらされている職員などに対する

メンタルケアに取り組む。 

地域における身近なおとなや若者など、ボランティアやピアサポートができる人材

など多様な人材を確保・育成する。 

こども・若者の健やかな育ちや子育て支援に携わる民間団体同士、行政機関と民間

団体の連携強化を図る。 

 

（３）地域における包括的な支援体制の構築・強化 

 

教育・保育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用等の関係機関・団体が密接

に情報共有・連携を行う「横のネットワーク」と、義務教育の開始・終了年齢や、成

年年齢である18歳、20歳といった特定の年齢で途切れることなく継続して支援を行う

「縦のネットワーク」による包括的な支援体制として、地方公共団体の教育委員会や

福祉部局、学校・園、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、児童発

達支援センター、児童家庭支援センター、児童相談所、こども家庭センター、子ども

・若者総合相談センター、医療機関（産婦人科、小児科、精神科、歯科等の医療機関

及び助産所）、こども・若者や子育て当事者の支援に取り組む民間団体等の連携を図

るため、要保護児童対策地域協議会と子ども・若者支援地域協議会を活用し、その機

能を強化し連携させる。各地の協議会間の連携（ネットワークのネットワーク）によ

る全国的な共助体制の構築を図る。 

こども家庭センターの全国展開を図るとともに、こども家庭センターと子ども・若

者総合相談センター等を連携させ、こども・若者や子育て当事者の相談支援を強化す

る。 

先進的な地方公共団体の取組も参考に、住民に身近な地方公共団体において、個々

のこども・若者や家庭の状況や支援内容等に関する教育・保健・福祉などの情報・デ

ータを分野を超えて連携させることを通じて、潜在的に支援が必要なこども・若者や

家庭を早期に把握し、ＳＯＳを待つことなく、プッシュ型・アウトリーチ型支援を届

けることができる取組を推進する。 

 

（４）子育てに係る手続・事務負担の軽減、必要な支援を必要な人に届けるための情
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報発信 

 

制度があっても現場で使いづらい・執行しづらいという状況にならないよう、「こ

ども政策ＤＸ」を推進し、プッシュ型通知や、デジタル技術を活用した手続等の簡素

化、データ連携、様々な手続をワンストップで行うことができる窓口の整備、申請書

類・帳票類の簡素化・統一化などを通じ、子育て当事者等の利便性向上や子育て関連

事業者・地方公共団体等の手続・事務負担の軽減を図る。 

こども・若者や子育て当事者に必要な情報や支援が届くよう、必要な情報が分かり

やすくまとまって確認できるような一覧性が確保された情報発信、若い世代にとって

なじみやすいＳＮＳ等を活用したプッシュ型広報、制度や支援の利用について気軽に

問い合わせができるオンラインでの支援など、情報発信や広報を改善・強化するとと

もに、手続等の簡素化等を通じた利便性の向上を図る。 

 

（５）こども・若者、子育てにやさしい社会づくりのための意識改革 

 

こどもや若者、子育て当事者が気兼ねなく様々な制度や支援メニューを利用できる

よう、地域社会、企業など様々な場で、年齢、性別を問わず、全ての人がこどもや子

育て中の方々を応援するといった社会全体の意識改革として「こどもまんなかアクシ

ョン」を進める。子育て当事者がこどもと一緒にいるときに感じた不便や周囲に求め

る理解や配慮に関する調査結果を踏まえ、国の施設や他の公共施設、民間施設におけ

るこどもや子育て家庭を優先して受け付ける取組やこども・子育てを応援する地域や

企業の好事例の共有・横展開、公共交通機関等における妊産婦や乳幼児を連れた家庭

に対する分かりやすい案内や妊産婦や乳幼児を連れた家庭への配慮に関する利用者の

理解・協力の促進など、様々な取組を通じてこどもや子育て当事者を社会全体で支え

る気運を醸成していく。 

 

３ 施策の推進体制等 

 

（１）国における推進体制 

 

（こども政策推進会議） 

こども政策推進会議を中心に、内閣総理大臣のリーダーシップの下、政府一体とな

って、こども大綱を総合的に推進する。その際、教育振興基本計画31やこども未来戦

略等の他の政府方針と整合的に進めることに留意する。 

こども施策の実施の推進及び関係行政機関相互の調整等のため、関係府省庁の局長

級からなる幹事会を活用する。幹事会構成員は、所属府省庁におけるこども施策の推

進の中核として府省庁内関係施策の取りまとめと推進を担う。 

 

（こどもまんなか実行計画によるＰＤＣＡとこども大綱の見直し） 

こども政策推進会議において、こども大綱に基づき具体的に取り組む施策を「こど

もまんなか実行計画」として取りまとめる。こども家庭審議会において、施策の実施

状況やこども大綱に掲げた数値目標・指標等を検証・評価し、その結果を踏まえ、毎

年６月頃を目途に、こども政策推進会議において「こどもまんなか実行計画」を改定

し、関係府省庁の予算概算要求等に反映する。これらにより、継続的に施策の点検と

見直しを図る。 
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「こどもまんなか実行計画」の実施状況とその効果、こども大綱に掲げた数値目標

と指標の状況、社会情勢の変化等を踏まえ、おおむね５年後を目途に、こども大綱を

見直す。 

 

（こども家庭審議会） 

こども家庭審議会は、こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長すること

のできる社会の実現に向けた基本的な政策に関する重要事項等を調査審議し、当該重

要事項に関し、内閣総理大臣、関係各大臣又はこども家庭庁長官に意見を述べる権限

を持つ。内閣総理大臣等の諮問に応じるのみならず、当該諮問がなくとも自ら調査審

議を行い、内閣総理大臣等へ意見を述べることができる。 

こども家庭審議会は、こども家庭庁設置法案・こども基本法案に係る国会での審議

を受け止め、こどもや若者の視点に立って、公平性や透明性を確保しつつ、こども大

綱の下で進められる各般の施策の実施状況や評価等について分科会や部会において幅

広く充実した調査審議を行い、当該施策や制度の改善等に関して、これらの権限を適

切に行使する。 

 

（こども政策を担当する内閣府特命担当大臣） 

こども政策を担当する内閣府特命担当大臣は、内閣府設置法第11条の３の規定によ

り置かれた内閣府特命担当大臣が掌理する企画立案・総合調整事務の遂行に関する実

施要領32に基づき、総合調整権限を機動的かつ柔軟に発揮する。必要に応じ、内閣府

設置法第12条に基づく関係行政機関の長に対する勧告等の権限を適切に行使する。 

 

（全ての施策においてこども・若者の視点や権利を主流化するための取組の在り方） 

各種施策を企画立案・実施するに当たりこどもや若者の権利に与える影響を事前又

は事後に評価する取組33の在り方について、調査研究等を進める。 

 

（２）数値目標と指標の設定 

 

こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」の実現に向けたこども・若者や子育て

当事者の視点に立った数値目標を別紙１のとおり設定する。併せて、こども・若者、

子育て当事者の置かれた状況等を把握するための指標を別紙２のとおり設定する。な

お、具体的に取り組む施策の進捗状況を検証するための指標については「こどもまん

なか実行計画」において設定する。 

おおむね５年後のこども大綱の見直しに向けた数値目標や指標の充実について、こ

ども家庭審議会において検討する。 

 

（３）自治体こども計画の策定促進、地方公共団体との連携 

 

（自治体こども計画の策定促進） 

こども基本法において、都道府県は、国の大綱を勘案して、都道府県こども計画を

作成するよう、また、市町村は、国の大綱と都道府県こども計画を勘案して、市町村

こども計画を作成するよう、それぞれ、努力義務が課せられている。自治体こども計

画は、各法令に基づくこども施策に関する関連計画と一体のものとして作成できる34

こととされており、区域内のこども施策に全体として統一的に横串を刺すこと、住民

にとって一層分かりやすいものとすることなどが期待されている。 
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こども施策に関する計画を自治体こども計画として一体的に策定する地方公共団

体を積極的に支援するとともに、教育振興基本計画との連携を含め好事例に関する情

報提供・働きかけを行う。自治体こども計画の策定・推進状況やこどもに関する基本

的な方針・施策を定めた条例の策定状況についての「見える化」を進める。 

 

（地方公共団体との連携等） 

国と地方が情報共有・意見交換する場を活用し、地域の実情を踏まえつつ、国と地

方公共団体の視点を共有しながら、こども施策を推進していく。地方公共団体の取組

状況を把握し、その取組が促進されるよう、また、地域間格差をできる限り縮小して

いくことも念頭に置きつつ、必要な支援を行うとともに、現場のニーズを踏まえた地

方公共団体の先進的な取組を横展開し、必要に応じて制度化していく。 

こども施策に係る地方公共団体との人事交流を推進する。 

 

（４）国際的な連携・協力 

 

持続可能な開発のための2030アジェンダに含まれる持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

に関し、ＳＤＧｓ実施指針改定版35に基づく取組を進める。 

子どもに対する暴力撲滅グローバル・パートナーシップ(ＧＰｅＶＡＣ)の参加国

（パスファインディング国）として、子どもに対する暴力撲滅行動計画36の着実な実

施を通じて、こどもに対する暴力撲滅に取り組む。 

こどもの権利条約を誠実に遵守37する。同条約に基づく児童の権利委員会からの総

括所見における勧告や、必要に応じて一般的意見について十分に検討の上、適切に対

応を検討するとともに、国内施策を進める38。同条約に基づく権利の実現のためにと

った措置及びこれらの権利の享受についてもたらされた進歩に関する報告を行うため、

フォローアップを含めた必要な措置を適切に講ずる。また、国際社会と協調しつつ、

日本の考え方について正しい情報発信を行う。 

「ビジネスと人権」に関する行動計画39に基づく取組を進める。 

各種国際会議における議論の内容を踏まえて国内施策を進めるとともに、当該会議等

の場において我が国のこども施策を積極的に国際社会に発信する。 

国連児童基金（ユニセフ）やＯＥＣＤを始めとする国際機関等の取組に積極的に貢

献していくとともに、連携を強化する。 

 

（５）安定的な財源の確保 

 

こども基本法第16条の趣旨を踏まえ、こども大綱を推進するために必要な安定的な

財源について、国民各層の理解を得ながら、社会全体での費用負担の在り方を含め、

幅広く検討を進め、その確保に努めていく。 

特に、こども未来戦略で示された「こども・子育て支援加速化プラン」については、

大宗を３年間（2026年度まで）で実施し、同プランの実施が完了する2028年度までに

安定財源を確保する。 

 

（６）こども基本法附則第２条に基づく検討 

 

こども基本法附則第２条に基づき、こども基本法の施行後５年を目途として、こど

も施策が基本理念にのっとって実施されているかどうか等の観点からその実態を把握
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し、公正かつ適切に評価する仕組みの整備その他の基本理念にのっとったこども施策

の一層の推進のために必要な方策について検討を加え、その結果に基づき、法制上の

措置その他の必要な措置を講ずる。 
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（参考）こども・若者や子育て当事者を取り巻く現状 

 

これまで、少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進法及び子どもの貧困

対策の推進に関する法律に基づく各大綱により、政府を挙げて、各般の施策の充実に

取り組んできた。 

例えば、消費税の引上げにより確保した財源などをこどもや若者への支援の充実に

投入し、待機児童対策、幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化などの取組を進

め、待機児童は一部の地域を除きほぼ解消に向かうなど、一定の成果を挙げた。これ

らにより、家族関係社会支出の対ＧＤＰ比は、平成25年度の1.13％から令和３年度に

は2.46％まで上昇した。 

また、こどもの権利擁護のための児童虐待防止対策の強化、市町村及び児童相談所

の体制強化、社会的養護における里親等委託の推進、家庭や養育環境の支援の強化を

行う児童福祉法等の改正、いじめ防止対策推進法に基づく未然防止・早期発見・早期

対応の取組やＳＮＳ等を活用した相談体制の整備など、困難な状況にあるこどもや若

者、子育て当事者への支援についても充実を図ってきた。 

 

一方で、相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は11.5％となっており、特にひと

り親家庭は44.5％と高くなっている40。令和４年度には、小・中学校における不登校、

いわゆる「ネットいじめ」の件数、児童虐待の相談対応件数が、それぞれ過去最多と

なっている41。いじめの重大事態は923件発生している42。令和４年には大変痛ましい

ことに約800人もの10歳から19歳のこども・若者が自殺しており、10代の死因の最多は

自殺となっている43。ＳＮＳに起因する事犯の被害にあったこどもの数も高い水準で

推移している44。 

さらにここ数年は、コロナ禍が追い打ちをかけるように、友達とのつながりの希薄

化、集団活動や自然体験活動の減少45などをもたらした。こどもや若者、家庭をめぐ

る様々な課題がコロナ禍により更に深刻化しており、その影響が長く続くことが懸念

される。 

我が国のこども・若者の自己肯定感や幸福感は低く、内閣府の調査によれば、「自

分自身に満足している」こども・若者の割合は半数を下回り、諸外国と比べて低い状

況にある46。我が国のこどもが、38か国中、身体的健康は１位だが、精神的幸福度は37

位であることを示す国連児童基金の調査もある47。 

多様な指標を参照しつつ、日本社会に根差したこども・若者のウェルビーイングの

向上を図っていくことが求められている。 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、令和12年（2030年）までに、持続可能でより

良い世界を目指す国際目標であり、我が国もコミットしている。17の目標はいずれも、

こども・若者に深く関係し、こども・若者自身も、ＳＤＧｓ推進の担い手として育ち、

積極的に関与することが期待されている。  

 

出生数の減少は予測を上回る速度で進行し、人口減少に歯止めがかかっていない。

令和４年の出生数は77万759人で、統計開始以来、最少の数字となり、合計特殊出生率

は1.26と過去最低となった。少子化・人口減少に歯止めをかけなければ、我が国の経

済・社会システムを維持することは難しく、国際社会における存在感を失うおそれも

ある。若年人口が急激に減少する2030年代に入るまでが状況を反転させることができ

るかどうかの重要な分岐点である。 
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少子化の主な原因は、未婚化と晩婚化（若い世代での未婚率の上昇や、初婚年齢の

上昇）、有配偶出生率の低下である。特に未婚化と晩婚化の影響が大きいと言われて

おり、その主な要因は、若い世代の低い所得と不安定な雇用環境、出会いの機会の減

少である。若い世代の８割を超す未婚男女がいずれ結婚することを希望48しており、

また、夫婦は２人以上のこどもを育てることを理想としているが、若い世代が結婚や

子育ての将来展望を描けず、こうした希望や理想が叶わない状況にある49。 

子育て当事者にとっては、こどもの成長や子育てをめぐる状況が厳しく、負担や不

安、孤立感が高まっている50。子育てしづらい社会環境51や、根強い固定的な性別役割

分担意識等を背景とした仕事と子育てを両立しにくい職場環境52がある。さらには、

子育ての経済的・精神的負担感53が存在する。 

若い世代が将来に明るい希望を持てる社会をつくらない限り、少子化トレンドの反

転は叶わない。 
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1 児童の権利に関する条約は、国際人権規約において定められている権利を児童につ

いて敷衍（ふえん）し、児童の権利の尊重及び確保の観点から必要となる詳細かつ具

体的な事項を規定したもの。平成元年の第44回国連総会において採択され、平成２年

に発効。日本は平成６年に批准。児童の権利に関する条約第１条において、児童は「18

歳未満のすべての者をいう。ただし、当該児童で、その者に適用される法律によりよ

り早く成年に達したものを除く。」と定義されている。ここでは、こども家庭審議会

における当該条約の呼称についての議論を踏まえ、当事者であるこどもにとっての分

かりやすさの観点から、こどもの権利条約と記すこととする。 

 

2 こども基本法において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関す

る施策及びこれと一体的に講ずべき施策とされている。 

１ 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの

心身の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する

支援 

２ 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、

出産、育児等の各段階に応じて行われる支援 

３ 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

一体的に講ずべき施策とは、例えば、主たる目的はこどもの健やかな成長に対する

支援等ではないがこどもや子育て当事者に関係する施策（例：国民全体の教育の振興、

仕事と子育ての両立等の雇用環境の整備、小児医療を含む医療の確保・提供）や、こ

どもに関する施策と連続性を持って行われるべき若者に係る施策（例：若者の社会参

画支援、就労支援、社会生活を営む上で困難を抱える若者支援）が含まれるものと解

されている。 

 

3 「乳幼児期」（義務教育年齢に達するまで）、「学童期」（小学生年代）、「思春

期」（中学生年代からおおむね18歳まで）、「青年期」（おおむね18歳以降からおお

むね30歳未満。施策によってはポスト青年期の者も対象とする。）とで分けて示す。

なお、「若者」については、法令上の定義はないが、ここでは思春期及び青年期の者

とし、「こども」と「若者」は重なり合う部分があるが青年期の全体が射程に入るこ

とを明確にする場合には、分かりやすく示すという観点から、法令の規定を示す場合

を除き、特に「若者」の語を用いることとする。 

 

4 これに伴い、少子化社会対策大綱（令和２年５月29日閣議決定）、子供・若者育成

支援推進大綱（令和３年４月６日子ども・若者育成支援推進本部決定）及び子供の貧

困対策に関する大綱（令和元年11月29日閣議決定）は、廃止する。 

 

5 内閣府少子化社会対策大綱の推進に関する検討会「少子化社会対策大綱の推進に関

する検討会中間評価～若者・子育て世代を真ん中に据え、「未来への投資」へ～」（令

和４年７月）。なお、同検討会はこども家庭庁創設に伴い廃止されている。 

 

6 身体的・精神的・社会的に良い状態にあるという包括的な幸福として、短期的な幸

福のみならず、生きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含むものをい

う。 

 

7 内閣府子供の貧困対策に関する有識者会議「子供の貧困対策に関する大綱の進捗状
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況及びこども大綱策定に向けての意見」（令和５年１月）。なお、同会議はこども家

庭庁創設に伴い廃止されている。 

 

8 身体的・精神的・社会的な観点から総合的に適切に支援を行う観点をバイオサイコ

ソーシャルの観点という。 

 

9 令和５年12月22日閣議決定。 

 

10 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針改定版（令和５年12月19日持続可能な開

発目標（ＳＤＧｓ）推進本部決定）において、「2030アジェンダでは、「ジェンダー

平等の実現と女性・女児のエンパワーメントは、すべての目標とターゲットの進展に

おいて死活的に重要」であり、ジェンダーの視点を「主流化していくことは不可欠」

である旨明記されており、女性・女児は、多様なステークホルダーと連携しつつ、Ｓ

ＤＧｓの推進に貢献していくことが強く期待されている。また、人権の保護、ジェン

ダー平等の実現、女性・女児のエンパワーメントを含め、ＳＤＧｓの全ての目標の達

成に向けた取組において、多様なステークホルダーがジェンダーの視点を共有するこ

とが重要である。」とされている。 

 

11 こどもが怖くて不安なときに身近なおとな（愛着対象）がそれを受け止め、こども

の心身に寄り添うことで安心感を与えられる経験の繰り返しを通じて獲得される安心

の土台。こどもに自らや社会への基本的な信頼感をもたらし、その基本的信頼感は、

自他の心の理解や共感、健やかな脳や身体の発達を促す。また、安定した愛着は、自

らや他者への信頼感の形成を通じて、いわゆる非認知能力の育ちにも影響を与える重

要な要素であり、生きる力につながっていくとされている。 

 

12 セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（ＳＲＨＲ：Sexual and 

Reproductive Health and Rights）。リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する

健康）とは、平成６年の国際人口開発会議の「行動計画」及び平成７年の第４回世界

女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において、「人間の生殖システム、その機能と

（活動）過程の全ての側面において、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身

体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指す」とされている。また、

リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は、「全てのカップルと個人が

自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもって自由に決定でき、

そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに最高水準の性に

関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利」とされている。 

Ｇ７広島サミットの首脳コミュニケ（2023年５月20日）において、「特に脆弱な状

況にある妊産婦、新生児、乳幼児及び青少年を含む全ての人の包括的な性と生殖に関

する健康と権利（SRHR）を更に推進することにコミットする」とされている。 

 

13 こども・若者や子育て当事者の中には、重大な課題を抱えており、より多くの支援

を必要とするケースもあれば、比較的少ない支援を必要とするケースもある。また、

支援の対象となっていないこども・若者や子育て当事者であっても、多かれ少なかれ

課題を抱えているケースもある。このように、個別の課題や支援ニーズについては、

それぞれのこども・若者や子育て当事者の状況に応じて、段階的に変化するものとし

て捉える必要がある。 
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14 Science, Technology, Engineering, Art,Mathematics 等の各教科での学習を実社

会での問題発見・解決に活かしていくための教科横断的な教育。ＳＴＥＡＭのＡの範

囲を芸術、文化のみならず、生活、経済、法律、政治、倫理等を含めた広い範囲（Liberal 

Arts）で定義し、推進することが重要である。 

 

15 男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康管理を行うよう促すこと。 

 

16 Female（女性）とTechnology（テクノロジー）からなる造語であり、生理や更年期

など女性特有の悩みについて、先進的な技術を用いた製品・サービスにより対応する

もの。 

 

17 令和５年12月22日閣議決定。 

 

18 障害者の権利に関する条約では「障害者を包容するあらゆる段階の教育制度」とさ

れている。 

 

19 令和４年10月14日閣議決定。 

 

20 令和５年６月２日こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議。 

 

21 法令上は、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関

する法律（平成20年法律第79号）第２条において、「『青少年有害情報』とは、イン

ターネットを利用して公衆の閲覧（視聴を含む。以下同じ。）に供されている情報で

あって青少年の健全な成長を著しく阻害するものをいう」と定義されており、下記が

例示されている。また、「青少年」とは、18歳に満たない者と定義されている。 

⑴ 犯罪若しくは刑罰法令に触れる行為を直接的かつ明示的に請け負い、仲介し、

若しくは誘引し、又は自殺を直接的かつ明示的に誘引する情報 

⑵ 人の性行為又は性器等のわいせつな描写その他の著しく性欲を興奮させ又は

刺激する情報 

⑶ 殺人、処刑、虐待等の場面の陰惨な描写その他の著しく残虐な内容の情報 

 

22 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律

（平成20年法律第79号）の平成30年改正を受けて、フィルタリング利用率向上のため

の取組の更なる推進をしており、 

⑴  事業者による保護者等への青少年確認義務、説明義務、フィルタリングサービ

ス有効化措置義務等の実施徹底 

⑵  製造事業者による利用容易化措置義務及びOS開発事業者による利用容易化措

置円滑化努力義務の実施徹底 

に取り組んでいる。なお、同法第３条第３項において、「青少年が安全に安心してイ

ンターネットを利用できる環境の整備に関する施策の推進は、自由な表現活動の重要

性及び多様な主体が世界に向け多様な表現活動を行うことができるインターネットの

特性に配慮し、民間における自主的かつ主体的な取組が大きな役割を担い、国及び地

方公共団体はこれを尊重することを旨として行われなければならない。」とされてい

ることに留意が必要である。 
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23 保護者がこどものライフサイクルを見通して、その発達の程度に応じてインターネ

ット利用を適切に管理すること。こどもの情報発信を契機とするトラブル防止の観点

を含むものであり、管理の方法としては、技術的手段（フィルタリング、課金制限機

能、時間管理機能等）と、非技術的手段（親子のルールづくり等）とに分かれる。 

 

24 こどもの死亡時に、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、行政関係者等）

が、こどもの既往歴や家族背景、死に至る直接の経緯、解剖結果等に関する様々な情

報を基に死因調査を行うことにより、効果的な予防対策を導き出し、予防可能なこど

もの死亡を減らすことを目的としたもの。 

 

25 令和５年12月22日閣議決定。 

 

26 令和４年12月文部科学省。 

 

27 女性の年齢階級別正規雇用比率。 

 

28 貧困線に満たない世帯員の割合をいう。貧困線とは、等価可処分所得の中央値の半

分の額をいう。 

 

29 こどもの権利条約第12条において、「自由に自己の意見を表明する権利（the right 

to express those views freely ）」が定められている。その「意見」は、原文（英

語）では「view(s)」であり、意見が聴取される権利に関する児童の権利委員会一般的

意見第12号（2009年）において、言語化された意見のみならず、遊びや身振り、絵を

含む非言語のコミュニケーション形態への認識と尊重が必要とされている。 

 

30 第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月25日閣議決定）において、「国際連合

統計部は、各種統計の作成過程でジェンダーに関する視点を取り込むことの重要性を

指摘しており、ジェンダー統計の充実の観点から男女別データの把握等に努めること

が求められる」とされている。 

 

31 令和５年６月16日閣議決定。 

 

32 令和５年８月２日内閣府特命担当大臣（こども政策少子化対策若者活躍男女共同参

画）決定。 

 

33 いわゆるこどもの権利影響評価と呼ばれる取組。全ての施策においてこどもの視点

や権利を主流化するための取組の一つと言われている。 

 

34 都道府県こども計画・市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第9条に

規定する都道府県子ども・若者計画及び市町村子ども・若者計画、子どもの貧困対策

の推進に関する法律第９条に規定する都道府県計画・市町村計画、次世代育成支援対

策推進法に基づく都道府県行動計画・市町村行動計画、子ども・子育て支援法に基づ

く子ども・子育て支援事業計画などと一体のものとして作成することができる。 
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35 令和５年12月19日持続可能な開発目標（ＳＤＧs）推進本部決定。 

 

36 令和３年８月18日関係府省庁連絡会議。 

 

37 日本国憲法第98条第２項において「日本国が締結した条約及び確立された国際法規

は、これを誠実に遵守することを必要とする。」と規定されている。 

 

38 児童の権利委員会は、条約の効果的な実施を促進するため、条約に基づき、締約国

による政府報告審査を受けた当該審査対象国に対する見解や勧告を含む総括所見を発

出することができ、また、条約の解釈についての委員会としての見解を整理した一般

的意見を発出することができる。なお、いずれも法的拘束力はない。 

 

39 令和２年10月16日ビジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省庁連絡会議。 

 

40 厚生労働省「国民生活基礎調査」。 

 

41 令和４年度において、小・中学校における不登校児童生徒数は29万9048人（文部科

学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」）、いじめ

の態様別状況において、「パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされ

る」の件数は2万3920件（複数回答可。文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査」）、令和４年度において、児童相談所における児童

虐待相談対応件数は21万9170件（令和５年度全国児童福祉主管課長・児童相談所長会

議資料）といずれも過去最多。 

 

42 文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」。 

 

43 令和４年の10～14歳、15～19歳のいずれにおいても、死因第１位は自殺となってい

る（厚生労働省「人口動態統計」）。自殺の原因・動機をみると、19歳以下では、健

康問題のほか、家庭問題や学校問題も多い（厚生労働省・警察庁「令和４年中におけ

る自殺の状況」）。 

 

44 令和４年で1,732人の18歳未満の者が被害にあっている。SNSとは、多人数とコミュ

ニケーション をとれるウェブサイト等で、通信ゲームを含む（届出のある出会い系サ

イトを除く）（警察庁「令和４年における少年非行及び子供の性被害の状況」）。 

 

45 国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査（令和元年度調

査）」。 

 

46「私は、自分自身に満足している」という問いに「そう思う」又は「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した13歳～29歳の割合は、日本においては45.1％であり、その他

の調査対象6か国においては73.5％～86.9％（内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に

関する調査（令和元年）」。なお、本調査はこども家庭庁に引き継がれている）。 

 

47 国連児童基金（ユニセフ）イノチェンティ研究所の調査において精神的幸福度は「生

活満足度の高い15歳の子どもの割合（平成30年）」、「15～19歳の若者の自殺率（平
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成25～27年の３年間の平均値）」という二つの指標で構成されている。 

 

48 令和３年において、18～19歳、20～24歳、25～29歳の未婚男女いずれにおいても、

「いずれ結婚するつもり」と答えた割合が８割を超えている。一方で、令和２年の50

歳時点で男性の28.25%（約3.5人に１人）、女性で17.81%（約5.6人に１人）が未婚で

ある。また、近年、「一生結婚するつもりはない」とする者の割合が増加傾向となっ

ている（国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」「人口統計資料集2023

改訂版」）。 

 

49 令和３年の夫婦の平均理想こども数は2.25人となっている。一方で、妻の年齢45～

49歳の夫婦の最終的なこども数は1.81人であり、また、未婚者の希望するこども数は、

減少傾向が続いており、令和３年には未婚男性で1.82人、未婚女性で1.79人と、特に

女性で大きく減少し、初めて２人を下回った（国立社会保障・人口問題研究所「出生

動向基本調査」）。 

 

50 地域子育て支援拠点を利用する前の子育て当事者の状況として「子育てをしている

親と知り合いたかった（71.9％）」「子育てで、つらいと感じることがあった（62.6

％）」など孤立した育児の実態がみられる（NPO法人子育てひろば全国連絡協議会「地

域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書（平成29年）」）。 

 

51「自国はこどもを生み育てやすいと思うか」との問いに対し、スウェーデン、フラン

ス、ドイツでは、いずれも約８割以上が「そう思う」と回答しているのに対し、日本

では約６割が「そう思わない」と回答している。また、「日本の社会が結婚、妊娠、

こども・子育てに温かい社会の実現に向かっているか」との問いに対し、約７割が「そ

う思わない」と回答している（内閣府「少子化社会に関する国際意識調査（令和３年）」

「少子化社会対策に関する意識調査（令和元年）」。なお、本調査はこども家庭庁に

引き継がれている）。 

 

52 共働き世帯が増加する中で、令和３年には、女性が考える「理想のライフコース」

も、男性がパートナーとなる女性に望むライフコースも、いずれも、結婚・出産後も

仕事を続ける「両立コース」が最多になっている（国立社会保障・人口問題研究所「出

生動向基本調査」）。一方、女性（妻）の就業継続や第２子以降の出生割合は、夫の

家事・育児時間が長いほど高い傾向にある（厚生労働省「21世紀成年者縦断調査」）

が、日本の夫の家事・育児関連時間は２時間程度（総務省「社会生活基本調査」）と

国際的に見ても低水準である。また、こどもがいる共働きの夫婦について平日の帰宅

時間は女性よりも男性の方が遅い傾向にあり（総務省「社会生活基本調査」）、保育

所の迎え、夕食、入浴、就寝などの育児負担が女性に集中している傾向もある。男性

について見ると、正社員の男性について育児休業制度を利用しなかった理由を尋ねた

調査では、「収入を減らしたくなかった（39.9％）」が最も多かったが、「育児休業

制度を取得しづらい職場の雰囲気、育児休業取得への職場の無理解（22.5％）」、「自

分にしかできない仕事や担当している仕事があった（22.0％）」なども多く、制度は

あっても利用しづらい職場環境が存在していることがうかがわれる（令和４年度厚生

労働省委託調査日本能率協会総合研究所「仕事と育児の両立等に関する実態把握のた

めの調査研究事業」）。 
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53 令和３年において、理想の子ども数を持たない理由としては、「子育てや教育にお

金がかかりすぎるから」という経済的理由が 52.6％で最も高くなっている。また、妻

の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由としては、35 歳未満では経済的理由

が高い傾向にあるが、35 歳以上の夫婦では、「ほしいけれどもできないから」といっ

た身体的な理由も高い。「これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから」

はいずれの世代でも約２割が選択している（国立社会保障・人口問題研究所「出生動

向基本調査」）。 
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別紙１ 

「こどもまんなか社会」の実現に向けた数値目標 

 

本文第１の「３こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」」の実現に向け、こ

ども・若者や子育て当事者の視点に立った数値目標（アウトカム）として、以下を

設定する。 

 

項目 目標 現状 出典 

「こどもまんなか社会の実現に

向かっている」と思う人の割合 

70％ 15.7％ 

（2023 年）（注 1） 

こども家庭庁「こども

政策の推進に関する意

識調査」 

「生活に満足している」と思うこ

どもの割合 

70％ 60.8％ 

（2022 年）（注 2） 

ＯＥＣＤ「生徒の学習

到達度調査（ＰＩＳ

Ａ）」 

「今の自分が好きだ」と思うこど

も・若者の割合（自己肯定感の高

さ） 

70％ 60.0％ 

（2022 年）（注 3） 

こども家庭庁「こども

・若者の意識と生活に

関する調査」（注 4） 

社会的スキルを身につけている

こどもの割合 

80％ 74.2％ 

（2022 年）（注 5） 

ＯＥＣＤ「生徒の学習

到達度調査（ＰＩＳ

Ａ）」 

「自分には自分らしさというも

のがある」と思うこども・若者の

割合 

90％ 84.1％ 

（2022 年）（注 6） 

こども家庭庁「こども

・若者の意識と生活に

関する調査」 

「どこかに助けてくれる人がい

る」と思うこども・若者の割合 

現状

維持 

97.1％ 

（2022 年）（注 7） 

こども家庭庁「こども

・若者の意識と生活に

関する調査」 

「社会生活や日常生活を円滑に

送ることができている」と思うこ

ども・若者の割合 

70％ 51.5％ 

（2022 年）（注 8） 

こども家庭庁「こども

・若者の意識と生活に

関する調査」 

「こども政策に関して自身の意

見が聴いてもらえている」と思う

こども・若者の割合 

70％ 20.3％ 

（2023 年）（注 9） 

こども家庭庁「こども

政策の推進に関する意

識調査」 

「自分の将来について明るい希

望がある」と思うこども・若者の

割合 

80％ 66.4％ 

（2022 年） 

（注 10） 

こども家庭庁「こども

・若者の意識と生活に

関する調査」 

「自国の将来は明るい」と思うこ

ども・若者の割合 

55％ 31.0％ 

（2018 年） 

（注 11） 

こども家庭庁「我が国

と諸外国の若者の意識

に関する調査」（注 12） 

「結婚、妊娠、こども・子育てに

温かい社会の実現に向かってい

る」と思う人の割合 

70％ 27.8％ 

（2023 年） 

（注 13） 

こども家庭庁「こども

政策の推進に関する意

識調査」 
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項目 目標 現状 出典 

「こどもの世話や看病について

頼れる人がいる」と思う子育て当

事者の割合 

90％ 83.1％ 

（2022 年） 

（注 14） 

国立社会保障・人口問

題研究所「生活と支え

合いに関する調査」よ

りこども家庭庁作成 

注１：16～49歳の回答結果。 

注２：０～10の選択肢で７以上と答えた15歳の割合。ＯＥＣＤ平均は61.4％（2022

年）。 

注３：15～39歳の回答結果。  

注４：調査実施当時は内閣府所管。 

注５：「学校ではすぐに友達ができる」という設問に「まったくその通りだ」 又

は「その通りだ」を選んだ15歳の割合。ＯＥＣＤ平均は74.6％（2022年）。 

注６：15～39歳の回答結果。 

注７：15～39歳の回答結果。「家族・親族」、「学校で出会った友人」、「職 場

・アルバイト関係の人」、「地域の人」及び「インターネット上における

人やグループ」の全てについて、「困ったときは助けてくれる」に対して

「そう思わない」又は「どちらかといえば、そう思わない」と回答した者

（無回答者を含む。）の割合を全体から減じた割合。 

注８：15～39歳の回答結果。「あなたは今までに、社会生活や日常生活を円滑 に

送ることができなかった経験がありましたか。または、現在、社会生活や

日常生活を円滑に送れていない状況がありますか。」に対して「なかった

（ない）」又は「どちらかといえば、なかった（ない）」と回答した者の

割合。 

注９：16～29歳の回答結果。 

注10：15～39歳の回答結果。 

注11：13～29歳の回答結果。調査対象国全体での平均は52.8％。 

注12：調査実施当時は内閣府所管。 

注13：16～49歳の回答結果。 

注 14：18 歳未満のこどもがある世帯の者のうち「頼れる人（子どもの世話や看

病）の有無」について「いる」と回答した割合。 
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別紙２ 

こども・若者、子育て当事者の置かれた状況等を把握するための指標 

 

項目 現状 出典 

「こどもは権利の主体で

ある」と思う人の割合 

54.4％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

「あなたの周りには、こど

もや若者の遊びや体験活

動の機会や場が十分にあ

る」と思う人の割合 

40.4％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

ＢＭＩ18.5 未満の 20～30

歳代の女性の割合 

18.1％ 

（2019 年） 

厚生労働省「国民健康・栄

養調査」 

こどもの貧困率 

（注 1） 

11.5％ 

（2021 年） 

 

10.3％ 

（2019 年） 

厚生労働省「国民生活基礎

調査」 

 

総務省「全国家計構造調

査」 

生活保護世帯に属するこ

どもの高校等進学率 

98.3％ 

（2022 年４月１日現在） 

厚生労働省社会・援護局保

護課調べ 

生活保護世帯に属するこ

どもの高校等中退率 

3.3％ 

（2022 年４月１日現在） 

厚生労働省社会・援護局保

護課調べ 

生活保護世帯に属するこ

どもの大学等進学率 

42.4％ 

（2022 年４月１日現在） 

厚生労働省社会・援護局保

護課調べ 

電気、ガス、水道料金の未

払い経験 

（こどもがある全世帯） 

電気料金 5.3％ 

ガス料金 6.2％ 

水道料金 5.3％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計）」 

食料又は衣服が買えない

経験（こどもがある全世

帯） 

食料が買えない経験 

16.9％ 

衣服が買えない経験 

20.9％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計）」 

「障害のあるこども・若

者、発達に特性のあるこど

も・若者の地域社会への参

加・包容（インクルージョ

ン）が推進されている」と

思う人の割合 

27.2％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

里親等委託率 ３歳未満 25.3％ 

３歳以上就学前 30.9％ 

学童期以降 21.7％ 

（2021 年度） 

厚生労働省「福祉行政報告

例」 
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項目 現状 出典 

児童養護施設のこどもの

進学率 

中学校卒業後 97.7％ 

高校等卒業後 38.6％ 

（2022 年５月１日現在） 

こども家庭庁支援局家庭

福祉課調べ 

児童相談所における児童

虐待相談対応件数 

207,660 件 

（2021 年度） 

厚生労働省「福祉行政報告

例」 

「自分はヤングケアラー

に当てはまる」と思う人の

割合 

中学２年生 1.8％ 

全日制高校２年生 2.3％ 

定時制高校２年生相当 

4.6％ 

通信制高校生 7.2％ 

（2020 年度） 

大学３年生 2.9％ 

（2021 年度） 

厚生労働省「ヤングケアラ

ーの実態に関する調査研

究」 

小・中・高生の自殺者数 514 人 

（2022 年） 

警察庁「自殺統計」より厚

生労働省作成 

30 歳未満の自殺者数 ～19 歳 798 人 

20～29 歳まで 2,483 人 

（2022 年） 

警察庁「自殺統計」より厚

生労働省作成 

ＳＮＳに起因する事犯の

被害児童数 

1,732 人 

（2022 年） 

警察庁「令和４年における

少年非行及び子供の性被

害の状況」 

小・中・高校における暴力

行為発生件数 

小学校 61,455 件 

中学校 29,699 件 

高校 4,272 件 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 

30 歳未満の不慮の事故で

の死亡者数 

850 人 

（2022 年） 

厚生労働省「人口動態統

計」 

妊産婦死亡率 4.2（出産 10 万対） 

（2022 年） 

厚生労働省「人口動態統

計」 

妊娠・出産について満足し

ている者の割合 

84.3％ 

（2021 年度） 

こども家庭庁成育局母子

保健課調べ 

「学校は、こどもが安全に

安心して過ごすことがで

きる、こどもにとって大切

な居場所の１つである」と

思う人の割合 

54.4％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

安心できる場所の数が１

つ以上あるこども・若者の

割合 

98.1％ 

（2022 年） 

こども家庭庁「こども・若

者の意識と生活に関する

調査」 

 

 

 

 



 - 101 -

 

項目 現状 出典 

児童・生徒における肥満傾

向児の割合 

10 歳（小学５年生） 

男子：15.1％ 

＜参考＞ 

10 歳（小学５年生） 

女子：9.7％ 

13 歳（中学２年生） 

男子：12.3％、女子：9.1％ 

16 歳（高校２年生） 

男子：11.1％、女子：7.0％ 

（2022 年度） 

文部科学省「学校保健統

計」 

児童・生徒における痩身傾

向児の割合 

16 歳（高校２年生） 

女子：2.9％ 

＜参考＞ 

10 歳（小学５年生） 

男子：2.4％、女子：2.5％ 

13 歳（中学２年生） 

男子：2.6％、女子：3.3％ 

16 歳（高校２年生） 

男子：3.7％ 

（2022 年度） 

文部科学省「学校保健統

計」 

裸眼視力 1.0 未満の者 小学生 37.9％ 

中学生 61.2％ 

高校生 71.6％ 

（2022 年度） 

文部科学省「学校保健統

計」 

「食育」に関心を持ってい

る国民の割合 

78.9％ 

（2022 年度） 

農林水産省「食育に関する

意識調査」 

「こども・若者の心身の健

康等についての情報提供

やこころのケアが十分だ」

と思う人の割合 

43.1％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

「自分の将来についての

人生設計（ライフプラン）

について考えたことがあ

る」人の割合 

51.8％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

いじめの重大事態の発生

件数 

923 件 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 

パソコンや携帯電話等で

の誹謗・中傷等のいじめ被

害 

23,920 件 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 
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項目 現状 出典 

小・中学校における不登校

児童生徒数 

299,048 人 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 

高校における不登校生徒

数 

60,575 人 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 

高校中退率 1.4％ 

（2022 年度） 

文部科学省「児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」 

大学進学率 56.6％ 

（2022 年） 

文部科学省「学校基本統

計」 

若年層の平均賃金 ～19 歳 

正社員・正職員 

185.0 千円 

正社員・正職員以外 

170.1 千円 

20～24 歳 

正社員・正職員 

221.0 千円 

正社員・正職員以外 

196.2 千円 

25～29 歳 

正社員・正職員 

255.9 千円 

正社員・正職員以外 

212.3 千円 

（2022 年） 

厚生労働省「賃金構造基本

統計調査」 

若い世代の正規雇用労働

者等（自らの希望による非

正 規 雇 用労 働 者 等 を含

む。）の割合 

15～34 歳 97.2％ 

（2023 年１～３月平均） 

総務省「労働力調査」 

50 歳時点の未婚率 男性 28.25％ 

女性 17.81％ 

（2020 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「人口統計資料集 2023

改訂版」 

「いずれ結婚するつもり」

と考えている未婚者の割

合 

男性 81.4％ 

女性 84.3％ 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

合計特殊出生率 1.26 

（2022 年） 

厚生労働省「人口動態統

計」 

出生数 770,759 人 

（2022 年） 

厚生労働省「人口動態統

計」 
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項目 現状 出典 

夫婦の平均理想こども数 2.25 人 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

夫婦の平均予定こども数 2.01 人 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

未婚者の平均希望こども

数 

男性 1.82 人 

女性 1.79 人 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

理想のこども数を持たな

い理由として「子育てや教

育にお金がかかりすぎる

から」を挙げる夫婦の割合 

52.6％ 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

理想のこども数が３人以

上の夫婦で理想のこども

数を持たない理由として

「子育てや教育にお金が

かかりすぎるから」を挙げ

る夫婦の割合（注 2） 

59.3％ 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

「保護者の子育てが地域

で支えられている」と思う

人の割合 

30.9％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

「保護者が、こどもの基本

的な生活習慣や自立心等

を育む教育を家庭で行う

ための支援がされている」

と思う人の割合 

30.7％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

男性の育児休業取得率 17.13％ 

（2022 年度） 

厚生労働省「雇用均等基本

調査」 

（育児休業後復職した者

のうち） 

男女の育児休業取得期間 

２週間以上の育児休業取

得 

男性：48.3％ 

女性：99.7％ 

１か月以上の育児休業取

得 

男性：35.1％ 

女性：99.6％ 

（2021 年度） 

厚生労働省「雇用均等基本

調査」 

６歳未満のこどもをもつ

男性の家事関連時間 

１日あたり 114 分 

（2021 年） 

総務省「社会生活基本調

査」 

週労働時間 40 時間以上の

雇用者のうち週労働時間

60 時間以上の雇用者の割

合 

8.9％ 

（2022 年平均） 

総務省「労働力調査（基本

集計）」 
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項目 現状 出典 

「社会において、共働き・

共育て（家庭内で男女とも

に仕事や家事、子育てに参

画すること）が推進されて

いる」と思う人の割合 

34.5％ 

（2023 年） 

こども家庭庁「こども政策

の推進に関する意識調査」 

第１子出産前後の女性の

就業継続率 

69.5％ 

（2021 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「出生動向基本調査」 

ひとり親家庭のこどもの

就園率（保育所・幼稚園等） 

79.8％ 

（2021 年） 

こども家庭庁「全国ひとり

親世帯等調査」（注 3） 

ひとり親家庭のこどもの

進学率 

中学校卒業後 94.7％ 

高校等卒業後 65.3％ 

（2021 年） 

こども家庭庁「全国ひとり

親世帯等調査」 

電気、ガス、水道料金の未

払い経験（ひとり親世帯） 

電気料金 14.8％ 

ガス料金 17.2％ 

水道料金 13.8％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計）」 

食料又は衣服が買えない

経験（ひとり親世帯） 

食料が買えない経験 

34.9％ 

衣服が買えない経験 

39.7％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計） 

こどもがある世帯の世帯

員で頼れる人がいないと

答えた人の割合（ひとり親

世帯） 

重要な事柄の相談 8.9％ 

いざという時のお金の援

助 25.9％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計） 

こどもがある世帯の世帯

員で頼れる人がいないと

答えた人の割合（等価可処

分所得Ⅰ～Ⅲ十分位） 

重要な事柄の相談 7.2％ 

いざという時のお金の援

助 20.4％ 

（2017 年） 

国立社会保障・人口問題研

究所「生活と支え合いに関

する調査（特別集計） 

ひとり親家庭の親の就業

率 

母子世帯 83.0％ 

父子世帯 87.8％ 

（2020 年） 

総務省「国勢調査」 

ひとり親家庭の親の正規

の職員・従業員の割合 

母子世帯 50.7％ 

父子世帯 71.4％ 

（2020 年） 

総務省「国勢調査」 

ひとり親世帯の貧困率 44.5％（注４） 

（2021 年） 

 

53.3％（注５） 

（2019 年） 

厚生労働省「国民生活基礎

調査」 

 

総務省「全国家計構造調

査」 

注１：貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）に満たないこども（17歳以下）の数

をこどもの数で除したもの。 

注２：予定こども数が理想こども数より少ない夫婦のうち、理想こども数が３人以上



 - 105 -

で予定こども数が２人以上の夫婦が、理想のこども数を持たない理由として

「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」を選択する割合。 

注３：調査実施当時は厚生労働省所管。 

注４：貧困線に満たない大人一人（18歳以上65歳未満）とこども（17歳以下）からな

る世帯の世帯員数を大人一人とこどもからなる世帯の世帯員数で除したもの。 

注５：貧困線に満たない大人一人（18 歳以上）とこども（17 歳以下）からなる世帯の

世帯員数を大人一人とこどもからなる世帯の世帯員数で除したもの。 
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４ 宮崎県子どもの貧困対策推進本部設置要綱 

 

                                        平成２８年６月９日 

                                                       福祉保健部福祉保健課 

 

 （設置） 

第１条 子どもの貧困対策を総合的かつ効果的に推進するとともに、全庁的な体制の

下、様々な角度から総合的な施策を検討・実践するため、宮崎県子どもの貧困対策

推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 本部は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事務を所掌する。 

 （１）子どもの貧困対策に係る施策の総合的な推進に関すること。 

 （２）子どもの貧困問題に関する県民の理解促進と普及啓発に関すること。 

 （３）その他、本部長が必要と認める事項に関すること。 

 

 （組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織し、別表第１に掲げる職

にある者をもって充てる。 

２ 本部長は、本部を代表し、会務を総理する。 

３ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

 

 （会議） 

第４条 本部の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて本部長が招集する。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、本部員以外の者を会議に出席させること

ができる。 

 

 （幹事会） 

第５条 本部の事務を補助するため、本部に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織し、別表第２に掲げる職にある者をもっ

て充てる。 

３ 幹事会の会議は、幹事長が招集する。 

４ 幹事会の円滑な運営を図るため、必要に応じ、ワーキンググループを設置する。 

 

 （庶務） 

第６条 本部の庶務は、福祉保健部福祉保健課において処理する。 

 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別

に定める。 

 

 

   附則 

 この要綱は、平成２８年６月９日から施行する。 
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附則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 別表第１（第３条関係） 

区  分 職     名 

本 部 長   知事 

副本部長   副知事 

本 部 員 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  総合政策部長 

  総合政策部政策調整監 

  総務部長 

  総務部危機管理統括監 

  福祉保健部長 

  環境森林部長 

  商工観光労働部長 

  農政水産部長 

  県土整備部長 

  会計管理者 

  企業局長 

  病院局長 

  教育長 

  警察本部長 

 

  別表第２（第５条関係） 

区  分 職     名 

幹 事 長  福祉保健部次長（福祉担当） 

幹  事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総合政策部 

 

 

 

 総合政策課長 

 生活・協働・男女参画課長 

 みやざき文化振興課長 

 人権同和対策課長 

 総務部  総務課長 

 福祉保健部 

 

 

 

 

 

 

 福祉保健課長 

 医療政策課長 

 障がい福祉課長 

 健康増進課長 

 感染症対策課長 

 こども政策課長 

 こども家庭課長 

 環境森林部 

 

 

 環境森林課長 

 循環社会推進課長 

 山村・木材振興課長 
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 商工観光労働部 
 

 商工政策課長 
 雇用労働政策課長 

 農政水産部 

 

 農政企画課長 

 担い手農地対策課長 

 県土整備部 

 

 管理課長 

 建築住宅課長 

 会計管理局  会計課長 

 企業局  総務課長 

 病院局  経営管理課長 

 教育庁 

 

 

 

 

 

 

 

 教育政策課長 

 財務福利課育英資金室長 

 高校教育課長 

 義務教育課長 

 特別支援教育課長 

 生涯学習課長 

 スポーツ振興課長 

 人権同和教育課長 
 警察本部  生活安全少年課長 
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５ 宮崎県子どもの貧困対策協議会設置要綱 

                            平成２７年７月１日 

                            福祉保健部福祉保健課 

 

 （目的） 

第１条 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２５年法律第６４号。以下

「法」という。）の基本理念にのっとり、本県の子どもの貧困対策を総合的に推進す

るため、宮崎県子どもの貧困対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について検討を行

う。 

 (１)  法第９条に規定する県計画の作成又は変更等の協議に関すること。 

 (２)  子どもの貧困対策の推進に係る施策の検討及び連絡調整に関すること。 

 (３)  その他子どもの貧困対策に関すること。 

 （構成） 

第３条 協議会は、別表に掲げる所属の委員をもって構成する。 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことができる。補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

 （協議会） 

第５条 協議会は、福祉保健部長が招集する。 

２ 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、協議会を主宰する。 

４ 会長に事故があるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指定する委員がその

職務を代理する。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を協議会に出席させることが

できる。 

 （庶務） 

第６条 協議会の庶務は、福祉保健部福祉保健課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、福祉保健

部長が別に定める。 

  

  附 則 

 この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２８年７月２１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２９年７月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 
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別表（第３条関係）  

 

 

区 分 

 

 

所 属 

 

関係行政機関 

 

宮崎労働局 

県市長会 

県町村会 

 

 

関係団体 

 

県ＰＴＡ連合会 

県立学校長協会 

県校長会 

社会福祉法人三股町社会福祉協議会 

県民生委員児童委員協議会 

県児童福祉施設協議会 

株式会社ナチュラルビー 

 

 

学識経験者 

 

南九州短期大学 

宮崎大学教育学部 
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